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群 馬 県 

 



は じ め に 

 

 少子高齢化の進展をはじめ、社会経済情勢が急速に変化するなかで、持続可

能な活力ある社会を維持していくためには、男女がともに人権を尊重し、責任

を分かち合いながら、その個性と能力を最大限に発揮することができる男女共

同参画社会の実現が重要な課題となっています。 

 国においては、令和６年７月に「女性活躍・男女共同参画の重点方針 2024（女

性版骨太の方針 2024）」が閣議決定され、制度・意識・慣行など構造的な問題

や、女性の人生と家族の姿が多様化している実態を踏まえ、「企業等における

女性活躍の一層の推進」「女性の所得向上・経済的自立に向けた取組の一層の

推進」「個人の尊厳と安心・安全が守られる社会の実現」「女性活躍・男女共

同参画の取組の一層の加速化」が重点的に取り組むべき事項とされました。 

 本県においては、令和３年１月に策定した「新・群馬県総合計画」において、

国連のＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）にある目標の一つ「ジェンダー平等の

実現」の理念を取り込み、性別に関わらず活躍できる県民総活躍社会の実現を

目指しています。また、平成１６年３月制定の「群馬県男女共同参画推進条例」

や令和３年３月策定の「第５次群馬県男女共同参画基本計画」に基づき、他部

局や関係機関と連携し、各種セミナーや講演会を開催するなど、様々な施策を

推進しています。 

 また、令和６年３月に策定した「第５次ぐんま DV 対策推進計画及び困難な問

題を抱える女性への支援計画」に基づき、女性の抱える問題が多様化・複雑化

・複合化している中、配偶者等からの暴力を許さず、女性が安心かつ自立して

暮らせる社会の実現を目指し、民間支援団体とも連携して、被害者の保護や困

難な問題を抱える女性の福祉増進のための施策を推進しています。 

 これらの取組を通じ、性別に関わらず一人ひとりの考え方や生き方が尊重さ

れるとともに、あらゆる分野への参画の機会が保障され、その個性と能力を十

分に発揮できる社会の実現を目指しています。 

 この年次報告書は、群馬県男女共同参画推進条例第７条の規定により、本県

の令和５年度男女共同参画の推進状況、県の施策の実施状況及び令和６年度に

実施している施策を取りまとめたものです。 

 本書が多くの皆様に男女共同参画社会についての理解と関心を深めていた

だく資料として活用していただければ幸いです。 

 

  令和６年１２月 

群馬県生活こども部生活こども課長 富澤 恵子   



群馬県男女共同参画年次報告書（令和５年度実績報告）の概要 
 
◆作成・公表の根拠 
群馬県男女共同参画推進条例 
（年次報告の公表） 
第七条 知事は、毎年、男女共同参画の推進の状況及び男女共同参画の推進に関する県
の施策の実施状況について、報告書を作成し、これを公表するものとする。 
 
 
◆令和５年度 地域・社会におけるニーズに沿った主な取組 
①「第５次ぐんまＤＶ対策推進計画及び困難な問題を抱える女性への支援計画」の策定
について 
 女性が抱える課題が、近年複雑化、多様化、複合化する中、令和４年５月 19 日に「困
難な問題を抱える女性への支援に関する法律」が成立し、民間団体との協働により課題
や状況に応じた適切な支援を包括的に提供することが求められた。「第４次ぐんまＤＶ
対策推進計画」の骨格をベースに、新法に定められた内容を追加し、両者を一体化する
形で、「第５次ぐんまＤＶ対策推進計画及び困難な問題を抱える女性への支援計画」（令
和 6 年３月）を策定した。 
 官民連携により、困難な問題を抱える女性の早期把握、支援対象者の状態に応じた保
護体制の整備、孤立せず感心して生活するための自立支援等の充実に取り組む。 
 
〈計画の趣旨〉 
・配偶者等からの暴力の防止、被害者の保護及び自立支援のための施策を推進する。 
・困難な問題を抱える女性への支援のための施策を推進する。 
 
 
②困難な問題を抱える女性に対するアウトリーチ型相談支援 
●「ぐんま・ほほえみネット」 

心身の不調、働くことや収入に関する不安を抱えるなど、困難な状況にある女性に対
して、心身をケアし、経済的不安を解消するとともに、相談をきっかけに最適な支援機
関につなぐことで、問題の根本的な解決に導くことを目的として実施した。 
 
・実施期間:令和５年４月 1 日～令和６年３月３１日 
・相談件数:１，４７７件 
・委託先 :NPO 法人３団体（中北毛、東毛、西毛） 
・委託内容:電話・メール・ＳＮＳ等による相談業務、アウトリーチ型支援、同行支援、

生理用品の配布、周知広報、居場所づくり・仲間づくりの場の提供 等 



 
③男性の家事育児参画に対する理解の促進 
●とらいあんぐるんセミナー「みんなで応援!令和モデルの育児と仕事」 
 男性が仕事、女性が家事や育児という従来の考え方である『昭和モデル』ではなく、
誰もが家庭でも仕事でも活躍できる社会『令和モデル』の考え方へシフトしてきている
が、男性の家庭参画や育休取得は伸び悩んでいる状況にある。アンコンシャス・バイア
スの解消と『令和モデル』の考え方を幅広い世代が理解し、若い世代を応援していくと
いう意識や雰囲気を醸成するために、セミナーを開催した。 
 
・開催日:令和 5 年 11 月 19 日（日） 
・参加人数:28 名 
 
 
◆第５次群馬県男女共同参画基本計画の数値目標達成状況 

目標達成     ５項目  

前進       ９項目  

横ばい      ２項目  

後退       ４項目  

その他（評価不可）５項目  
 

 

◇目標を達成した項目  

基本目標４ 女性等に対するあらゆる暴力の根絶  

②市町村 DV 対策基本計画策定数  26 市町村（目標値 24 市町村）  

基本目標６ 生涯にわたる健康づくりへの支援  

②がん検診受診率 肺がん    55.7％（目標値 50％）  

基本目標９ 安心して子育てや介護ができる社会システムの整備  

 ②病児保育事業の実施か所数  127 か所（目標値 116 か所） 

③24 時間体制をとっている訪問看護ステーション数 228 か所（目標値 187 か所） 

基本目標 10 あらゆる場を通じた教育・学習の充実 

 ②教職員向けの人権研修に取り組んだ学校の割合（小・中・高・特） 

すべて 100％（目標値 すべて 100％） 

 

 

 



◇後退した項目  

基本目標１ 政策・方針決定過程への女性の参画拡大  

②管理職に占める女性の割合  10.7%（計画策定時 16.1％、目標値 33.3％）  

基本目標６ 生涯にわたる健康づくりへの支援  

②がん健診受診率 乳がん   47.9％（計画策時 48.3％、目標値 50％）  

 子宮がん  42.5％（計画策定時 44.7％、目標値 50％）  

胃がん   42.6％（計画策定時 43.7％、目標値 50％）  
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第１部 男女共同参画の推進に関する施策の推進状況 

 

 

１ 令和５年度に講じた主な施策の推進状況 

 

（１）群馬県男女共同参画推進委員会 

群馬県男女共同参画推進条例の規定に基づき、基本計画その他の男女共同参画に関する基本的かつ

総合的な施策及び重要事項を調査審議するために委員会が設置されています。委員の内訳は、学識経験

者３名、各分野代表 1０名、公募２名の計１５名です。 
 

   令和５年度における委員会開催状況(開催回数４回) 

開催日 審   議   内   容 

令和 5 年 5 月 11 日 

（書面開催） 

・「第５次ぐんまＤＶ対策推進計画及び困難な問題を抱える女性への支援

計画（仮称）検討ワーキンググループ」の設置及びワーキンググループ構

成員への田尻委員の就任について 

令和 5 年 8 月 28 日 

（書面開催） 

・第５次ぐんま DV 対策推進計画及び困難な問題を抱える女性への支援計

画の骨子及び数値目標について 

・その他 

 令和 5 年 11 月 10 日 

・男女共同参画の年次報告について 

・令和５年度実施事業の進捗状況について 

・第５次ぐんま DV 対策推進計画及び困難な問題を抱える女性への支援計

画の素案について 

・その他 

 令和 6 年 2 月 9 日 

・令和５年度事業の実施状況及び令和６年度事業の実施予定について 

・第５次ぐんまＤＶ対策推進計画及び困難な問題を抱える女性への支援計

画について 

・男女共同参画に関する県民意識調査の実施について 

・その他 

 

 

（２）男女共同参画推進員の設置・事業所の男女共同参画推進事業 

社会人が一日の活動時間の多くを過ごす職場における男女共同参画の推進は、地域や家庭にも大き

く影響するため、男女共同参画社会の実現に極めて重要な意味を持ちます。 

「群馬県男女共同参画推進条例」に規定された「男女共同参画推進員」は、職場における男女共同参

画推進の中心人物となっていただく方で、令和６年３月３１日現在、７１２事業所において設置されて

います。県は情報の提供等により、推進員の取組を支援しています。 

 

 

（３）ぐんま女性活躍大応援団事業 

      地域のあらゆる分野での女性の活躍を推進し、「すべての女性が輝く社会」をつくるため、地域ぐる  

みで女性活躍応援の輪を広げる取組を行いました。 

① 「ぐんま女性活躍大応援団」の設置 

     県内に所在し、女性活躍の推進・応援の趣旨に賛同する企業・団体等から「女性活躍応援メッセー   

ジ」を募集し、企業・団体等名とともに県ホームページで発信することで、本県における女性活躍応

援の県民運動を展開しました。（令和６年３月３１日現在の登録団体数：４００団体） 
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② 群馬県男女共同参画社会づくり功労者表彰及びぐんま輝く女性表彰 

男女共同参画推進及び女性の活躍推進に関する取組が顕著である団体・個人を表彰するため、候補

者の募集及び審査を行いました。表彰式の時期を男女共同参画週間に合わせ、令和５年６月２８日に

県庁昭和庁舎正庁の間において行いました。 

・群馬県男女共同参画社会づくり功労者表彰：１名 

（原則として５年以上にわたり男女共同参画の推進に積極的に取り組んでおり、他の模範であると

認められる個人を表彰） 

・ぐんま輝く女性表彰（ぐんま輝く女性チャレンジ賞とぐんま輝く女性支援賞の２種類） 

 ・ぐんま輝く女性チャレンジ賞：２名 

 （起業、ＮＰＯ法人での活動、地域活動等にチャレンジすることで輝いている女性個人・女性団

体を表彰） 

・ぐんま輝く女性支援賞：該当なし 

（女性のチャレンジについて積極的な支援を行っている個人・団体を表彰） 

 

   

表彰式            

   

（４）女性に対する暴力根絶及び被害者支援のための取組 

男女共同参画社会実現のための大きな障害である女性に対する暴力を根絶し、被害者を支援するた

め、令和５年度に実施した主な取組は次のとおりです。 

  ①啓発冊子等の配布 

県民の理解を促すため、一般県民向けのＤＶ防止啓発冊子及びＤＶ相談窓口カードを、市町村、県有

施設等に配布するとともに、若年者からのＤＶ予防を図るために、若者向け啓発冊子を県内中学、高校

及び大学等に配布しました。 

 

②中学・高校・大学等へのＤＶ防止啓発講師派遣 

若年期に正しい知識と理解を深めることがＤＶ防止につな

がることから、中学・高校・大学等にデートＤＶ防止の啓発の

ための講師を派遣しました。 

      ・派遣実績：９校（１０回） 

       

  ③民間団体及び関係機関との連携 

ア）民間団体支援 

・ＤＶ被害者等シェルター設置運営事業 

被害者の保護や自立支援を行う民間団体に対し、シェルターの家賃等の補助を行いました。 

交付実績（令和５年度）  ５件 １，５５０千円 

・ＤＶ被害者等セーフティネット強化支援事業 

シェルターの防犯体制の整備、心理カウンセリング・キャリアカウンセリングの実施、通訳の

活用等、先進的取組を促進する取組に対し補助を行いました。 

交付実績（令和５年度）  ５件 ３，５８１千円 

男女共同参画週間とは 

男女共同参画社会基本法の施行（平成１１年６月２

３日）を記念して、毎年６月２３日から２９日まで

の期間を「男女共同参画週間」と定め、法律の目的及

び基本理念に関する国民の理解を深めるため国、地

方公共団体が全国で様々な行事を開催しています。 

デートＤＶ講座 
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イ）関係機関との連携 

裁判所、法務局、検察庁、県警、女性相談所、民間支援団体、母子生活支援施設、保健福祉事務所、

弁護士会等で組織する「女性に対する暴力被害者支援機関ネットワーク会議」を開催しました。 

 

④ＤＶ被害者等地域生活定着支援事業 

民間シェルター等退所後のＤＶ被害者が、地域で自立していくために必要な支援を実施することに

より、地域における支援体制の枠組みを構築しました。 

 

  ⑤女性に対する暴力をなくす運動 

女性に対する暴力根絶のための啓発活動として、ポスター・リーフレットの掲示・配布や県ＨＰ、デ

ジタルサイネージの活用、昭和庁舎のパープルライトアップ、ぐんま男女共同参画センターでのパネル

展示等による広報活動を実施しました。 

 

  ⑥相談事業 

女性相談センターにおいて、暴力被害女性に対する相談を実施しました。 

相談日時 月～金  ９：００～１９：３０ 

        土 １０：００～１７：００ 

       日 １３：００～１７：００（祝日・年末年始休み） 

相談件数 ４，０４４件（うちＤＶ相談 １，０７０件） ※うち男性ＤＶ相談 １４件 

 

  ⑦被害者保護・自立支援 

保護を必要とする被害女性については、女性相談所の一時保護所及び三山寮（婦人保護施設）におい

て保護及び自立支援を行いました。 

・一時保護所 要保護女子：実人員 ９１人、延べ人員 １，１５６人 

同 伴 児 童：実人員 ５１人、延べ人員   ７９５人 

・三山寮      要保護女子：実人員  ３１人、延べ人員 １，０９４人 

同 伴 児 童：実人員  １５人、延べ人員    ４８４人 

 

 

（５）「第 5 次ぐんま DV 対策推進計画及び困難な問題を抱える女性への支援計画」策定 

  「第４次ぐんま DV 対策推進計画」の骨格をベースとし、令和６年４月１日施行の「困難な問題を抱え

る女性への支援に関する法律」に定められた内容を新たに追加し、両者を一体化する形で令和６年３月

に策定。この計画には、「早期把握のための取組強化」、「支援対象者の状態に応じた保護体制の強化」、

「支援対象者への中長期的なサポート」、「民間団体との連携強化」の項目を新たに盛り込んだ。 

 

●計画の趣旨 

・配偶者等からの暴力の防止、被害者の保護及び自立支援のための施策を推進する。 

・困難な問題を抱える女性への支援のための施策を推進する。 

 

 

女性に対する暴力をなくす運動について 

毎年１１月１２日から２５日（女性に対する暴力撤廃国際日）までの２週間を「女性に対する暴力をなくす

運動」の期間として、国や地方公共団体等が様々な運動を展開しています。 

「女性に対する暴力撤廃国際日」（１１月２５日）は１９９９年１２月、国連総会で指定されました。 

１９６１年のこの日にドミニカ共和国の政治活動家であったミラバル三姉妹が惨殺されたことにちなんでい

ます。 
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●計画の対象 

・配偶者等からの暴力 及び 家族その他親密な関係にある人からの暴力等 。 

・性的な被害、家庭の状況、地域社会との関係性その他の様々な事情により日常生活又は社会生活を

円滑に営む上で困難な問題を抱える女性（そのおそれのある女性を含む）。 

 

●計画期間 令和６年度～令和７年度まで（２年間） 

 

●基本目標  

Ⅰ 暴力を許さない社会づくりの推進   

Ⅱ 困難な問題を抱える女性の早期把握と相談体制の充実   

Ⅲ 支援対象者の状態に応じた保護のための体制整備   

Ⅳ 孤立せず安心して生活するための自立支援の充実   

Ⅴ 民間団体・関係機関・市町村との連携・協働の推進   

 

●数値目標 

 

 

（６）男女共同参画の推進に関する意見の受付 

「群馬県男女共同参画推進条例」第１０条では、県民及び事業者が男女共同参画に関連する施策につ

いて、県へ意見を申し出ることができる旨定めています。 

・令和５年度：０件 
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（７）男女共同参画推進（ぐんま男女共同参画センター） 

① とらいあんぐるんセミナー【対面】 

男性の家庭参画や育休取得が進まない１つの要因となっている「男性が仕事、女性が家事や育児」とい

う従来の考え方を解消し、現代の子育てに係る価値観や現状を理解していていただくための講座を開催し

ました。 

開催日 内 容 講 師 参加人数 

令和 5 年 11 月 19 日

（日） 
テーマ：「みんなで応援！令和モデルの育児と仕

事」 

対象：一般県民 

会場：ぐんま男女共同参画センター 

NPO 法人ファザー

リング・ジャパン

理事 池田浩久氏 

28 名 

 

 

② とらいあんぐるんＬＧＢＴＱ講演会【対面】 

講演会を通して、性的少数者に対する正しい理解・認識を深め、本県における多様な性のあり方を認め

合う社会づくりの輪を広げていくことを目的に講演会を実施しました。 

開催日 内 容 講 師 参加人数 

令和 5 年 8 月 25 日

（金）  

テーマ「地域課題の解決を目指す！協働ミーティ

ング LGBTQ を知る」 

対象：一般県民 

＊情報提供 

 ・(一社)ハレルワ代表理事 間々田久渚氏 

 ・(株)クスリのマルエ 

 ・シェアウェディング 

 ・(有)桐島屋旅館 

 ・県立大間々高等学校みらい塾 

 ・大泉町 

群馬大学情報学部
准教授 
高井ゆと里氏 

289 名 
（内訳） 

・現地参加 34 名 

・動画視聴 255 名 

 

 

③ とらいあんぐるん防災基礎セミナー【対面】 

男女共同参画の視点による多様性に配慮した避難所づくり・運営の必要性を県民に啓発するための講座

を開催しました。 

配信期間 内 容 講 師 参加人数 

令和 5 年 12 月 15 日

（金） 

テーマ：「多様性に配慮した避難所運営」 

対象：一般県民（自治会・公民館・学校関係者な

ど防災に関わる方、防災に関心のある方など）、

市町村等 

独立行政法人国立

女性教育会館 

総務課専門官 

三浦徳美氏 

42 名 

 

 

（８）女性のチャレンジ支援事業（ぐんま男女共同参画センター） 

① 「とらいあんぐるんサロン」【対面】 

これから何か始めたい！起業したい！という方が集まり熱い想いを共有しました。講師からは、事業立

ち上げの際に苦労したことや今後の展開などをお聞きしました。 

配信期間 内 容 講 師 参加人数 

令和 5 年 10 月 14 日

（土） 

テーマ：「創業っておもしろい。」 

対象：一般県民（創業の準備をしている女性、創

業して間もない女性） 

・べっぴんカフェ 

須加梓紗氏 

・Café CREMA 

須田夢乃氏 

25 名 
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③大学生サマープログラム【オンライン】 

県内大学生を対象に、様々なライフステージや職場、家庭、地域等あらゆる場面で活躍できる人材を

育成することを目的とした連続講座を開催しました。 

期 間 内 容 講 師 参加人数 

令和 5 年 8 月 18 日

（金） 
 
令和 5 年 8 月 28 日
（月） 
 
令和 5 年 9 月 7 日

（木） 

「群馬県の現状と取組」 

 

ぐんま男女共同参画セン

ター 職員 

 

8 名 

「身近に潜む“無意識の思い込み”に気づく」 

 

(一社)ｱﾝｺﾝｼｬｽﾊﾞｲｱｽ研究

所 認定ﾄﾚｰﾅｰ 

菊地 陽子 氏 

「自分と社会をつなぐ令和時代の起業・複業と

いう選択肢」 

ｸﾞﾛｰﾘｰﾊｲｸﾞﾚｲｽ(有) CEO 

相京 恵 氏 

「男性にも知ってほしい、『女性の活躍ととも

にある健康課題』」 

(株)ライフサカス CEO 

西部 沙緒里 氏 

グループワーク (一社)ｱﾝｺﾝｼｬｽﾊﾞｲｱｽ研究

所 認定ﾄﾚｰﾅｰ 

菊地 陽子 氏 

 

 

④女子高校生理工系チャレンジ支援セミナー「リコチャレぐんま２０２３」【動画配信】  

女性の進出が少ない理工系分野の進路選択の魅力について、大学の理工系学科における研究内容や大学

卒業後の女性の活躍状況など女子高校生に伝えました。 

配信期間 内 容 講 師 視聴回数 

令和 5 年 8 月中旬～ 

※限定公開は、令和 5

年 12 月 31 日まで 

①「研究は楽しい」（導入編） 

②「理工女子の活躍最前線」 

（主に高校１年生対象） 

③「起業する？群馬大学発ベンチャーの挑戦」

（主に高校２，３年生対象） 

④「社会のニーズが高いのは“理工女子”」

（保護者対象） 

※ ②は限定公開 

群馬大学副学長 

大学院理工学府

教授 

板橋英之氏 

①301 回 

②153 回 

③213 回 

④220 回 

※R6.3.31 時点 

 

 

（９）活動支援事業（ぐんま男女共同参画センター） 

① 協働事業 

登録団体等、日頃から男女共同参画社会の形成に向けた活動を行っている団体と連携し、事業を実施しま

した。  

開催日 内 容 会 場 参加人数 

令和 6 年 2 月 6 日

（火） 

群馬県地域婦人団体連合会との協働（後援） 

「男女共同参画映画会“あの日のオルガン”」 

群馬県生涯学習

センター 

85 名 

令和 5 年 10 月 21 日

（土） 

NPO 法人ウィメンズウィルぐんまとの協働（共催） 

「議員と考えよう！私たちの政治 PART1」 

ぐんま男女共同

参画センター 

56 名 

令和 5 年 11 月 18 日

（土） 

NPO 法人ウィメンズウィルぐんまとの協働（共催） 

「議員と考えよう！私たちの政治 PART2」 

ぐんま男女共同

参画センター 

81 名 
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② 群馬県女性団体連絡協議会事務局 

２０団体からなる協議会事務局業務の一部実施（関係書類保管、団体名簿作成、郵便物収受・振り分け等） 

期 日 内 容 

通 年 ・男女共同参画フェスティバルに係る連絡調整 

・群馬県女性団体連絡協議会要望に係る連絡調整 

・新春講話、新年会開催事務（令和 6 年 2月 8 日） 

 

 

③ 男女共同参画担当者情報交換会【オンライン】 

市町村、民間団体、関係団体と情報交換・意見交換を行い、ネットワークの強化を図りました。 

開催日 内 容 会 場 

令和5年10月13日

（金） 

「不安を抱える女性への寄り添い相談支援事業（ぐんま・ほほえみネ

ット）」ネットワーク会議 

・事業概要利用状況報告、受託団体からの活動状況報告、 

関係機関からの情報提供、意見交換 他 

・参集者：市町村配暴センター、女性相談センター、県社協、県ここ

ろの健康センター、労働局、こども食堂ネットワーク、受託団体等 

オンライン 

 

 

（１０）情報収集と提供（ぐんま男女共同参画センター） 

① センター通信「とらいあんぐるん」の発行（年４回） 

男女共同参画に関するトピックス、新入荷の図書など、センターの各種情報を掲載した広報紙を発行し、

情報を提供しました。（原稿はセンター直営で作成。） 

・データ配布先：市町村、県庁内、他都道府県、センター登録団体、ぐんま女性活躍大応援団、 

いきいきＧカンパニー事業所、ダイバーシティネットワーク加盟団体、県、市町村社協 他 

 

 

②  ホームページによる情報発信 

県ホームページにより講座等情報を発信しました。 

 

 

③ ＦＭぐんま、地域ＦＭ、市町村広報誌による情報発信 

ＦＭや市町村広報誌などの各種媒体により、当センターの情報等を発信しました。 

期 日 内 容 

随 時 

 

・不安を抱える女性への寄り添い相談支援事業： 

まえばし CITYFM、FMOZE、ラジオ高崎、9 市町村広報掲載 

・とらいあんぐるん相談（男性電話相談）：まえばし CITYFM、7 市町村広報掲載 

・とらいあんぐるん相談（女性電話相談）：6 市町村広報掲載 

 

 

④ ぐんま女性活躍大応援団及び推進員へメールによる情報発信 

ぐんま女性活躍大応援団（400）及び推進員設置事業所（712）等へ、講座等情報を発信しました。 
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⑤ 図書コーナー（購入／貸し出し／資料収集等） 

男女共同参画に係る資料（図書・行政資料・雑誌・映像資料等）を収集し、貸出しを行いました。 

蔵書数：３，２７２点（令和６年３月３１日集計） 

期 日 内 容 会 場 対 象 貸出し 

通 年 ・新着図書お知らせパネル掲示（随時） 

・特集「防災月間」（9 月） 

・特集「女性に対する暴力をなくす運動」

（11 月）期間中、ＤＶ等関連図書展示 

・特集「女性の健康週間」（3 月） 

ぐんま男女共同

参画センター 

図書コーナー 

一般県民 冊数：350 冊 

 

 

⑥ 企画展示（ぐんま男女共同参画センターホール） 

男女共同参画に関わる企画展示を実施しました。 

期 日 内 容 対 象 会 場 

随 時 ・「若年層の性暴力被害予防月間」（４月） 

・「防災月間」（9 月） 

・「女性に対する暴力をなくす運動」（11 月） 

・「防災とボランティア週間」（１月）  

・「女性の健康週間・国際女性デー」（３月） 

一般県民 ぐんま男女共同参画セ

ンター１階ホール 

 

 

（１１）調査・研究事業（ぐんま男女共同画センター） 

① 「男女共同参画データブック」の更新 

・意識の偏り、格差や差別の現状などの把握を目的に毎年作成しています。 

・群馬県の政策･方針決定過程への女性の参画や、就業分野における男女協働参画など、９つの分野にお

ける統計データを男女共同参画の視点から収集しています。 

・県ＨＰやセンター図書コーナーへ配架し、一般県民の方に周知しました。 

 

 

（１２）相談事業（ぐんま男女共同参画センター）   

① とらいあんぐるん相談室  

種 類 内 容 日 時 相談件数 

女性のための男

女共同参画相談

事業 

女性が生活の中で抱える不安や悩み（家族間の役割

や協力関係、女性の自立や能力発揮、性差に関する

悩み等）について、女性相談員が電話により対応し

ました。 

火・水・金・日 

9-12 時、13-16 時 

802 件 

男性のための男

女共同参画相談

事業 

「男らしさ」により、職場がつらい、配偶者や家族と

うまくいかない、心身の不調、生き方や働き方の迷い

に関する悩みなど、男性の相談を男性相談員が電話に

より対応しました。 

第 2・4 日曜日 

13-16 時 

94 件 

 

 

② 不安を抱える女性へのつながりサポート相談支援事業（ぐんま・ほほえみネット） 

コロナ禍における困難な状況にある女性に対し、心身をケアし、経済的不安を解消するとともに、相談

をきっかけに最適な支援機関につなぎ、問題の解決に導くことを目的に相談事業を実施しました。 

期 間 内 容 対 象 相談件数 

令和 5 年 4 月 1

日 

～令和 6 年 3 月

31 日 

・3 つの NPO 法人等に委託（中北毛、東毛、西毛） 

・電話やＳＮＳ相談、アウトリーチ、同行支援 

・生理用品の配布をきっかけに相談を聞く 

生活上の様々な不安

を抱える女性 

 

1477 件 
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（１３）施設管理運営 （ぐんま男女共同画センター） 

① ぐんま男女共同参画センター運営会議 

センターの円滑な運営を図るため、男女共同参画の有識者等を構成員とした会議を開催し、センターの

事業や運営等について情報提供を行い、意見交換を実施しました。 

開催日 内 容 会 場 

第１回 

令和5年9月11日 

センター概要／令和４年度事業実績／令和５年度事業

計画 

オンライン 

第２回 

令和6年3月19日 

令和５年度事業実施状況／令和６年度事業計画 書面開催 

 

② 貸室 

期 日 内 容 実 績 

通 年 男女共同参画社会の形成に向けた活動を行う団体等に

活動の場を提供 

利用状況（延べ） 

 811 団体 14,538 人 

 

③ 安心・安全な貸室 

期 日 内 容 実 績 

令和3年7月～ ジェンダー平等の観点から女子トイレに生理用品を設

置し、女性の経済的・精神的負担の軽減を図る 

1、3、4階女子トイレ設置 

通 年 新型コロナウイルス感染拡大防止への対応 センターの貸室ガイドラインに

基づき、館内の除菌作業や自動

体温計付消毒機を設置 
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２ 第５次群馬県男女共同参画基本計画の数値目標達成状況

年度 数値 年度 数値 年度 数値

① 生活こども課 R2 38.1% R6 42.2% Ｂ（前進） R7 45.0%

② 労働政策課 H29 16.1% R4 10.7% Ｄ（後退） R7
33%

（3人に1人）

① 生活こども課 R1 25.4% R6 ー その他 R7 35.0%

② 労働政策課 H29 69.8% R4 74.0% Ｂ（前進） R6 74.8%

① 生活こども課 R2 0.8% R5 1.0% Ｃ（横ばい） R7 4.0%以上

② 農業構造政策課 R1 307人 R5 334 Ｂ（前進） R7 430人

① 生活こども課 R2 7か所 R6 9か所 Ｂ（前進） R7 12か所

② 生活こども課 R1 17市町村 R6 26市町村 Ａ（目標達成） R5 24市町村

③ 生活こども課 R1 37.2% R5 37.2% その他 R7 20.0%

① 障害政策課 R1 111件 R5 120件 Ｂ（前進） R8 140件

② 生活こども課 R1 511人 R5 1380人 Ｂ（前進） R7 累計2800人

① 健康⾧寿社会づくり推進課 H29 51.5% R4 55.9% Ｂ（前進） R4 70.0%以上

乳がん 健康⾧寿社会づくり推進課 R1 48.3% R4 47.9% Ｄ（後退） R4 50.0%

子宮がん 健康⾧寿社会づくり推進課 R1 44.7% R4 42.5% Ｄ（後退） R4 50.0%

胃がん 健康⾧寿社会づくり推進課 R1 43.7% R4 42.6% Ｄ（後退） R4 50.0%

肺がん 健康⾧寿社会づくり推進課 R1 57.9% R4 55.7% Ａ（目標達成） R4 50.0%

大腸がん 健康⾧寿社会づくり推進課 R1 45.8% R4 46.3% Ｂ（前進） R4 50.0%

① 生活こども課 R1 60人 R5 2107人 Ｃ（横ばい） R7 累計10,000人

① 生活こども課 R1 17.4% R6 ー その他 R7 35.0%

② 生活こども課 R1 67.1% R6 ー その他 R7 75.0%

① こども・子育て支援課 H29 160か所 R5 174か所 Ｂ（前進） R5 202か所

② こども・子育て支援課 H29 82か所 R5 127か所 Ａ（目標達成） R6 116か所

③ 健康福祉課 H30 161か所 R5 228か所 Ａ（目標達成） R5 187か所

① 生活こども課 R1 23.0% R6 ー その他 R7 55.0%

② 義務教育課 H29

小 97%

中 99%

高 68%

特 80%

R5

小100％

中100％

高100％

特100％

Ａ（目標達成） R5 すべて100%

ぐんま男女共同参画センターの認知度

教職員向けの人権研修に取り組んだ学校の割合

特定健康診査の実施率

男女の地位の平等感（社会全体）

基本目標１ 政策・方針決定過程への女性の参画拡大

基本目標２ 働き方等における男女共同参画の推進と仕事と生活の調和

基本目標３ 地域における男女共同参画の推進

基本目標４ 女性等に対するあらゆる暴力の根絶

基本目標５ 生活上の困難に対する支援と多様性を尊重する環境の整備

基本目標６ 生涯にわたる健康づくりへの支援

基本目標７ 防災分野における男女共同参画の推進

基本目標８ 固定的な性別役割分担意識の解消

基本目標９ 安心して子育てや介護ができる社会システムの整備

基本目標１０ あらゆる場を通じた教育・学習の充実

男女共同参画の視点からの防災等に関する講座等参加者数

（市町村含む県全体）

｢男は仕事、女は家庭｣という考え方に賛同しない県民の割合

成果目標項目 担当課
最新値 目標値(R7)

評価
基準値

一時預かり事業（幼稚園型を除く）の実施か所数

病児保育事業の実施か所数

２４時間体制をとっている訪問看護ステーション数

ＤＶ等の被害者支援相談窓口を「いずれも知らない」人の割合

人にやさしい福祉のまちづくり条例に基づく適合証交付数

性的少数者等に関する理解を深めるためのセミナー等参加者数（市

町村含む県全体）

県の審議会等への女性の参画率

管理職に占める女性の割合

夫婦が同じくらい育児を分担する家庭の割合

② がん検診受診率

生産年齢人口（１５～６４歳）に占める女性の有業率

自治会⾧に占める女性の割合

女性認定農業者数（女性単独＋夫婦・親子等）

配偶者暴力相談支援センター数

市町村ＤＶ対策基本計画策定数

Ａ（目標達成）：実績(最新値)が目標を上回っている

Ｂ（前進） ：基準値（策定時）よりも実績（最新値）が良くなっている

Ｃ（横ばい） ：基準値（策定時）と実績（最新値）が同等である

Ｄ（後退） ：基準値（策定時）よりも実績（最新値）が悪くなっている
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３ 第５次群馬県男女共同参画基本計画の参考指標の現況

年度 数値 年度 数値

① 県職員（教職員除く）の管理職に占める女性の割合

人事課

教育委員会総務課

警務課

R1 10.2% R6 18.3%

② 公立学校の教頭以上に占める女性の割合（小学校） 学校人事課 R2 27.4% R6 34.1%

③ 公立学校の教頭以上に占める女性の割合（中学校） 学校人事課 R2 5.5% R6 12.3%

④ 公立学校の教頭以上に占める女性の割合（県立学校） 学校人事課 R2 15.0% R6 23.6%

① 県職員（知事部局）の男性の育児休業等の取得率 人事課 R1 17.6% R5 77.3%

② 女性の正規職員・従業員の割合 労働政策課 H29 40.8% R4 44.5%

③ セクシュアル・ハラスメントの相談件数 労働政策課 R1 156件 R4 111件

④ 男女共同参画推進員の設置 生活こども課 R1 625事業所 R5 712事業所

① ぐんま男女共同参画センター登録団体施設利用数 生活こども課 R1 159回 R5 811回

② 県内建設業女性技術者・技能者数 建設企画課 R1 194人 R5 262人

③ 農村生活アドバイザー数 農業構造政策課 R1 132人 R6 106人

① ＤＶ被害相談件数 生活こども課 R1 2,694件 R5 3,669件

② 性暴力被害者支援センター相談件数 生活こども課 R1 419件 R5 1,405件

① ひとり親家庭子育て支援事業 児童福祉課 R1 5,127件 R5 5,627件

② ぐんま外国人総合相談ワンストップセンター相談件数 ぐんま暮らし・外国人活躍推進課 R1 732件 R5 1,207件

① 性・命・エイズ講演会開催率（小学校） 健康体育課 R1 76.2% R7.2月末 ー

② 性・命・エイズ講演会開催率（中学校） 健康体育課 R1 81.2% R7.2月末 ー

③ 性・命・エイズ講演会開催率（高等学校） 健康体育課 R1 95.0% R7.2月末 ー

① 県内の女性消防団員数 消防保安課 R1 151人 R6 198人

② 県内の女性消防吏員数 消防保安課 R1 77人 R6 102人

③ 女性のいない市町村防災会議の割合 生活こども課 R1 22.9% R5 15.1%

① 男女共同参画基本計画策定市町村数 生活こども課 R1 15市町村 R5 30市町村

② ｢男女共同参画社会｣の認知度 生活こども課 R1 47.5% R6 ー

① 放課後児童クラブ（学童保育）待機児童数 こども・子育て支援課 R1 67人 R5 7人

② ファミリーサポートセンター延利用者数 こども・子育て支援課 R1 23,057人 R5 26,901人

① ぐんま男女共同参画センター主催講座参加者数 生活こども課 R1 798人 R5 139人

基本目標９ 安心して子育てや介護ができる社会システムの整備

基本目標１０ あらゆる場を通じた教育・学習の充実

基本目標７ 防災分野における男女共同参画の推進

基本目標８ 固定的な性別役割分担意識の解消

基本目標５ 生活上の困難に対する支援と多様性を尊重する環境の整備

基本目標６ 生涯にわたる健康づくりへの支援

基本目標３ 地域における男女共同参画の推進

基本目標４ 女性等に対するあらゆる暴力の根絶

基本目標１ 政策・方針決定過程への女性の参画拡大

基本目標２ 働き方等における男女共同参画の推進と仕事と生活の調和

成果目標項目 担当課
計画策定時 最新値
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１

(1)

部局名 課名 事業名
当初予算額

(千円)
決算額
（千円）

実施
区分

事業内容

総務部 総務課
附属機関の設置及び
運営指針の運用

0 0 継続 審議会等への女性委員の登用に取り組んだ。（４５％以上を目指す）

総務部 人事課
女性管理職の登用促
進

0 0 継続
性別にかかわらず、人物本位の人事管理を行うとともに、将来の女性幹部登用に向けて
計画的な人材育成を進めた。

総務部 人事課
女性職員の能力発揮
促進のための指針の
運用

0 0 継続
「群馬県人材育成基本方針」に基づき、女性職員が多様な経験を積み、幅広く活躍できる
ための人事配置をするなど、能力発揮促進のための取組を推進した。

総務部 人事課
「群馬県職員の女性活
躍推進・子育て応援プ
ラン」

0 0 継続
県職員の女性活躍の推進を図るため、「群馬県職員の女性活躍推進・子育て応援プラン」
に基づき、女性職員の採用拡大や職域の拡大、計画的育成、キャリア形成支援、ワーク・
ライフ・バランスの推進、働き方改革などの取組を推進した。

生活こども部 生活こども課
県各種審議会等への
女性委員参画状況調
査

0 0 継続
各種審議会への女性委員の参画状況を把握するため、県が設置しているすべての審議
会等を対象に調査を実施した。（調査時点　4月１日）

警察本部 警務部警務課
群馬県警察男女共同
参画推進計画の推進

0 0 継続
令和８年４月１日までに、警察官総数に占める女性警察官の割合を１２％以上にするなど
女性職員の採用・登用の拡大を始め、休暇取得の促進、超過勤務の縮減等働き方改革
や職員が仕事と子育て、介護等を両立して活躍できるための環境整備等を推進した。

産業経済部 労働政策課 働く女性応援 2,051 2,035 継続
管理職を目指す女性を対象にキャリアアップに向けた不安解消や意欲の向上、既に管理
職として働いている方を対象に女性の活躍推進を意識づけを図るワークショップを開催し
た。

(2)

部局名 課名 事業名
当初予算額

(千円)
決算額
（千円）

実施
区分

事業内容

総務部 人事課
「群馬県職員の女性活
躍推進・子育て応援プ
ラン」（再掲）

0 0 継続
県職員の女性活躍の推進を図るため、「群馬県職員の女性活躍推進プラン」に基づき、女
性職員の採用拡大や職域の拡大、計画的育成、キャリア形成支援、ワーク・ライフ・バラン
スの推進などの取組を推進した。

生活こども部 生活こども課
女性人材データバンク
の設置

0 0 継続
県内の女性有識者の情報を収集した「群馬県女性人材データバンク」を設置・管理し、各
種審議会等への女性の参画を促進した。

生活こども部 生活こども課

群馬県男女共同参画
社会づくり功労者表彰
及びぐんま輝く女性表
彰

106 45 継続
男女共同参画の推進に積極的に取り組んでいる個人、女性の活躍推進として顕著な活
動を行い、女性にとっての身近なモデルとして活躍が見込まれる団体・個人、それらを支
援する団体・個人の表彰と、その審査を実施した。

生活こども部
ぐんま男女共同参画セ
ンター

とらいあんぐるんサロン
（女性の交流・ネット
ワーク構築）

60 12 継続
様々な分野でキャリアアップをめざす女性によるネットワークを構築し、情報交換等による
女性の交流・キャリア形成を支援した。

生活こども部
ぐんま男女共同参画セ
ンター

大学生サマープログラ
ム

226 56 継続
様々な分野における女性の参画等を拡大するために、県内大学生を対象に人材育成を
支援した。

２

(1)

部局名 課名 事業名
当初予算額

(千円)
決算額
（千円）

実施
区分

事業内容

総務部 人事課
「群馬県職員の女性活
躍推進・子育て応援プ
ラン」（再掲）

0 0 継続
県職員の女性活躍の推進を図るため、「群馬県職員の女性活躍推進・子育て応援プラン」
に基づき、女性職員の採用拡大や職域の拡大、計画的育成、キャリア形成支援、ワーク・
ライフ・バランスの推進、働き方改革などの取組を推進した。

生活こども部 生活こども課
事業所における男女共
同参画推進員の設置

29 0 継続
男女共同参画推進条例の規定に基づき、事業所に対して職場の男女共同参画を中心と
なって進める推進員の設置を依頼し、情報提供、研修、講演会等により推進員の取組を
支援した。

生活こども部
ぐんま男女共同参画セ
ンター

とらいあんぐるん相談
室

5,673 5,503 継続
女性及び男性が生活の中で抱える不安や悩みについて、専門の相談員が電話による相
談を実施した。

健康福祉部 医務課
病院内保育所運営費
補助事業

110,896 66,860 継続 医療従事者のために保育施設を運営する病院等設置者に対して補助金を交付した。

健康福祉部 医務課 ナースセンター事業 23,689 23,689 継続
看護師等についての無料職業紹介や再就業を希望する者に対する復職支援研修等を実
施するとともに、仕事に関する悩みを受け付ける電話相談を開設した。

４　令和５年度男女共同参画施策事業一覧
「＊」は、予算額、決算額で男女共同参画に関する金額を分離することが困難である場合

政策・方針決定過程への女性の参画拡大

各分野における指導的地位に占める女性の割合の増加

女性の人材育成と参画拡大に向けた情報提供

働き方等における男女共同参画の推進と仕事と生活の調和

ワーク・ライフ・バランスの実現（男性の育児休業取得促進、時間外労働短縮等）
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健康福祉部 医務課
群馬県医療勤務環境
改善支援センター

1,861 0（零） 継続
勤務環境改善に取り組む医療機関に対して、専門のアドバイザーが個々の実情を踏まえ
た専門的・総合的な支援を行った。

健康福祉部 医務課
女性医師等就労支援
事業補助

15,000 13,664 継続
女性医師等の子育て支援のため、県医師会が行う保育サポーターバンクの運営事業に
対して補助した。

健康福祉部
健康長寿社会づくり推
進課

ぐんま食育応援企業登
録制度

72 23 継続
県内の食育推進を応援する企業等を募集し、登録する。登録企業には、従業員やその家
族に対する食育の取組実施とともに、県民や食育団体、行政等が行う食育活動に協力し
てもらった。

産業経済部 労働政策課
ぐんまのイクボス養成
塾

0 0 変更 働き方取組推進事業内で実施

産業経済部 労働政策課
群馬県いきいきGカン
パニー認証制度

446 32 継続

育児休業制度に加え、介護休業制度の定着・充実・利用促進や職場における女性の活躍
推進、従業員の家庭教育等ワーク・ライフ・バランスの推進に積極的に取り組んでいる企
業を認証することにより、企業の取組を後押しし、男女とも働きやすい職場環境づくりを推
進した。

産業経済部 労働政策課
働き方改革アドバイ
ザー認定

0 0 変更 働き方取組推進事業内で実施

産業経済部 労働政策課 働き方改革取組促進 0 0 変更 働き方取組推進事業内で実施

産業経済部 労働政策課
多様な働き方の普及・
啓発

0 0 変更 働き方取組推進事業内で実施

産業経済部 労働政策課
育児等との両立に配慮
した離職者向け訓練

＊ ＊ 継続 育児等両立支援のため、短時間のコースで離職者向け訓練を実施した。

産業経済部 地域企業支援課
創業者・再チャレンジ
支援資金（女性・若者・
シニア要件）

* 259,800 継続

女性の創業を支援するため「女性・若者・シニア要件」を創設し、保証協会又は認定経営
革新等支援機関から創業計画策定等の支援を受けた場合に信用保証料を０．２５％引き
下げた。
　・融資限度額　35,000千円
　・融資利率　　1.5%以内
　・融資期間　　運転資金5年以内（据置1年以内）  設備資金7年以内（据置1年以内）
　　　　　　　　 　運転設備資金7年以内（据置1年以内）

産業経済部 労働政策課 働き方改革推進 1,664 1,617 継続

　ぐんまのイクボス養成塾、働き方改革アドバイザー認定、働き方改革取組促進事業を一
括して、働き方改革推進事業として実施。
・イクボス養成塾・・・企業のトップや管理職向けに、従業員の育児休業取得促進やワー
ク・ライフ・バランスの実現に向けた啓発セミナーを実施した。
・県内企業の人事労務担当者等を対象に、研修会を実施
・社会保険労務士や中小企業診断士等を対象に研修会を行い、修了者を「働き方改革ア
ドバイザー」に認定し、個々の企業における働きやすい職場環境づくりを後押しした。

(2)

部局名 課名 事業名
当初予算額

(千円)
決算額
（千円）

実施
区分

事業内容

総務部 人事課
「群馬県職員の女性活
躍推進・子育て応援プ
ラン」（再掲）

0 0 継続
県職員の女性活躍の推進を図るため、「群馬県職員の女性活躍推進・子育て応援プラン」
に基づき、女性職員の採用拡大や職域の拡大、計画的育成、キャリア形成支援、ワーク・
ライフ・バランスの推進、働き方改革などの取組を推進した。

生活こども部 生活こども課
事業所における男女共
同参画推進員の設置
（再掲)

29 0 継続
男女共同参画推進条例の規定に基づき、事業所に対して職場の男女共同参画を中心と
なって進める推進員の設置を依頼し、情報提供、研修、講演会等により推進員の取組を
支援した。

健康福祉部
健康長寿社会づくり推
進課

ぐんま食育応援企業登
録制度

72 23 継続
県内の食育推進を応援する企業等を募集し、登録する。登録企業には、従業員やその家
族に対する食育の取組実施とともに、県民や食育団体、行政等が行う食育活動に協力し
てもらった。

産業経済部 労働政策課
ぐんまのイクボス養成
塾（再掲）

0 0 変更 働き方取組推進事業内で実施

産業経済部 労働政策課
群馬県いきいきGカン
パニー認証制度（再
掲）

446 32 継続

育児休業制度に加え、介護休業制度の定着・充実・利用促進や職場における女性の活躍
推進、従業員の家庭教育等ワーク・ライフ・バランスの推進に積極的に取り組んでいる企
業を認証することにより、企業の取組を後押しし、男女とも働きやすい職場環境づくりを推
進した。

産業経済部 労働政策課
働き方改革アドバイ
ザー認定（再掲）

0 0 変更 働き方取組推進事業内で実施

産業経済部 労働政策課
働き方改革取組促進
（再掲）

0 0 変更 働き方取組推進事業内で実施

産業経済部 労働政策課
多様な働き方の普及・
啓発

0 0 変更 働き方取組推進事業内で実施

産業経済部 労働政策課 働き方改革推進 1,664 1,617 継続

　ぐんまのイクボス養成塾、働き方改革アドバイザー認定、働き方改革取組促進事業を一
括して、働き方改革推進事業として実施。
・イクボス養成塾・・・企業のトップや管理職向けに、従業員の育児休業取得促進やワー
ク・ライフ・バランスの実現に向けた啓発セミナーを実施した。
・県内企業の人事労務担当者等を対象に、研修会を実施
・社会保険労務士や中小企業診断士等を対象に研修会を行い、修了者を「働き方改革ア
ドバイザー」に認定し、個々の企業における働きやすい職場環境づくりを後押しした。

多様で柔軟な働き方の実現（テレワーク、オンラインの活用等）
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(3)

部局名 課名 事業名
当初予算額

(千円)
決算額
（千円）

実施
区分

事業内容

産業経済部 労働政策課 女性の就職応援 5,034 5,028 変更
就職等を希望する女性が将来を見据えて就職出来るよう、また、就職後のギャップが生じ
ないよう女性を対象とした就職支援（職場見学・インターンシップ・セミナー・就職相談）を
実施した。

健康福祉部 医務課
病院内保育所運営費
補助事業

110,896 66,860 継続 医療従事者のために保育施設を運営する病院等設置者に対して補助金を交付した。

健康福祉部 医務課 ナースセンター事業 23,689 23,689 継続
看護師等についての無料職業紹介や再就業を希望する者に対する復職支援研修等を実
施するとともに、仕事に関する悩みを受け付ける電話相談を開設した。

健康福祉部 医務課
女性医師等就労支援
事業補助

15,000 13,664 継続
女性医師等の子育て支援のため、県医師会が行う保育サポーターバンクの運営事業に
対して補助した。

産業経済部 労働政策課
育児等との両立に配慮
した離職者向け訓練

* * 継続
育児等両立支援のため、短時間コース、託児サービス付きコースを設定し、離職者向け
訓練を実施した。

産業経済部 地域企業支援課
創業者・再チャレンジ
支援資金（女性・若者・
シニア要件）(再掲）

* 259,800 継続

女性の創業を支援するため「女性・若者・シニア要件」を創設し、保証協会又は認定経営
革新等支援機関から創業計画策定等の支援を受けた場合に信用保証料を０．２５％引き
下げた。
　・融資限度額　35,000千円
　・融資利率　　1.5%以内
　・融資期間　　運転資金5年以内（据置1年以内）  設備資金7年以内（据置1年以内）
　　　　　　　　 　運転設備資金7年以内（据置1年以内）

産業経済部
未来投資・デジタル産
業課

女性創業者創出ミー
ティング

43 35 継続
関係機関（男女共同参画センター、日本政策金融公庫）と調整し、女性起業家の体験談
のほか、参加者同士によるグループワーク、交流会を行った。

産業経済部 労働政策課
IT人材育成×女性就
労支援　MAITSURUプ
ロジェクト

22,000 20,617 継続
デジタル産業への就労を前提に、正規就労だけでなく、多様な働き方が可能な環境を提
供するため、出産や子育て等で離職している女性に対して、ITスキルの取得と就労を支援
した。

３

(1)

部局名 課名 事業名
当初予算額

(千円)
決算額
（千円）

実施
区分

事業内容

農政部 農業構造政策課
農業農村リーダー等活
動促進

637 590 継続
　女性農業者の主体的な社会参画を促進するため、活動に意欲的な女性農業者を農村
生活アドバイザーとして認定した。また、農業農村リーダーを対象に、地域課題に関する
研修会等を開催し、その資質向上を図った。

農政部 農業構造政策課 女性農業者活動支援 1,108 1,097 継続
　農業・農村における男女共同参画を推進するため、「ぐんま農業・農村男女共同参画行
動計画（Ｒ３～７年度）」に基づき、女性農業者が能力を活かせる環境づくりや経営・社会
参画活動を支援した。

農政部 農業構造政策課 農業経営力向上事業 60,000 47,137 継続
認定農業者や認定新規就農者等の担い手農家の経営基盤の強化を支援するため、農業
用機械・施設等の設備投資に対して補助金を交付した。

(2)

部局名 課名 事業名
当初予算額

(千円)
決算額
（千円）

実施
区分

事業内容

生活こども部
ぐんま男女共同参画セ
ンター

理工系チャレンジ支援
セミナー

34 31 継続
理工系分野への女性の進出を啓発するため、女子高校生を対象とするセミナーや保護者
向けの講演会を開催した。

産業経済部 労働政策課
産業技術専門校への
女性の入校促進

＊ ＊ 継続
女性のものづくり産業への進出を促進するために、産業技術専門校のパンフレットやオー
プンキャンパスの内容を女性にも親しみやすいものとし、ものづくりの魅力や技能・技術の
面白さの普及・啓発を図った。

県土整備部 建設企画課
女性及び若手建設技
術者の働く環境整備事
業

385 385 継続
若手・女性が働きやすい職場環境の整備に向けて理解を深めてもらうためのセミナーを
開催した。

環境森林部 林業振興課
きのこ流通消費拡大
（きのこ女性ネットワー
ク）

150 4 継続
きのこ産業に女性の参加を推進するため、きのこ振興協議会と連携して女性目線による
新たな発想で県産きのこの生産・流通・販売戦略を展開するとともに情報発信を行う。

(３)

部局名 課名 事業名
当初予算額

(千円)
決算額
（千円）

実施
区分

事業内容

地域創生部 地域創生課
地域づくりネットワーク
推進

2,635 2,581 継続
地域づくり団体と県、市町村で構成される「群馬県地域づくり協議会」の運営を通して、多
様な主体相互の交流と連携を促進し、地域の魅力を活かした地域づくりを支援した。

生活こども部 県民活動支援・広聴課
官民共創基盤強化【一
部新規】

15,905 14,926 新規
「官民共創コミュニティの育成」に向け、市民活動相談窓口の充実や様々な主体による協
働を推進する。

生活こども部
ぐんま男女共同参画セ
ンター

ぐんま男女共同参画セ
ンターの運営

32,064 31,099 継続
県における男女共同参画推進の活動拠点として、ぐんま男女共同参画センターの管理運
営を行った。

生活こども部
ぐんま男女共同参画セ
ンター

ぐんま男女共同参画セ
ンター登録団体活動支
援

0 0 継続
男女共同参画に資する活動を行う団体を登録。当センター研修室の優先予約や使用料
半額、男女共同参画に関する情報提供など、その活動を支援した。

魅力的な地域づくりと地域活動における男女共同参画推進

土木・林業・科学技術分野における女性の参画拡大

再就職や就業継続、起業等に向けた支援

地域における男女共同参画の推進

農業分野における男女共同参画の推進
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(１) 配偶者等からの暴力の防止と被害者支援

部局名 課名 事業名
当初予算額

(千円)
決算額
（千円）

実施
区分

事業内容

生活こども部 生活こども課
ＤＶ防止啓発広報・啓
発活動

907 529 継続 ＤＶ啓発リーフレット、啓発カード、若年者向け啓発リーフレットを作成・配布した。

生活こども部 生活こども課
中学・高校・大学等へ
のＤＶ防止啓発講師派
遣事業

540 176 継続
若年者がＤＶに対し、正しい知識と理解を深めるため、中学・高校・大学・企業等へ講師を
派遣し、デートＤＶ防止講座を開催した。

生活こども部 生活こども課
女性に対する暴力をな
くす運動

0 0 継続
県HPによる広報活動の他、啓発ポスター・リーフレットの掲示や配布、また、県庁舎内に
おけるDV防止啓発デジタルサイネージ、ライトアップ等により県民に周知し、理解を深め
た。

生活こども部 生活こども課
第４次ぐんまＤＶ対策
推進計画の推進

0 0 継続
第４次ぐんまＤＶ対策推進計画（H31～R5）の重点施策の目標達成のため積極的な推進
を図った。

生活こども部 生活こども課
女性相談所・女性相談
センターの運営

52,244 49,792 継続
女性相談所において、女性の様々な悩みの相談を受けるとともに、関係機関と連携しな
がらＤＶ被害者等の自立のための支援を行った。

生活こども部 生活こども課 一時保護施設の運営 7,292 9,469 継続
ＤＶ被害者等について、緊急に保護を要するものについて一時保護を行い、婦人保護施
設又は関係機関への入所までの期間、必要な生活指導や自立支援を行った。

生活こども部 生活こども課 三山寮の運営 4,249 4,000 継続
問題解決に長期間を要する者を一時保護所から受け入れ、生活指導、就労指導、住居の
確保、情報提供、関係機関との連絡調整等の支援を行い、入寮者の早期の自立を図っ
た。

生活こども部 生活こども課
女性に対する暴力被害
者支援機関ネットワー
ク

0 0 継続 暴力被害者支援関係機関の相互協力と連携を推進した。

生活こども部 生活こども課
ＤＶ被害者等シェル
ター設置運営事業

1,900 1,550 継続 ＤＶ被害者の緊急避難所（シェルター）を運営する民間団体に運営費の補助を行った。

生活こども部 生活こども課
ＤＶ被害者等地域生活
定着支援事業

1,941 1,914 継続
民間支援団体に地域生活定着支援員を配置し、一時保護所等退所後のＤＶ被害者が、
地域生活に定着するための支援を実施した。

生活こども部 生活こども課
DV被害者等セーフティ
ネット強化支援事業

3,785 3,581 継続
民間シェルター等の先進的な取組を促進することにより、地域における官民が連携した
DV被害者等支援の充実及び多様なニーズに応じた支援の枠組みを構築した。

県土整備部 住宅政策課 県営住宅優先入居 0 0 継続 入居の際の抽選時に一般の応募者より当選確率を高めた。

警察本部
生活安全部子供・女性
安全対策課

子どもや女性を性犯罪
等の被害から守るため
の対策(4-(2)、(3)再掲)

30 12 継続
声掛け・つきまとい、公然わいせつ等性犯罪等の前兆とみられる事案等発生時に、情報
の収集・分析、犯行が予測される現場周辺での警戒活動、検挙、指導、警告等により、重
大事件を未然に防止する先制・予防的活動を推進した。

警察本部
生活安全部人身安全
対策課

配偶者からの暴力事
案に対する指導・取締
り及び被害者の保護対
策(４-(2)再掲)

21 0 継続
被害者の意向を踏まえつつ、各種法令を積極的に適用して加害者の検挙に努めるほか、
配偶者暴力防止法に基づく保護命令、援助措置等に適切に対応するとともに、関係機関
との情報共有を図り、被害者の保護対策を推進した。

(２) DVに関する各種施策と児童虐待防止施策との連携

部局名 課名 事業名
当初予算額

(千円)
決算額
（千円）

実施
区分

事業内容

生活こども部 生活こども課
女性に対する暴力をな
くす運動

0 0 継続
県HPによる広報活動の他、啓発ポスター・リーフレットの掲示や配布、また、県庁舎内に
おけるDV防止啓発デジタルサイネージ、ライトアップ等により県民に周知し、理解を深め
た。

生活こども部 生活こども課
第４次ぐんまＤＶ対策
推進計画の推進

0 0 継続
第４次ぐんまＤＶ対策推進計画（H31～R5）の重点施策の目標達成のため積極的な推進
を図った。

健康福祉部 障害政策課
障害者虐待防止対策
支援事業

4,465 4,200 継続
県障害者権利擁護センターを設置し、虐待相談の受付、関係機関とのネットワーク会議の
開催、障害福祉サービス事業所等への指導員派遣（出前講座）、広報・啓発、市町村への
専門職チームの派遣、虐待防止・権利擁護研修等を実施した。

生活こども部 生活こども課
女性相談所・女性相談
センターの運営

52,244 49,792 継続
女性相談所において、女性の様々な悩みの相談を受けるとともに、関係機関と連携しな
がらＤＶ被害者等の自立のための支援を行った。

生活こども部 生活こども課 一時保護施設の運営 7,292 9,469 継続
ＤＶ被害者等について、緊急に保護を要するものについて一時保護を行い、婦人保護施
設又は関係機関への入所までの期間、必要な生活指導や自立支援を行った。

生活こども部 生活こども課 三山寮の運営 4,249 4,000 継続
問題解決に長期間を要する者を一時保護所から受け入れ、生活指導、就労指導、住居の
確保、情報提供、関係機関との連絡調整等の支援を行い、入寮者の早期の自立を図っ
た。

生活こども部 生活こども課
女性に対する暴力被害
者支援機関ネットワー
ク

0 0 継続 暴力被害者支援関係機関の相互協力と連携を推進した。

生活こども部 生活こども課
ＤＶ被害者等総合支援
事業

1,900 1,550 継続 ＤＶ被害者の緊急避難所（シェルター）を運営する民間団体に運営費の補助を行った。

　　４　女性等に対するあらゆる暴力の根絶

15



生活こども部 生活こども課
ＤＶ被害者等地域生活
定着支援事業

1,941 1,914 継続
民間支援団体に委託し、一時保護所等退所後のＤＶ被害者等が地域生活に定着するた
めの支援を実施した。

生活こども部 生活こども課
DV被害者等セーフティ
ネット強化支援事業

3,785 3,581 継続
民間シェルター等の先進的な取組を促進することにより、地域における官民が連携した
DV被害者等支援の充実及び多様なニーズに応じた支援の枠組みを構築した。

生活こども部 児童福祉・青少年課 児童相談活動 81,562 76,668 継続
児童相談所で子どもに関するあらゆる相談に応じるとともに、必要な支援を行い、児童虐
待の防止等、児童福祉の向上を推進した。

生活こども部 児童福祉・青少年課
児童虐待防止対策の
推進

97,734 96,431 継続
虐待防止のための人材育成を図るとともに、児童虐待の予防、早期発見・早期対応、保
護・支援から再発防止、自立支援に至るまで、一貫した虐待防止対策を推進した。

生活こども部 児童福祉・青少年課 社会的養護の推進 3,505,667 3,587,241 継続
里親委託や施設のケア単位の小規模化を推進し、虐待等により社会的養護を必要とする
児童が家庭的な養育環境の中で生活できるようにした。

教育委員会 義務教育課
児童虐待防止に関する
教職員研修の推進

0 0 継続
小中学校人権教育推進協議会において児童虐待防止に関する研修を実施する。
※人権教育推進協議会の予算で対応

警察本部
生活安全部人身安全
対策課

配偶者からの暴力事
案に対する指導・取締
り及び被害者の保護対
策(再掲)

21 0 継続
被害者の意向を踏まえつつ、各種法令を積極的に適用して加害者の検挙に努めるほか、
配偶者暴力防止法に基づく保護命令、援助措置等に適切に対応するとともに、関係機関
との情報共有を図り、被害者の保護対策を推進した。

警察本部
生活安全部子供・女性
安全対策課

子どもや女性を性犯罪
等の被害から守るため
の対策(再掲)

30 12 継続
声掛け・つきまとい、公然わいせつ等性犯罪等の前兆とみられる事案等発生時に、情報
の収集・分析、犯行が予測される現場周辺での警戒活動、検挙、指導、警告等により、重
大事件を未然に防止する先制・予防的活動を推進した。

警察本部
生活安全部子供・女性
安全対策課

児童虐待ゼロ！プロ
ジェクトの推進

61 96 継続
「事件対処」、児童相談所等との「関係機関との連携」及び「被害の見逃し防止」を３本柱と
した「児童虐待ゼロ！プロジェクト」により、児童虐待の早期発見による未然防止の取組を
強化した。

(3)

部局名 課名 事業名
当初予算額

(千円)
決算額
（千円）

実施
区分

事業内容

生活こども部 消費生活課
女性向け防犯意識向
上対策

286 276 継続
女性が被害者となるわいせつ事案等の悪質な犯罪が発生する中、女性（主に女子中高
生・大学生）の防犯意識の向上を図るため、啓発冊子を作成した。

生活こども部 生活こども課 犯罪被害者等支援 5,999 5,929 継続
犯罪被害者支援に係る相談支援員の設置、スーパーバイザー（臨床心理士等）招聘、県
民理解のための啓発活動を実施した。

生活こども部 生活こども課
性犯罪･性暴力被害者
ワンストップ支援セン
ター運営

26,245 26,000 継続
性犯罪･性暴力被害者の心身のサポートをワンストップで行う群馬県性暴力被害者サ
ポートセンターを運営した。

県土整備部 住宅政策課
県営住宅優先入居(再
掲)

0 0 継続 入居の際の抽選時に一般の応募者より当選確率を高めた。

警察本部 警務部広報広聴課
犯罪被害者支援のた
めの広報推進

*  515 ＊ 継続

性犯罪被害者等に対し、ポスターやリーフレット等により各種支援制度や相談窓口を紹介
するほか、講演会等を開催して、犯罪被害者等への配慮・協力への意識の涵養に努める
とともに、「社会全体で被害者を支え、被害者も加害者も出さない街づくり」に向けた気運
の醸成を図った。

警察本部
生活安全部人身安全
対策課

ストーカー行為に対す
る指導・取締り及び被
害者の保護対策

1,682 777 継続
被害者の意向を踏まえつつ、ストーカー規制法を始め、各種法令を積極的に適用して行
為者の検挙に努めるとともに、警告・援助等の行政措置によって被害の発生や拡大を防
止し、被害者の保護対策を推進した。

警察本部
生活安全部子供・女性
安全対策課

子どもや女性を性犯罪
等の被害から守るため
の対策(再掲)

30 12 継続
性犯罪発生状況及び性犯罪等の前兆となる声掛け事案等発生時の情報収集・分析やこ
れまでの教訓となる対応に基づき、被害防止に関する知識及び技能を体得させるため、
子供や女性を対象とした防犯講話や護身術指導教室等を積極的に開催した。

警察本部
生活安全部生活環境
課

人身取引事犯対策 0 0 継続
出入国在留管理局と連携し、悪質な経営者、仲介業者等の取締りを強化し、被害者の早
期保護及び事案の解明等人身取引事犯対策を推進した。

警察本部
生活安全部生活環境
課

AV出演被害問題対策 0 0 継続
AV出演被害に関し、各種法令を適用した取締り、ワンストップ支援センター（Saveぐんま）
と連携した相談体制の強化を図った。

生活こども部 生活こども課
ネットによる誹謗中傷
相談窓口

5,607 5,607 継続
インターネット上の誹謗中傷等の被害相談に対し、相談員が相談内容に応じて具体的な
対処方法等の助言を行うほか、必要に応じて法律相談や臨床心理士による専門相談に
繋げた。

性犯罪・性暴力、ストーカー事案、インターネット上の暴力等への対策の推進
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５

(1)

部局名 課名 事業名
当初予算額

(千円)
決算額
（千円）

実施
区分

事業内容

生活こども部 児童福祉・青少年課
ひとり親家庭子育て支
援事業

5,000 3,474 継続
仕事や病気等で一時的な支援が必要な場合に援助者を紹介するファミリーサポートセン
ターの利用料の一部を補助した。

生活こども部 児童福祉・青少年課
母子家庭等自立支援
給付金事業

25,906 20,974 継続
母子家庭の母等が就業に有利な知識・技能の習得又は資格取得を目指す場合に、給付
金を支給した。

健康福祉部 国保援護課
母（父）子家庭等医療
費補助

559,000 610,175 継続
母(父)子家庭の母(父)と子ども、父母のいない子どもが安心して必要な医療を受けられる
よう、経済的負担の軽減などを目的として、市町村が医療費の自己負担分を助成する事
業に対して補助した。

産業経済部 労働政策課
母子家庭の母等の職
業的自立促進

495,378 ＊ 継続 母子家庭の母等の職業的自立を促すため、職業訓練を実施した。

県土整備部 住宅政策課
県営住宅優先入居(再
掲)

0 0 継続 入居の際の抽選時に一般の応募者より当選確率を高めた。

県土整備部 住宅政策課 県営住宅家賃減免 0 0 継続 世帯の収入が基準額以下の場合は家賃を減免した。

(2)

部局名 課名 事業名
当初予算額

(千円)
決算額
（千円）

実施
区分

事業内容

地域創生部
ぐんま暮らし・外国人活
躍推進課

ぐんま外国人総合相談
ワンストップセンター運
営

20,845 19,735 継続
外国人県民が、在留手続き、雇用、医療、福祉、出産・子育て・子どもの教育等に係る相
談ごとが生じた場合に、適切な情報や相談場所に迅速に到達することができるよう、多言
語で相談に応じる「ぐんま外国人総合相談ワンストップセンター」を運営する。

地域創生部
ぐんま暮らし・外国人活
躍推進課

医療通訳ボランティア
養成・研修 事業

928 463 継続
言語の問題で医療サービスが十分に受けられない外国人県民を支援するため、医療通
訳ボランティアを養成・研修する。

地域創生部
ぐんま暮らし・外国人活
躍推進課

医療通訳派遣 700 692 継続
外国人県民が安心して医療機関を受診することができるよう、協定医療機関等からの要
請により、県登録の医療通訳ボランティアを派遣する。

地域創生部
ぐんま暮らし・外国人活
躍推進課

災害時外国人支援 404 224 継続
災害時において、要配慮者となる可能性の高い外国人住民に対し、より一層配慮した対
応ができるようにするため、①災害時外国人支援ボランティア養成講座、②外国人住民対
象の防災訓練を実施する。

地域創生部
ぐんま暮らし・外国人活
躍推進課

ぐんまで日本語プロ
ジェクト

4,302 3,473 継続
外国人県民に対する日本語教育の体制を整備するため、有識者会議における方向性の
検討や、日本語教室で活動するボランティアの養成やスキルアップ研修等を行う。

地域創生部
ぐんま暮らし・外国人活
躍推進課

「やさしい日本語」普及 412 299 継続
外国人が内容を把握、理解しやすい「やさしい日本語（あいまいな表現を避け、難しい言
葉を言い換えたもの）」を普及するため、一般県民向け・大学医学部生向け・企業団体向
け研修等を開催する。

健康福祉部
 健康福祉課
地域福祉課

児童・生徒向け動画の
作成

293 0 継続
 将来の介護を担う小・中・高校学生を対象に、介護に関する理解を深めるため、動画を作
 成し発信する。群馬県福祉マンパワーセンターが、中学生向け福祉の仕事啓発動画を作
成し、県内の中学校に配布した。

健康福祉部
 健康福祉課
地域福祉課

介護知識･技術普及啓
発

3,508 3,453 継続 介護に関する研修を実施し、高齢者介護に関する知識・技術の普及を図った。

健康福祉部 介護高齢課
高齢者の生きがいと健
康づくり支援

28,718 26,882 継続
単位老人クラブ及び市町村老人クラブ連合会の自主活動の促進と健全な育成を図るた
め、市町村が交付する助成額に対し補助を行う。

健康福祉部 介護高齢課
介護保険制度普及パ
ンフレットの作成

0 0 継続
介護保険制度について県民の理解を深め、制度を周知・啓発するため、関係機関等へ電
子媒体で周知・配布を行うほか、同内容を県ＨＰに掲載する。

健康福祉部
健康長寿社会づくり推
進課

介護予防対策推進事
業

18,925 13,640 継続
①介護予防を行う市町村の支援。②市町村担当者や介護予防従事者への研修実施。③
介護予防や各分野のリハビリテーションが円滑に実施されるよう体制整備の推進。

健康福祉部 介護高齢課
国保連苦情処理体制
整備補助

4,870 4,870 継続
介護保険サービスに関する利用者からの苦情処理機関である国民健康保険団体連合会
に対して、体制整備の支援を行う。

健康福祉部 障害政策課
思いやり駐車場利用証
制度

246 246 継続
「思いやり駐車場利用証制度」の実施により対象者がいつでも車いす駐車場を利用できる
環境を整備した。

健康福祉部 障害政策課 福祉のまちづくり推進 87 86 継続
「人にやさしい福祉のまちづくり条例」に基づく施策を推進した（普及啓発、特定生活関連
施設の届出審査、適合証交付）。

健康福祉部 障害政策課
障害者就業・生活支援
ｾﾝﾀｰ事業

56,214 48,108 継続
県内9カ所の障害者就業・生活支援センターに生活支援担当者を配置。離職者又は離職
するおそれのある在職者など就職や職場定着が困難な障害者への相談・定着支援を
行った。

健康福祉部 障害政策課
障害者虐待防止対策
支援事業

4,465 4,200 継続
県障害者権利擁護センターを設置し、虐待相談の受付、関係機関とのネットワーク会議の
開催、障害福祉サービス事業所等への指導員派遣（出前講座）、広報・啓発、市町村への
専門職チームの派遣、虐待防止・権利擁護研修等を実施した。

生活上の困難に対する支援と多様性を尊重する環境の整備

ひとり親家庭等の自立支援

高齢者、障害者、外国人等が安心して暮らせる環境整備
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産業経済部 労働政策課
シルバー人材センター
事業補助

8,900 8,900 継続
定年退職後等に自分の能力を活かしたい、また社会参加のために働きたいという高齢者
に臨時・短期的又はその他の軽易な就業の場を提供するシルバー人材センター及びミニ
シルバー人材センター等を構成員とするシルバー人材センター連合に対し補助した。

産業経済部 労働政策課
シニア就業支援セン
ター

7,640 7,640 継続
中高年齢者の再就職のための就職相談・職業紹介に加え、就業・起業・ボランティア等の
多様なニーズの相談・情報提供を行う就業支援事業を実施した。

産業経済部 労働政策課 障害者雇用促進対策 35,624 35,310 継続
障害者の就労先・実習先を開拓し、障害者就業・生活支援センター登録者等の就労・実
習に結びつけた。また、障害者テレワーク雇用の企業向け・障害者向けセミナー等を実施
した。

産業経済部 労働政策課
障害者就労サポートセ
ンター

5,451 4,863 継続
ハローワークや特別支援学校等の関係機関との連携による県内１０地域における就労支
援ネットワークの構築等に寄与した。

産業経済部 労働政策課 障害者能力開発 26,393 13,906 継続
障害者の職業能力開発機会の充実を図るため、障害者委託訓練（知的・身体・精神障害
者を対象とした委託訓練）を実施し、訓練生の就職に結びつけた。

知事戦略部
交通イノベーション推進
課

市町村乗合バス車両
購入費補助

17,000 15,770 継続 県民生活の足を守るため、市町村が運営する路線バスの、車両購入経費を補助した。

知事戦略部
交通イノベーション推進
課

交通施設バリアフリー
化補助

0 0 継続 駅のバリアフリー化に要する経費の一部を補助した。

知事戦略部
交通イノベーション推進
課

バス運行対策費補助
（車両償却費等）

19,776 21,273 継続
赤字の生活交通路線を運行するバス事業者に対して、バリアフリー車両の購入に係る減
価償却費等を補助した。

県土整備部 道路管理課
道路におけるバリアフ
リー対策

＊ ＊ 継続 県が管理している国道や県道において、バリアフリー対応の改修工事を実施した。

県土整備部 住宅政策課
住宅確保要配慮者へ
の居住支援

70 70 継続
住宅セーフティネット法に基づき組織される「群馬県居住支援協議会」を通じて、住宅確保
要配慮者の入居可能な賃貸物件の周知を行った。

(3)

部局名 課名 事業名
当初予算額

(千円)
決算額
(千円)

実施
区分

事業内容

生活こども部 生活こども課
性的少数者に関する啓
発

0 0 継続

性的少数者に対する正しい理解を広め、セクシュアリティ（性のあり方）の多様性を認め合
う社会づくりを推進することを目的として、県民活動支援・広聴課の実施する「協働ミーティ
ング」でＬＧＢＴＱをテーマとしたシンポジウムを開催した。
※予算は県民活動支援・広聴課で計上。

生活こども部
ぐんま男女共同参画セ
ンター

とらいあんぐるん
LGBTQ講演会

＊ ＊ 継続 性的少数者（ＬＧＢＴQ）への理解を深めるための県民向け講演会を開催した。

６

(1)

部局名 課名 事業名
当初予算額

(千円)
決算額
(千円)

実施
区分

事業内容

生活こども部 児童福祉・青少年課
先天性代謝異常等検
査

41,453 37,441 継続
生まれつき酵素やホルモンが欠けているために起こる、早期治療が有効な20疾患につい
て検査を行うとともに、検査の結果、要観察や要治療となった児について事後確認を行っ
た。

生活こども部 児童福祉・青少年課

女性の健康支援事業
「ぐんま女性の健康・妊
娠SOS相談センター事
業」

5,525 5,398 継続

予期しない妊娠など、思春期の悩みや婦人科疾患・更年期障害に関する悩み等、女性の
健康に関して、電話やSNSにより相談対応することで、生涯を通じた女性の健康づくりを
推進した。特に、相談支援の充実を図るため、面談や医療機関等必要な機関への同行支
援も行った。

生活こども部 児童福祉・青少年課
不妊専門相談センター
事業

1,882 1,782 継続
不妊や不育症に悩む夫婦等が気軽に専門相談を受けられるよう、群馬大学医学部附属
病院内に設置した群馬県不妊・不育専門相談センターにおいて、電話予約による個別相
談を行った。

生活こども部 児童福祉・青少年課
特定不妊治療費助成
事業

1,096 862 継続
高額の治療費がかかる特定不妊治療（体外受精・顕微授精）について、経済的負担の軽
減を図るため、医療保険が適用されない治療費の一部を助成した。

健康福祉部 医務課 周産期医療対策 324,971 236,232 継続
周産期医療体制の整備を図るため、県が指定及び認定した総合・地域周産期母子医療
センターに対する運営費補助や、事業推進のために周産期医療対策協議会を開催すると
ともに周産期医療情報システムの運営を行った。

健康福祉部
健康長寿社会づくり推
進課

生活習慣病予防対策 120,277 99,442 継続
糖尿病及び慢性腎臓病、特定健診・保健指導、たばこ等の生活習慣病対策を行う他、市
町村の健康増進事業に対して補助を行った う。

健康福祉部
健康長寿社会づくり推
進課

女性特有のがん対策
推進

91 51 継続
子宮頸がん啓発講演会や啓発リーフレット配布をすることで、乳がん検診及び子宮頸が
ん検診等の普及啓発を図った る。

性的少数者等が抱える困難への理解促進

生涯を通じた健康づくりへの支援

女性の各ライフステージに応じた健康支援の推進
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(2)

部局名 課名 事業名
当初予算額

(千円)
決算額
(千円)

実施
区分

事業内容

生活こども部 児童福祉・青少年課 思春期保健対策事業 4,000 4,000 継続
生涯を通じた健康と性に関する正しい知識の普及啓発を行い、思春期世代の若者たちへ
健康と性、ライフデザインを考える機会を提供した。また、各種相談窓口の周知を行い、
困ったときに適切な窓口に繋がれるよう支援した。

健康福祉部
感染症・がん疾病対策
課

エイズ予防啓発事業 1,853 1,494 継続
学校や事業所等で、正しい情報の提供に努め、キャンペーンを実施する。教育委員会と
の連携を強化し、学生等に対し講演会等による啓発事業を行った。

健康福祉部
感染症・がん疾病対策
課

特定感染症等検査事
業

6,094 6,642 継続
HIV等感染者の早期発見を図るため、県内各保健福祉事務所にてHIV検査等及び相談事
業を無料、匿名で実施した。

教育委員会 健康体育課
性に関する教育・エイ
ズ教育指導者研修会
の開催

27 16 継続
学校において、性に関する教育及びエイズ教育が効果的に実施されるよう指導方法等の
普及啓発を図る。

教育委員会 健康体育課
県立高等学校エイズ講
演会推進事業の実施

263 220 継続
県立高等学校（特別支援学校高等部を含む）で実施する性・エイズ講演会の経費を措置
し、性及びエイズ教育の推進に役立てる。

健康福祉部
健康長寿社会づくり推
進課

生活習慣病予防対策 120,277 99,442 継続
糖尿病及び慢性腎臓病、特定健診・保健指導、たばこ等の生活習慣病対策を行う他、市
町村の健康増進事業に対して補助を行った う。

健康福祉部
健康長寿社会づくり推
進課

女性特有のがん対策
推進

91 51 継続
子宮頸がん啓発講演会や啓発リーフレット配布をすることで、乳がん検診及び子宮頸が
ん検診等の普及啓発を図った る。

健康福祉部 障害政策課 自殺対策の推進 16,166 6,343 継続

第３次自殺総合対策行動計画に基づき、市町村への支援強化、地域のネットワーク強
化、人材育成、県民への啓発と周知、生きることの促進要因への支援などの取組を保健
福祉のみならず医療、労働、教育、その他関連施策と連携し、市町村や関係団体の協力
を得ながら総合的に実施した。

７

(1)

部局名 課名 事業名
当初予算額

(千円)
決算額
(千円)

実施
区分

事業内容

総務部 危機管理課
市町村地域防災計画
の見直しに対する助
言・支援

0 0 継続
市町村地域防災計画の見直しについて、事前相談や修正の報告を受けた際に、国の防
災基本計画や県の地域防災計画の修正状況等を踏まえ、女性の参画に関する内容につ
いて助言や指導事務を実施した。

総務部 危機管理課 群馬県防災会議 0 0 新規
群馬県防災会議への女性委員の登用を推進した。（令和６年４月１日現在で２１．２％であ
り、目標の２０％以上を達成した）

(2)

部局名 課名 事業名
当初予算額

(千円)
決算額
(千円)

実施
区分

事業内容

総務部 危機管理課
市町村地域防災計画
の見直しに対する助
言・支援

0 0 継続
市町村地域防災計画の見直しについて、事前相談や修正の報告を受けた際に、国の防
災基本計画や県の地域防災計画の修正状況等を踏まえ、女性への配慮に関する内容に
ついて助言や指導事務を実施した。

総務部 危機管理課
男女のニーズの違いな
どに配慮した物資の備
蓄

＊ ＊ 継続
災害等に備え、食料や資機材等の物資を備蓄しており、男女のニーズの違いに配慮し、
生理用品や液体ミルクも備蓄している。

生活こども部 県民活動支援・広聴課

災害ボランティア普及・
啓発､育成事業
（官民共創基盤強化の
構成事業）

216 163 継続
災害ボランティア活動のネットワーク組織である｢災害ボランティアぐんま」を支援し、災害
時に男女のニーズの違いを考慮して、迅速かつ適切に活動ができる体制を整備する。

生活こども部
ぐんま男女共同参画セ
ンター

男女共同参画の視点
からの防災等に関する
防災研修・啓発事業

＊ ＊ 継続
防災・減災に対する基礎的な知識と心構えや災害対応時には男女両方の視点が必要で
あることを学ぶためのセミナーを開催した。

総務部 危機管理課
「群馬県避難所運営ガ
イドライン-女性・子ども
編」の作成

0 0 新規
避難所運営を行う上で、女性・子どもに対して配慮すべき事項をまとめたガイドラインを作
成した。同ガイドラインの内容を市町村が作成している避難所運営マニュアルへと反映し
てもらうよう、完成したガイドラインを市町村へ共有した。

意思決定の場や災害対応の場への女性の参画促進

人生１００年時代を男女ともに健康に過ごすための支援

防災分野における男女共同参画の推進

男女のニーズの違いに配慮した防災対策

19



８

(1)

部局名 課名 事業名
当初予算額

(千円)
決算額
（千円）

実施
区分

事業内容

生活こども部 生活こども課
男女共同参画に関する
年次報告

39 0 継続
男女共同参画推進条例の規程に基づき、男女共同参画の推進の状況及び男女共同参
画の推進に関する県の施策の実施状況について報告書を作成し公表した。

生活こども部 生活こども課

群馬県男女共同参画
社会づくり功労者表彰・
ぐんま輝く女性表彰（再
掲）

106 45 継続
男女共同参画の推進に積極的に取り組んでいる個人、女性の活躍推進として顕著な活
動を行い、女性にとっての身近なモデルとして活躍が見込まれる団体・個人、それらを支
援する団体・個人を表彰した。

生活こども部 生活こども課
男女共同参画週間記
念事業

0 0 継続
男女共同参画社会に対する理解を深めるため、男女共同参画週間にちなみ女性団体連
絡協議会と共催し、男女共同参画フェスティバルを開催するとともに、男女共同参画に関
する展示等を実施した。

生活こども部
ぐんま男女共同参画セ
ンター

ぐんま男女共同参画セ
ンター・センター通信の
発行

0 0 継続
地域で活動する男女共同参画グループをはじめ、広く県民に対し、男女共同参画に関す
る情報やセンターの事業等について情報発信するため、「ぐんま男女共同参画センター通
信」を発行するとともに、ホームページに掲載した。

生活こども部
ぐんま男女共同参画セ
ンター

ぐんま男女共同参画セ
ンター・図書貸出し、資
料収集

70 70 継続 図書の購入・貸出しや、他県等の男女共同参画に関する資料の収集・管理を行った。

生活こども部
ぐんま男女共同参画セ
ンター

男女共同参画相談（再
掲）

5,673 5,503 継続
女性及び男性が生活の中で抱える不安や悩みについて、専門の相談員が電話による相
談を実施した。

        

(2)

部局名 課名 事業名
当初予算額

(千円)
決算額
（千円）

実施
区分

事業内容

生活こども部 生活こども課
ぐんま女性活躍大応援
団

0 0 継続
地域ぐるみで女性活躍の輪を広げることを目的に、県内企業・団体を登録団体とする「ぐ
んま女性活躍大応援団」を設置し、女性活躍応援メッセージを発信することにより、女性
活躍の気運を醸成した。

生活こども部 生活こども課
市町村男女共同参画
基本計画の策定促進

0 0 継続 市町村における男女共同参画基本計画の策定支援を行った。

地域創生部 地域創生課
地域づくりネットワーク
推進（再掲）

2,635 2,581 継続
地域づくり団体と県、市町村で構成される「群馬県地域づくり協議会」の運営を通して、多
様な主体相互の交流と連携を促進し、地域の魅力を活かした地域づくりを支援した。

生活こども部 県民活動支援・広聴課
官民共創基盤強化【一
部新規】

15,905 14926 新規
「官民共創コミュニティの育成」に向け、市民活動相談窓口の充実や様々な主体による協
働を推進する。

生活こども部
ぐんま男女共同参画セ
ンター

ぐんま男女共同参画セ
ンター登録団体活動支
援（再掲）

0 0 継続
男女共同参画に資する活動を行う団体を登録。当センター研修室の優先予約や使用料
半額、男女共同参画に関する情報提供など、その活動を支援した。

９

(1)

部局名 課名 事業名
当初予算額

(千円)
決算額
（千円）

実施
区分

事業内容

生活こども部 私学・子育て支援課
私立幼稚園預かり保育
推進事業費補助

6,640 9,060 継続
幼稚園の教育時間終了後及び長期休業期間に、園児を園内で過ごさせる預かり保育を
実施する幼稚園に対して補助を行った。（補助対象：学校法人）

生活こども部 私学・子育て支援課
私立幼稚園子育て支
援推進事業費補助

4,200 3,000 継続 子育て支援事業を実施する私立幼稚園に対して補助を行った。（補助対象：学校法人）

生活こども部 私学・子育て支援課 認定こども園整備事業 39,117 27,991 継続
幼児教育・保育の質の向上のため、遊具・運動用具・保健衛生用品等の購入経費の一部
を補助する。（補助対象：社会福祉法人）

生活こども部 生活こども課
ぐーちょきパスポート事
業

9,692 9,612 継続
子ども一人ひとりを社会全体で応援する機運の醸成を図るため、ぐーちょきパスポートを
配付するとともに、企業や店舗への協賛加入の働きかけを行った。

生活こども部 私学・子育て支援課
子ども・子育て支援施
設整備交付金

50,045 31,716 継続
市町村が実施する子ども・子育て支援新制度に基づく放課後児童クラブ等の施設整備に
対して補助する。

生活こども部 私学・子育て支援課
子ども・子育て支援交
付金

2,812,871 2,916,526 継続
市町村が実施する子ども・子育て支援法に定められた１３の「地域子ども・子育て支援事
業」（放課後児童健全育成事業等）に対して補助する。

健康福祉部 国保援護課 子ども医療費補助 3,351,000 4,242,579 継続
次代を担う子どもたちが安心して必要な医療を受けられるよう、中学生以下※の子どもを
対象に、市町村が医療費の自己負担分を助成する事業に対して補助した。
※　R5年10月1日から高校生世代までに対象を拡大

産業経済部 観光魅力創出課
ぐんまビジタートイレ認
証制度

938 928 継続
誰もが安心して快適に使用することができるトイレの維持・整備を推進し、県内観光地等
のイメージアップを図った。

教育委員会 生涯学習課
学校・家庭・地域 の連
携協力推進事業

32,518 21,382 継続
地域の住民や豊富な社会経験を持つ外部人材等の協力を得て、学校外における子ども
たちの活動支援を行 う った。

固定的な性別役割意識の解消

ジェンダー平等の推進に関する広報啓発・情報発信の充実

NPO法人等多様な主体との協働・連携の促進

安心して子育てや介護ができる社会システムの整備

多様なライフスタイルに対応した子育て支援の充実
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(2)

部局名 課名 事業名
当初予算額

(千円)
決算額
（千円）

実施
区分

事業内容

健康福祉部
健康長寿社会づくり推
進課

地域包括ケアシステム
の深化・推進

46,144 22,651 継続

在宅療養を希望する県民が、その状態に応じた療養生活を送ることができるよう、在宅医
療の提供体制の充実を図るとともに、多職種協働による連携体制を構築する。また、市町
村が取り組む在宅医療・介護連携推進事業について、医師会等の関係機関と連携し、事
業の円滑な推進を支援する。

健康福祉部
健康長寿社会づくり推
進課

認知症施策の推進 53,378 49,794 継続

認知症の正しい理解の普及と地域で支える人材の養成のため市町村が行う認知症サ
ポーター養成やチームオレンジの整備、活動促進を支援する。また、早期診断や早期支
援のための専門職向け研修、認知症疾患医療センターの整備や若年性認知症支援コー
ディネーターの設置等により地域の支援体制の充実を図る。

健康福祉部 介護高齢課
多様な福祉・介護サー
ビス基盤の整備

1,043,273 1,048,760 継続

地域の実情に応じた介護サービスの提供を推進するため、地域密着型介護施設等の整
備促進を行う。また、老朽化の進んだ特別養護老人ホーム等の大規模修繕に対し補助を
行う。
※決算額は、R4年度繰越分の執行額を含む

１０

(1)

部局名 課名 事業名
当初予算額

(千円)
決算額
（千円）

実施
区分

事業内容

教育委員会 義務教育課 人権教育研修・指導 105 54 継続
公立小学校、中学校及び特別支援学校の教員を対象に、地区別人権教育研究協議会を
開催し、授業研究会等を通して、指導力の向上を図った。

教育委員会 義務教育課
人権教育推進関係会
議

144 59 継続
校種別の人権教育推進協議会や県市町村人権教育推進連絡協議会を開催し、人権教
育推進のための課題や施策に関する協議・情報交換等を行い、教員の指導力の向上や
市町村における人権教育の改善・充実を図った。

教育委員会 義務教育課 人権教育・啓発 384 277 継続
指導・学習資料、啓発資料等の作成・配布や、啓発ビデオの購入を行い、学校教育及び
家庭教育における人権教育の推進を図った。

教育委員会 義務教育課 人権教育研究推進 301 212 継続
小学校１校を指定し、人権教育の指導方法の改善充実を図るとともに、県内に成果を普
及した。

教育委員会 義務教育課
道徳教育総合支援事
業

774 669 継続
中学校１校を指定するとともに、各学校の道徳教育推進の中核となる教員等を対象に協
議会を開催し、指導方法の改善充実を図った。

生活こども部 生活こども課
中学・高校・大学等へ
のＤＶ防止啓発講師派
遣事業(再掲)

540 176 継続
若年者がＤＶに対し、正しい知識と理解を深めるため、中学・高校・大学・企業等へ講師を
派遣し、デートＤＶ防止講座を開催するほか、学校指導者に対して、デートＤＶに係る研修
を実施した。

(2)

部局名 課名 事業名
当初予算額

(千円)
決算額
（千円）

実施
区分

事業内容

生活こども部
ぐんま男女共同参画セ
ンター

とらいあんぐるんセミ
ナー

182 104 継続 男女共同参画の視点から社会を見つめ直すセミナーを開催した。

教育委員会 生涯学習課 ぐんま県民カレッジ 429 232 継続
県、市町村、大学、カルチャーセンター等の様々な機関と連携し、多様な学習機会を提供
 する した。

教育委員会 生涯学習課
人権教育指導者研修
会

337 189 継続
社会教育における人権教育推進の中核となる指導者を対象に、その資質の向上を図るた
めの研修を各教育事務所で実施 する した。

教育委員会 生涯学習課
人権教育指導者養成
講座

390 390 継続
人権 問題に関する啓発活動の充実に資するため、人権教育指導者養成講座の開設を県
内５市町村に委託し、社会教育における人権教育指導者の資質の向上を図 る った。

多様な状況に応じた介護を支援するための体制整備

あらゆる場を通じた教育・学習の充実

学校教育における人権教育の推進

地域、家庭における教育・学習の推進
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第２部 令和６年度に講じる男女共同参画の推進に関する施策 

 

１ 主要事業について 

  ① 男女共同参画社会形成のための各種事業の推進 

   「第５次群馬県男女共同参画基本計画」に掲げられた基本目標に位置づけられた男女共同参画社会の

形成に向けた事業の推進を図る。 

  ○主な実施事業 

・男女共同参画推進員設置促進 

 県内事業所への男女共同参画推進員設置を促進し、事業所の男女共同参画の継続的な取組を促す。 

   ② 審議会等における女性委員の拡大 

    第５次群馬県男女共同参画基本計画では、目標値を「４５．０％以上（構成員の男女比については均

衡を要する。）」とした。引き続き推進する。(Ｒ６．４．１現在４２．２％） 

  ③ 女性の活躍推進にかかる事業 

    あらゆる分野における女性の活躍を地域ぐるみで応援していくため、平成 27 年度に設置した「ぐん

ま女性活躍大応援団」による県民運動を引き続き展開し、県内の女性活躍をさらに推進する。 

  ○主な実施事業 

・ぐんま女性活躍大応援団事業 

・群馬県男女共同参画社会づくり功労者表彰及びぐんま輝く女性表彰 

   ④ ぐんま男女共同参画センター（とらいあんぐるん）運営 

    本県における男女共同参画推進の拠点施設としての機能を充実させ利用促進を図る。  

  ○開館日及び開館時間 

  ・開 館 日  休館日を除く毎日 

  ・休 館 日  月曜日（月曜日が祝日の場合は直後の平日）、１２月２９日～１月３日、臨時休館日 

  ・開館時間   火～日曜日 午前９時～午後５時 

火～金曜日で夜間（午後６時～９時）の研修室貸出しがある日は、午前９時～午後９時 

  ○とらいあんぐるん相談室（女性のための電話相談室） 

  ・相談専用電話 027-224-5210 

  ・相談時間   火・水・金・日曜日 9:00～12:00、13:00～16:00（年末年始、祝日は休み。月曜日が

祝日（振替休日含む）の週は、火曜日の相談は休み。） 

  ・相談内容    男女共同参画（性別役割分担、性別による不平等、ワーク・ライフ・バランスなど）

に関する相談 

  ○とらいあんぐるん相談室（男性のための電話相談室） 

  ・相談専用電話 027-212-0372 

  ・相談時間   毎月第２・第４日曜日 13:00～16:00 

  ・相談内容    男女共同参画（性別役割分担、性別による不平等、ワーク・ライフ・バランスなど）

に関する相談 

  ○主な実施事業 

・男女共同参画推進に係る普及・啓発や人材育成のためのセミナー等開催 

・不安を抱える女性へのつながりサポート相談支援事業（委託） 

・センター通信の発行 

・団体等との協働事業 

   ⑤ ＤＶ防止啓発活動とＤＶ被害女性等支援の実施 

    ＤＶを防止するための啓発活動や、ＤＶ被害者への相談窓口の周知を図るとともに、女性相談支援セ

ンターの相談の実施や保護女性の自立支援を行う。 

  ○主な実施事業 

・第５次ぐんま DV 対策推進計画及び困難な問題を抱える女性への支援計画の着実な推進 

・中学・高校・大学等へのＤＶ防止啓発講師派遣事業 

・ＤＶ被害者等総合支援事業補助金 

・ＤＶ被害者等地域生活定着支援事業 

  ○電話による相談（必要に応じて、事前予約で来所面接相談） 

    ・相談専用電話 027-261-4466  

   ・相談時間   月～金曜日   9:00～19:30 

土曜日    10:00～17:00 

日曜日   13:00～17:00 

（祝日及び年末年始を除く） 

          ※弁護士によるＤＶ等法律電話相談は予約制（事前の電話連絡が必要） 
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１

(1)

部局名 課名 事業名
当初予算額

(千円)
実施
区分

事業内容

総務部 総務課
附属機関の設置及び
運営指針の運用

0 継続 審議会等への女性委員の登用を推進する。（４５％以上を目指す）

総務部 人事課
女性管理職の登用促
進

0 継続
性別にかかわらず、人物本位の人事管理を行うとともに、将来の女性幹部登用に向けて
計画的な人材育成を進める。

総務部 人事課
女性職員の能力発揮
促進のための指針の
運用

0 継続
「群馬県人材育成基本方針」に基づき、女性職員が多様な経験を積み、幅広く活躍でき
るための人事配置をするなど、能力発揮促進のための取組を推進する。

総務部 人事課
「群馬県職員の女性活
躍推進・子育て応援プ
ラン」

0 継続
県職員の女性活躍の推進を図るため、「群馬県職員の女性活躍推進・子育て応援プラ
ン」に基づき、女性職員の採用拡大や職域の拡大、計画的育成、キャリア形成支援、
ワーク・ライフ・バランスの推進、働き方改革などの取組を推進する。

生活こども部 生活こども課
県各種審議会等への
女性委員参画状況調
査

0 継続
各種審議会への女性委員の参画状況を把握するため、県が設置しているすべての審議
会等を対象に調査を実施する。（調査時点　4月１日）

警察本部 警務部警務課
群馬県警察男女共同
参画推進計画の推進

0 継続
令和８年４月１日までに、警察官総数に占める女性警察官の割合を１２％以上にするな
ど女性職員の採用・登用の拡大を始め、休暇取得の促進、超過勤務の縮減等働き方改
革や職員が仕事と子育て、介護等を両立して活躍できるための環境整備等を推進する。

産業経済部 労働政策課 働く女性応援 1,485 継続
管理職を目指す女性を対象にキャリアアップに向けた不安解消や意欲の向上、既に管理
職として働いている方を対象に女性の活躍推進を意識づけるを図るワークショップを開催
する。

(2)

部局名 課名 事業名
当初予算額

(千円)
実施
区分

事業内容

総務部 人事課
「群馬県職員の女性活
躍推進・子育て応援プ
ラン」（再掲）

0 継続
県職員の女性活躍の推進を図るため、「群馬県職員の女性活躍推進プラン」に基づき、
女性職員の採用拡大や職域の拡大、計画的育成、キャリア形成支援、ワーク・ライフ・バ
ランスの推進などの取組を推進する。

生活こども部 生活こども課
女性人材データバンク
の設置

34 継続
県内の女性有識者の情報を収集した「群馬県女性人材データバンク」を設置・管理し、各
種審議会等への女性の参画を促進する。

生活こども部 生活こども課

群馬県男女共同参画
社会づくり功労者表彰
及びぐんま輝く女性表
彰

106 継続
男女共同参画の推進に積極的に取り組んでいる個人、女性の活躍推進として顕著な活
動を行い、女性にとっての身近なモデルとして活躍が見込まれる団体・個人、それらを支
援する団体・個人の表彰と、その審査を実施する。

生活こども部
ぐんま男女共同参画セ
ンター

ジェンダー平等につい
て学ぶ大学出張講座

226 継続
県内各大学へ出張し、大学生を対象にジェンダー平等についての講座を開催する。令和
6年度はアンコンシャス･バイアスについての講座を実施予定。

２

(1)

部局名 課名 事業名
当初予算額

(千円)
実施
区分

事業内容

総務部 人事課
「群馬県職員の女性活
躍推進・子育て応援プ
ラン」（再掲）

0 継続
県職員の女性活躍の推進を図るため、「群馬県職員の女性活躍推進・子育て応援プラ
ン」に基づき、女性職員の採用拡大や職域の拡大、計画的育成、キャリア形成支援、
ワーク・ライフ・バランスの推進、働き方改革などの取組を推進する。

生活こども部 生活こども課
事業所における男女共
同参画推進員の設置

0 継続
男女共同参画推進条例の規定に基づき、事業所に対して職場の男女共同参画を中心と
なって進める推進員の設置を依頼し、情報提供、研修、講演会等により推進員の取組を
支援する。

生活こども部
ぐんま男女共同参画セ
ンター

とらいあんぐるんサロ
ン（男性の家事育児参
画）

150 継続
男女共同参画の視点から様々な分野のセミナー及び交流会を開催する。令和6年度は男
性の家事育児参画をテーマにセミナー及び交流会を開催する。

生活こども部
ぐんま男女共同参画セ
ンター

とらいあんぐるん相談
室

3,892 継続
女性が生活の中で抱える不安や悩みについて、専門の相談員が電話による相談を実施
する。

健康福祉部 医務課
病院内保育所運営費
補助事業

98,011 継続 医療従事者のために保育施設を運営する病院等設置者に対して補助金を交付する。

健康福祉部 医務課 ナースセンター事業 23,526 継続
看護師等についての無料職業紹介や再就業を希望する者に対する復職支援研修等を
実施するとともに、仕事に関する悩みを受け付ける電話相談を開設する。

２　令和６年度男女共同参画施策事業一覧
「＊」は、予算額、決算額で男女共同参画に関する金額を分離することが困難である場合

政策・方針決定過程への女性の参画拡大

各分野における指導的地位に占める女性の割合の増加

女性の人材育成と参画拡大に向けた情報提供

働き方等における男女共同参画の推進と仕事と生活の調和

ワーク・ライフ・バランスの実現（男性の育児休業取得促進、時間外労働短縮等）
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健康福祉部 医務課
群馬県医療勤務環境
改善支援センター

1,861 継続
勤務環境改善に取り組む医療機関に対して、専門のアドバイザーが個々の実情を踏まえ
た専門的・総合的な支援を行う。

健康福祉部 医務課
女性医師等就労支援
事業補助

17,000 継続
女性医師等の子育て支援のため、県医師会が行う保育サポーターバンクの運営事業に
対して補助する。

健康福祉部
健康長寿社会づくり推
進課

ぐんま食育応援企業登
録制度

347 継続
県内の食育推進を応援する企業等を募集し、登録する。登録企業には、従業員やその家
族に対する食育の取組実施とともに、県民や食育団体、行政等が行う食育活動に協力し
てもらう。

産業経済部 労働政策課
群馬県いきいきGカン
パニー認証制度

2,063 継続

育児休業制度に加え、介護休業制度の定着・充実・利用促進や職場における女性の活
躍推進、従業員の家庭教育等ワーク・ライフ・バランスの推進に積極的に取り組んでいる
企業を認証することにより、企業の取組を後押しし、男女とも働きやすい職場環境づくりを
推進する。

産業経済部 労働政策課
育児等との両立に配慮
した離職者向け訓練

＊ 継続 育児等両立支援のため、短時間のコースで離職者向け訓練を実施する。

産業経済部 地域企業支援課
創業者・再チャレンジ
支援資金（女性・若者・
シニア要件）

* 継続

女性の創業を支援するため「女性・若者・シニア要件」を創設し、保証協会又は認定経営
革新等支援機関から創業計画策定等の支援を受けた場合に信用保証料を０．２５％引き
下げる。
　・融資限度額　35,000千円
　・融資利率　　1.5%以内
　・融資期間　　運転資金10年以内（据置1年以内）
　　　　　　　　　　設備資金10年以内（据置1年以内）
　　　　　　　　 　 運転設備資金10年以内（据置1年以内）

産業経済部 労働政策課 魅力ある職場づくり 4,268 継続

　ぐんまのイクボス養成塾、働き方改革取組促進事業を一括して委託し、魅力ある職場
づくり事業として実施。
・イクボス養成塾・・・企業のトップや管理職向けに、部下の育児休業取得促進やワーク・
ライフ・バランスの実現に向けた啓発セミナーを実施する。
・県内企業の人事労務担当者等を対象に、研修会を実施

(2)

部局名 課名 事業名
当初予算額

(千円)
実施
区分

事業内容

総務部 人事課
「群馬県職員の女性活
躍推進・子育て応援プ
ラン」（再掲）

0 継続
県職員の女性活躍の推進を図るため、「群馬県職員の女性活躍推進・子育て応援プラ
ン」に基づき、女性職員の採用拡大や職域の拡大、計画的育成、キャリア形成支援、
ワーク・ライフ・バランスの推進、働き方改革などの取組を推進する。

生活こども部 生活こども課
事業所における男女共
同参画推進員の設置
（再掲)

0 継続
男女共同参画推進条例の規定に基づき、事業所に対して職場の男女共同参画を中心と
なって進める推進員の設置を依頼し、情報提供、研修、講演会等により推進員の取組を
支援する。

健康福祉部
健康長寿社会づくり推
進課

ぐんま食育応援企業登
録制度

347 継続
県内の食育推進を応援する企業等を募集し、登録する。登録企業には、従業員やその家
族に対する食育の取組実施とともに、県民や食育団体、行政等が行う食育活動に協力し
てもらう。

産業経済部 労働政策課
群馬県いきいきGカン
パニー認証制度（再
掲）

2,063 継続

育児休業制度に加え、介護休業制度の定着・充実・利用促進や職場における女性の活
躍推進、従業員の家庭教育等ワーク・ライフ・バランスの推進に積極的に取り組んでいる
企業を認証することにより、企業の取組を後押しし、男女とも働きやすい職場環境づくりを
推進する。

産業経済部 労働政策課 魅力ある職場づくり 4,268 継続

　ぐんまのイクボス養成塾、働き方改革取組促進事業を一括して委託し、魅力ある職場
づくり事業として実施。
・イクボス養成塾・・・企業のトップや管理職向けに、部下の育児休業取得促進やワーク・
ライフ・バランスの実現に向けた啓発セミナーを実施する。
・県内企業の人事労務担当者等を対象に、研修会を実施

(3)

部局名 課名 事業名
当初予算額

(千円)
実施
区分

事業内容

健康福祉部 医務課
病院内保育所運営費
補助事業

98,011 継続 医療従事者のために保育施設を運営する病院等設置者に対して補助金を交付する。

健康福祉部 医務課 ナースセンター事業 23,526 継続
看護師等についての無料職業紹介や再就業を希望する者に対する復職支援研修等を
実施するとともに、仕事に関する悩みを受け付ける電話相談を開設する。

健康福祉部 医務課
女性医師等就労支援
事業補助

17,000 継続
女性医師等の子育て支援のため、県医師会が行う保育サポーターバンクの運営事業に
対して補助する。

産業経済部 労働政策課
育児等との両立に配慮
した離職者向け訓練

＊ 継続
育児等両立支援のため、短時間コース、託児サービス付きコースを設定し、離職者向け
訓練を実施する。

産業経済部 地域企業支援課
創業者・再チャレンジ
支援資金（女性・若者・
シニア要件）(再掲）

* 継続

女性の創業を支援するため「女性・若者・シニア要件」を創設し、保証協会又は認定経営
革新等支援機関から創業計画策定等の支援を受けた場合に信用保証料を０．２５％引き
下げる。
　・融資限度額　35,000千円
　・融資利率　　1.5%以内

産業経済部
未来投資・デジタル産
業課

女性創業者創出ミー
ティング

0 継続
県主催では実施せず、市町村や日本政策金融公庫が主催するイベントがあれば、ぐんま
起業家支援ネットワークとしてサポートする。

産業経済部 労働政策課
IT人材育成×女性就
労支援　MAITSURUプ
ロジェクト

22,000 継続
デジタル産業への就労を前提に、正規就労だけでなく、多様な働き方が可能な環境を提
供するため、出産や子育て等で離職している女性に対して、ITスキルの取得と就労を支
援する。

多様で柔軟な働き方の実現（テレワーク、オンラインの活用等）

再就職や就業継続、起業等に向けた支援

24



３

(1)

部局名 課名 事業名
当初予算額

(千円)
実施
区分

事業内容

農政部 農業構造政策課
農業農村リーダー等活
動促進

619 継続
　女性農業者の主体的な社会参画を促進するため、活動に意欲的な女性農業者を農村
生活アドバイザーとして認定する。また、農業農村リーダーを対象に、地域課題に関する
研修会等を開催し、その資質向上を図る。

農政部 農業構造政策課 女性農業者活動支援 1,090 継続
　農業・農村における男女共同参画を推進するため、「ぐんま農業・農村男女共同参画行
動計画（Ｒ３～７年度）」に基づき、女性農業者が能力を活かせる環境づくりや経営・社会
参画活動を支援する。

農政部 農業構造政策課 農業経営力向上事業 60,000 継続
認定農業者や認定新規就農者等の担い手農家の経営基盤の強化を支援するため、農
業用機械・施設等の設備投資に対して補助金を交付する。

(2)

部局名 課名 事業名
当初予算額

(千円)
実施
区分

事業内容

生活こども部
ぐんま男女共同参画セ
ンター

理工系チャレンジ支援
セミナー

40 継続
理工系分野への女性の進出を啓発するため、女子高校生を対象とするセミナーや保護
者向けの講演会等を開催する。

産業経済部 労働政策課
産業技術専門校への
女性の入校促進

＊ 継続
女性のものづくり産業への進出を促進するために、産業技術専門校のパンフレットや
オープンキャンパスの内容を女性にも親しみやすいものとし、ものづくりの魅力や技能・
技術の面白さの普及・啓発を図る。

県土整備部 建設企画課
経営強化等セミナー
（人材の採用・定着対
策）実施業務

385 継続
建設業者の経営基盤強化のため、建設業界において若手や女性を含む人材の採用・定
着を促すためのセミナーを開催する。

環境森林部 林業振興課
きのこ流通消費拡大
（きのこ女性ネットワー
ク）

155 継続
きのこ産業に女性の参加を推進するため、きのこ振興協議会と連携して女性目線による
新たな発想で県産きのこの生産・流通・販売戦略を展開するとともに情報発信を行う。

(３)

部局名 課名 事業名
当初予算額

(千円)
実施
区分

事業内容

地域創生部 地域創生課
地域づくりネットワーク
推進

3,122 継続
地域づくり団体と県、市町村で構成される「群馬県地域づくり協議会」の運営を通して、多
様な主体相互の交流と連携を促進し、地域の魅力を活かした地域づくりを支援する。

生活こども部 県民活動支援・広聴課
官民共創基盤強化【一
部新規】

15,905 新規
「官民共創コミュニティの育成」に向け、市民活動相談窓口の充実や様々な主体による協
働を推進する。

生活こども部
ぐんま男女共同参画セ
ンター

ぐんま男女共同参画セ
ンターの運営

34,464 継続
県における男女共同参画推進の活動拠点として、ぐんま男女共同参画センターの管理運
営を行う。

生活こども部
ぐんま男女共同参画セ
ンター

ぐんま男女共同参画セ
ンター登録団体活動支
援

0 継続
男女共同参画に資する活動を行う団体を登録。当センター研修室の優先予約や使用料
半額、男女共同参画に関する情報提供など、その活動を支援する。

土木・林業・科学技術分野における女性の参画拡大

地域における男女共同参画の推進

農業分野における男女共同参画の推進

魅力的な地域づくりと地域活動における男女共同参画推進
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(１) 配偶者等からの暴力の防止と被害者支援

部局名 課名 事業名
当初予算額

(千円)
実施
区分

事業内容

生活こども部 生活こども課
ＤＶ防止啓発広報・啓
発活動

907 継続 ＤＶ啓発リーフレット、啓発カード、若年者向け啓発リーフレットを作成・配布する。

生活こども部 生活こども課
中学・高校・大学等へ
のＤＶ防止啓発講師派
遣事業

540 継続
若年者がＤＶに対し、正しい知識と理解を深めるため、中学・高校・大学・企業等へ講師を
派遣し、デートＤＶ防止講座を開催するほか、学校指導者に対して、デートＤＶに係る研修
を実施する。

生活こども部 生活こども課
女性に対する暴力をな
くす運動

0 継続
県HPによる広報活動の他、啓発ポスター・リーフレットの掲示や配布、また、県庁舎内に
おけるDV防止啓発CM放映、ライトアップ等により県民に周知し、理解を深める。

生活こども部 生活こども課

第５次ぐんまＤＶ対策
推進計画及び困難な
問題を抱える女性への
支援計画の推進

0 継続
第５次ぐんまＤＶ対策推進計画及び困難な問題を抱える女性への支援計画（R6～R7）の
重点施策の目標達成のため積極的な推進を図る。

生活こども部 生活こども課
女性相談支援センター
の運営

61,468 継続
女性相談支援センターにおいて、女性の様々な悩みの相談を受けるとともに、関係機関
と連携しながらＤＶ被害者等の自立のための支援を行う。

生活こども部 生活こども課 一時保護施設の運営 7,291 継続
ＤＶ被害者等について、緊急に保護を要するものについて一時保護を行い、女性自立支
援施設又は関係機関への入所までの期間、必要な支援を行う。

生活こども部 生活こども課 三山寮の運営 4,632 継続
問題解決に長期間を要する者を一時保護所から受け入れ、就労の支援、住居の確保、
情報提供、関係機関との連絡調整等の支援を行い、入寮者の早期の自立を図る。

生活こども部 生活こども課 支援調整会議の実施 0 継続 暴力被害者及び困難女性支援関係機関の相互協力と連携を推進する。

生活こども部 生活こども課
ＤＶ被害者等シェル
ター設置運営事業

1,900 継続 ＤＶ被害者の緊急避難所（シェルター）を運営する民間団体に運営費の補助を行う。

生活こども部 生活こども課
ＤＶ被害者等地域生活
定着支援事業

1,941 継続
民間支援団体に委託し、一時保護所等退所後のＤＶ被害者等が、地域生活に定着する
ための支援を実施する。

生活こども部 生活こども課
DV被害者等セーフティ
ネット強化支援事業

4,000 継続
民間シェルター等の先進的な取組を促進することにより、地域における官民が連携した
DV被害者等支援の充実及び多様なニーズに応じた支援の枠組みを構築する。

生活こども部 生活こども課 困難女性支援事業 2,596 新規 困難女性支援に係る事業を実施し、様々な悩みを抱える女性に寄り添う支援を行う。

県土整備部 住宅政策課 県営住宅優先入居 0 継続 入居の際の抽選時に一般の応募者より当選確率を高める。

警察本部
生活安全部子供・女性
安全対策課

子どもや女性を性犯罪
等の被害から守るため
の対策(4-(2)、(3)再掲)

30 継続
声掛け・つきまとい、公然わいせつ等性犯罪等の前兆とみられる事案等発生時に、情報
の収集・分析、犯行が予測される現場周辺での警戒活動、検挙、指導、警告等により、重
大事件を未然に防止する先制・予防的活動を推進する。

警察本部
生活安全部人身安全
対策課

配偶者からの暴力事
案に対する指導・取締
り及び被害者の保護対
策(４-(2)再掲)

21 継続
被害者の意向を踏まえつつ、各種法令を積極的に適用して加害者の検挙に努めるほ
か、配偶者暴力防止法に基づく保護命令、援助措置等に適切に対応するとともに、関係
機関との情報共有を図り、被害者の保護対策を推進する。

(２) DVに関する各種施策と児童虐待防止施策との連携

部局名 課名 事業名
当初予算額

(千円)
実施
区分

事業内容

生活こども部 生活こども課
女性に対する暴力をな
くす運動

0 継続
県HPによる広報活動の他、啓発ポスター・リーフレットの掲示や配布、また、県庁舎内に
おけるDV防止啓発デジタルサイネージ、ライトアップ等により県民に周知し、理解を深め
る。

生活こども部 生活こども課

第５次ぐんまＤＶ対策
推進計画及び困難な
問題を抱える女性への
支援計画の推進

0 継続
第５次ぐんまＤＶ対策推進計画及び困難な問題を抱える女性への支援計画（R6～R7）の
重点施策の目標達成のため積極的な推進を図る。

健康福祉部 障害政策課
障害者虐待防止対策
支援事業

4,476 継続
県障害者権利擁護センターを設置し、虐待相談の受付、関係機関とのネットワーク会議
の開催、障害福祉サービス事業所等への指導員派遣（出前講座）、広報・啓発、市町村
への専門職チームの派遣、虐待防止・権利擁護研修等を実施する。

生活こども部 生活こども課
女性相談支援センター
の運営

61,468 継続
女性相談支援センターにおいて、女性の様々な悩みの相談を受けるとともに、関係機関
と連携しながらＤＶ被害者等の自立のための支援を行う。

生活こども部 生活こども課 一時保護施設の運営 7,291 継続
ＤＶ被害者等について、緊急に保護を要するものについて一時保護を行い、女性自立支
援施設又は関係機関への入所までの期間、必要な支援を行う。

生活こども部 生活こども課 三山寮の運営 4,632 継続
問題解決に長期間を要する者を一時保護所から受け入れ、就労の支援、住居の確保、
情報提供、関係機関との連絡調整等の支援を行い、入寮者の早期の自立を図る。

　　４　女性等に対するあらゆる暴力の根絶
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生活こども部 生活こども課 支援調整会議の実施 0 継続 暴力被害者及び困難女性支援関係機関の相互協力と連携を推進する。

生活こども部 生活こども課
ＤＶ被害者等シェル
ター設置運営事業

1,900 継続 ＤＶ被害者の緊急避難所（シェルター）を運営する民間団体に運営費の補助を行う。

生活こども部 生活こども課
ＤＶ被害者等地域生活
定着支援事業

1,941 継続
民間支援団体に地域生活定着支援員を配置し、一時保護所等退所後のＤＶ被害者が、
地域生活に定着するための支援を実施する。

生活こども部 生活こども課
DV被害者等セーフティ
ネット強化支援事業

4,000 継続
民間シェルター等の先進的な取組を促進することにより、地域における官民が連携した
DV被害者等支援の充実及び多様なニーズに応じた支援の枠組みを構築する。

生活こども部 児童福祉課 児童相談所運営 175,612 継続
児童相談所の運営体制を充実させ、子どもに関するあらゆる相談に応じるとともに、必要
な支援を行い、児童虐待の防止等、児童福祉の向上を推進する。

生活こども部 児童福祉課 家庭児童福祉推進 29,419 継続
虐待防止のための人材育成を図るとともに、児童虐待の予防、早期発見・早期対応、保
護・支援から再発防止、自立支援に至るまで、一貫した虐待防止対策を推進する。

生活こども部 児童福祉課 社会的養護の推進 3,532,631 継続
里親委託や施設のケア単位の小規模化を推進し、虐待等により社会的養護を必要とす
る児童が家庭的な養育環境の中で生活できるようにする。

教育委員会 義務教育課
児童虐待防止に関す
る教職員研修の推進

0 継続
小中学校人権教育推進協議会において児童虐待防止に関する研修を実施する。
※人権教育推進協議会の予算で対応

警察本部
生活安全部人身安全
対策課

配偶者からの暴力事
案に対する指導・取締
り及び被害者の保護対
策(再掲)

21 継続
被害者の意向を踏まえつつ、各種法令を積極的に適用して加害者の検挙に努めるほ
か、配偶者暴力防止法に基づく保護命令、援助措置等に適切に対応するとともに、関係
機関との情報共有を図り、被害者の保護対策を推進する。

警察本部
生活安全部子供・女性
安全対策課

子どもや女性を性犯罪
等の被害から守るため
の対策(再掲)

30 継続
声掛け・つきまとい、公然わいせつ等性犯罪等の前兆とみられる事案等発生時に、情報
の収集・分析、犯行が予測される現場周辺での警戒活動、検挙、指導、警告等により、重
大事件を未然に防止する先制・予防的活動を推進する。

警察本部
生活安全部子供・女性
安全対策課

児童虐待ゼロ！プロ
ジェクトの推進

69 継続
「事件対処」、児童相談所等との「関係機関との連携」及び「被害の見逃し防止」を３本柱
とした「児童虐待ゼロ！プロジェクト」により、児童虐待の早期発見による未然防止の取組
を強化する。

(3)

部局名 課名 事業名
当初予算額

(千円)
実施
区分

事業内容

生活こども部 消費生活課
女性向け防犯意識向
上対策

258 継続
女性が被害者となるわいせつ事案等の悪質な犯罪が発生する中、女性（主に女子中高
生・大学生）の防犯意識の向上を図るため、啓発冊子を作成する。

生活こども部 生活こども課 犯罪被害者等支援 8,214 継続
犯罪被害者支援に係る相談支援員の設置、スーパーバイザー（臨床心理士等）招聘、県
民理解のための啓発活動を実施する。

生活こども部 生活こども課
性犯罪･性暴力被害者
ワンストップ支援セン
ター運営

26,460 継続
性犯罪･性暴力被害者の心身のサポートをワンストップで行う群馬県性暴力被害者サ
ポートセンターを運営する。

県土整備部 住宅政策課
県営住宅優先入居(再
掲)

0 継続 入居の際の抽選時に一般の応募者より当選確率を高める。

警察本部 警務部広報広聴課
犯罪被害者支援のた
めの広報推進

* 継続

性犯罪被害者等に対し、ポスターやリーフレット等により各種支援制度や相談窓口を紹
介するほか、講演会等を開催して、犯罪被害者等への配慮・協力への意識の涵養に努
めるとともに、「社会全体で被害者を支え、被害者も加害者も出さない街づくり」に向けた
気運の醸成を図る。

警察本部
生活安全部人身安全
対策課

ストーカー行為に対す
る指導・取締り及び被
害者の保護対策

1,739 継続
被害者の意向を踏まえつつ、ストーカー規制法を始め、各種法令を積極的に適用して行
為者の検挙に努めるとともに、警告・援助等の行政措置によって被害の発生や拡大を防
止し、被害者の保護対策を推進する。

警察本部
生活安全部子供・女性
安全対策課

子どもや女性を性犯罪
等の被害から守るため
の対策(再掲)

30 継続
性犯罪発生状況及び性犯罪等の前兆となる声掛け事案等発生時の情報収集・分析やこ
れまでの教訓となる対応に基づき、被害防止に関する知識及び技能を体得させるため、
子供や女性を対象とした防犯講話や護身術指導教室等を積極的に開催する。

警察本部
生活安全部生活環境
課

人身取引事犯対策 0 継続
出入国在留管理局と連携し、悪質な経営者、仲介業者等の取締りを強化し、被害者の早
期保護及び事案の解明等人身取引事犯対策を推進する。

警察本部
生活安全部生活環境
課

AV出演被害問題対策 0 継続
AV出演被害に関し、各種法令を適用した取締り、ワンストップ支援センター（Saveぐんま）
と連携した相談体制の強化を図る。

生活こども部 生活こども課
ネットによる誹謗中傷
相談窓口

5,607 継続
インターネット上の誹謗中傷等の被害相談に対し、相談員が相談内容に応じて具体的な
対処方法等の助言を行うほか、必要に応じて法律相談や臨床心理士による専門相談に
繋げる。

性犯罪・性暴力、ストーカー事案、インターネット上の暴力等への対策の推進

27



５

(1)

部局名 課名 事業名
当初予算額

(千円)
実施
区分

事業内容

生活こども部 児童福祉課
ひとり親家庭子育て支
援事業

5,000 継続
仕事や病気等で一時的な支援が必要な場合に援助者を紹介するファミリーサポートセン
ターの利用料の一部を補助する。

生活こども部 児童福祉課
母子家庭等自立支援
給付金事業

25,689 継続
母子家庭の母等が就業に有利な知識・技能の習得又は資格取得を目指す場合に、給付
金を支給する。

健康福祉部 国保医療課
母（父）子家庭等医療
費補助

555,000 継続
母(父)子家庭の母(父)と子ども、父母のいない子どもが安心して必要な医療を受けられる
よう、経済的負担の軽減などを目的として、市町村が医療費の自己負担分を助成する事
業に対して補助する。

産業経済部 労働政策課
母子家庭の母等の職
業的自立促進

495,378 継続 母子家庭の母等の職業的自立を促すため、職業訓練を実施する。

県土整備部 住宅政策課
県営住宅優先入居(再
掲)

0 継続 入居の際の抽選時に一般の応募者より当選確率を高める。

県土整備部 住宅政策課 県営住宅家賃減免 0 継続 世帯の収入が基準額以下の場合は家賃を減免する。

生活こども部 児童福祉課
養育費等確保支援事
業

4,150 継続
継続した養育費の確保を支援するため、養育費の取り決めや履行確保に必要な経費を
補助する。

(2)

部局名 課名 事業名
当初予算額

(千円)
実施
区分

事業内容

地域創生部
ぐんま暮らし・外国人活
躍推進課

ぐんま外国人総合相談
ワンストップセンター運
営

20,772 継続
外国人県民が、在留手続き、雇用、医療、福祉、出産・子育て・子どもの教育等に係る相
談ごとが生じた場合に、適切な情報や相談場所に迅速に到達することができるよう、多言
語で相談に応じる「ぐんま外国人総合相談ワンストップセンター」を運営する。

地域創生部
ぐんま暮らし・外国人活
躍推進課

医療通訳ボランティア
養成・研修

813 継続
言語の問題で医療サービスが十分に受けられない外国人県民を支援するため、医療通
訳ボランティアを養成・研修する。

地域創生部
ぐんま暮らし・外国人活
躍推進課

医療通訳派遣 815 継続
外国人県民が安心して医療機関を受診することができるよう、協定医療機関等からの要
請により、県登録の医療通訳ボランティアを派遣する。

地域創生部
ぐんま暮らし・外国人活
躍推進課

災害時外国人支援 380 継続
災害時において、要配慮者となる可能性の高い外国人住民に対し、より一層配慮した対
応ができるようにするため、①災害時外国人支援ボランティア養成講座、②外国人住民
対象の防災訓練を実施する。

地域創生部
ぐんま暮らし・外国人活
躍推進課

ぐんまで日本語プロ
ジェクト

6,888 継続
外国人県民に対する日本語教育の体制を整備するため、有識者会議における方向性の
検討や、日本語教室で活動するボランティアの養成やスキルアップ研修、日本語教室開
設に向けトライアルオンライン教室等を実施する。

地域創生部
ぐんま暮らし・外国人活
躍推進課

「やさしい日本語」普及 477 継続
外国人が内容を把握、理解しやすい「やさしい日本語（あいまいな表現を避け、難しい言
葉を言い換えたもの）」を普及するため、一般県民向け・大学医学部生向け・企業団体向
け研修等を開催する。

健康福祉部 地域福祉課
介護知識･技術普及啓
発

3,541 継続 介護に関する研修を実施し、高齢者介護に関する知識・技術の普及を図る。

健康福祉部 介護高齢課
高齢者の生きがいと健
康づくり支援

27,053 継続
単位老人クラブ及び市町村老人クラブ連合会の自主活動の促進と健全な育成を図るた
め、市町村が交付する助成額に対し補助を行う。

健康福祉部 介護高齢課
介護保険制度普及パ
ンフレットの作成

0 継続
介護保険制度について県民の理解を深め、制度を周知・啓発するため、関係機関等へ電
子媒体で周知・配布を行うほか、同内容を県ＨＰに掲載する。

健康福祉部 介護高齢課
介護予防対策推進事
業

18,338 継続
①介護予防を行う市町村の支援。②市町村担当者や介護予防支援従事者への研修実
施。③介護予防や各分野のリハビリテーションが円滑に実施されるよう体制整備の推
進。

健康福祉部 介護高齢課
国保連苦情処理体制
整備補助

3,892 継続
介護保険サービスに関する利用者からの苦情処理機関である国民健康保険団体連合会
に対して、体制整備の支援を行う。

健康福祉部 障害政策課
思いやり駐車場利用証
制度

246 継続
「思いやり駐車場利用証制度」の実施により対象者がいつでも車いす駐車場を利用でき
る環境を整備する。

健康福祉部 障害政策課 福祉のまちづくり推進 87 継続
「人にやさしい福祉のまちづくり条例」に基づく施策を推進する（普及啓発、特定生活関連
施設の届出審査、適合証交付）。

健康福祉部 障害政策課
障害者就業・生活支援
ｾﾝﾀｰ事業

56,214 継続
県内9カ所の障害者就業・生活支援センターに生活支援担当者を配置。離職者又は離職
するおそれのある在職者など就職や職場定着が困難な障害者への相談・定着支援を行
う。

生活上の困難に対する支援と多様性を尊重する環境の整備

ひとり親家庭等の自立支援

高齢者、障害者、外国人等が安心して暮らせる環境整備
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健康福祉部 障害政策課
障害者虐待防止対策
支援事業

4,476 継続
県障害者権利擁護センターを設置し、虐待相談の受付、関係機関とのネットワーク会議
の開催、障害福祉サービス事業所等への指導員派遣（出前講座）、広報・啓発、市町村
への専門職チームの派遣、虐待防止・権利擁護研修等を実施する。

産業経済部 労働政策課
シルバー人材センター
事業補助

8,900 継続
定年退職後等に自分の能力を活かしたい、また社会参加のために働きたいという高齢者
に臨時・短期的又はその他の軽易な就業の場を提供するシルバー人材センター及びミニ
シルバー人材センター等を構成員とするシルバー人材センター連合に対し補助する。

産業経済部 労働政策課
シニア就業支援セン
ター

7,623 継続
中高年齢者の再就職のための就職相談・職業紹介に加え、就業・起業・ボランティア等の
多様なニーズの相談・情報提供を行う就業支援事業を実施する。

産業経済部 労働政策課 障害者雇用促進対策 34,125 継続
障害者の就労先・実習先を開拓し、障害者就業・生活支援センター登録者等の就労・実
習に結びる。障害者テレワーク雇用の企業向け・障害者向けセミナー等を実施する。

産業経済部 労働政策課
障害者就労サポートセ
ンター

3,407 継続
ハローワークや特別支援学校等の関係機関との連携による県内１０地域における就労支
援ネットワークの構築等を実施する。

産業経済部 労働政策課 障害者能力開発 27,990 継続
障害者の職業能力開発機会の充実を図るため、次の事業を実施する。
・障害者委託訓練（知的・身体・精神障害者を対象とした委託訓練）

知事戦略部
交通イノベーション推
進課

市町村乗合バス車両
購入費補助

17,000 継続 県民生活の足を守るため、市町村が運営する路線バスの、車両購入経費を補助する。

知事戦略部
交通イノベーション推
進課

交通施設バリアフリー
化補助

0 継続 駅のバリアフリー化に要する経費の一部を補助する。

知事戦略部
交通イノベーション推
進課

バス運行対策費補助
（車両償却費等）

21,476 継続
赤字の生活交通路線を運行するバス事業者に対して、バリアフリー車両の購入に係る減
価償却費等を補助する。

県土整備部 道路管理課
道路におけるバリアフ
リー対策

＊ 継続 県が管理している国道や県道において、バリアフリー対応の改修工事を実施する。

県土整備部 住宅政策課
住宅確保要配慮者へ
の居住支援

70 継続
住宅セーフティネット法に基づき組織される「群馬県居住支援協議会」を通じて、住宅確
保要配慮者の入居可能な賃貸物件の周知を行う。

(3)

部局名 課名 事業名
当初予算額

(千円)
実施
区分

事業内容

生活こども部 生活こども課
性的少数者に関する
啓発

650 継続
性的少数者に対する正しい理解を広め、セクシュアリティ（性のあり方）の多様性を認め
合う社会づくりを推進することを目的として、啓発冊子を作成する。

生活こども部
ぐんま男女共同参画セ
ンター

とらいあんぐるん
LGBTQ講演会

＊ 継続 性的少数者（ＬＧＢＴQ）への理解を深めるための県民向け講演会を開催する。

６

(1)

部局名 課名 事業名
当初予算額

(千円)
実施
区分

事業内容

生活こども部 児童福祉課
先天性代謝異常等検
査

76,003 継続
生まれつき酵素やホルモンが欠けているために起こる、早期発見、早期治療が有効な22
疾患について検査を行う。

生活こども部 児童福祉課

女性の健康支援事業
「ぐんま女性の健康・妊
娠SOS相談センター事
業」

5,855 継続

予期しない妊娠など、思春期の悩みや婦人科疾患・更年期障害に関する悩み等、女性
の健康に関して、電話やメール、SNSにより相談対応することで、生涯を通じた女性の健
康づくりを推進する。特に、相談支援の充実を図るため、面談や医療機関等必要な機関
への同行支援を行う。

生活こども部 児童福祉課
不妊専門相談センター
事業

1,882 継続
不妊や不育症に悩む夫婦等が気軽に専門相談を受けられるよう、群馬大学医学部附属
病院内に設置した群馬県不妊・不育専門相談センターにおいて、電話予約による個別相
談を行う。

生活こども部 児童福祉課
特定不妊治療費助成
事業

0
休廃
止

高額の治療費がかかる特定不妊治療（体外受精・顕微授精）について、経済的負担の軽
減を図るため、医療保険が適用されない治療費の一部を助成する。

健康福祉部 医務課 周産期医療対策 337,099 継続
周産期医療体制の整備を図るため、県が指定及び認定した総合・地域周産期母子医療
センターに対する運営費補助や、事業推進のために周産期医療対策協議会を開催する
とともに周産期医療情報システムの運営を行う。

健康福祉部
健康長寿社会づくり推
進課

生活習慣病予防対策 126,390 継続
糖尿病及び慢性腎臓病、特定健診・保健指導、たばこ等の生活習慣病対策を行う他、市
町村の健康増進事業に対して補助を行う。

健康福祉部
健康長寿社会づくり推
進課

女性特有のがん対策
推進

91 継続
子宮頸がん啓発講演会や啓発リーフレット配布をすることで、乳がん検診及び子宮頸が
ん検診等の普及啓発を図る。

性的少数者等が抱える困難への理解促進

生涯を通じた健康づくりへの支援

女性の各ライフステージに応じた健康支援の推進

29



(2)

部局名 課名 事業名
当初予算額

(千円)
実施
区分

事業内容

生活こども部 児童福祉課 思春期保健対策事業 4,000 継続
生涯を通じた健康と性に関する正しい知識の普及啓発を行い、思春期世代の若者たち
へ健康と性、ライフデザインを考える機会を提供する。また、各種相談窓口の周知を行
い、困ったときに適切な窓口に繋がれるよう支援する。

健康福祉部 感染症・疾病対策課 エイズ予防啓発事業 1,853 継続
学校や事業所等で、正しい情報の提供に努め、キャンペーンを実施する。教育委員会と
の連携を強化し、学生等に対し講演会等による啓発事業を行う。

健康福祉部 感染症・疾病対策課
特定感染症等検査事
業

6,667 継続
HIV等感染者の早期発見を図るため、県内各保健福祉事務所にてHIV検査等及び相談
事業を無料、匿名で実施する。

教育委員会 健康体育課
性に関する教育・エイ
ズ教育指導者研修会
の開催

27 継続
学校において、性に関する教育及びエイズ教育が効果的に実施されるよう指導方法等の
普及啓発を図る。

教育委員会 健康体育課
県立高等学校エイズ講
演会推進事業の実施

263 継続
県立高等学校（特別支援学校高等部を含む）で実施する性・エイズ講演会の経費を措置
し、性及びエイズ教育の推進に役立てる。

健康福祉部
健康長寿社会づくり推
進課

生活習慣病予防対策 126,390 継続
糖尿病及び慢性腎臓病、特定健診・保健指導、たばこ等の生活習慣病対策を行う他、市
町村の健康増進事業に対して補助を行う。

健康福祉部
健康長寿社会づくり推
進課

女性特有のがん対策
推進

91 継続
子宮頸がん啓発講演会や啓発リーフレット配布をすることで、乳がん検診及び子宮頸が
ん検診等の普及啓発を図る。

健康福祉部 障害政策課 自殺対策の推進 42,112 継続

第４次自殺総合対策行動計画に基づき、市町村への支援強化、地域のネットワーク強
化、人材育成、県民への啓発と周知、生きることの促進要因への支援などの取組を保健
福祉のみならず医療、労働、教育、その他関連施策と連携し、市町村や関係団体の協力
を得ながら総合的に実施する。

７

(1)

部局名 課名 事業名
当初予算額

(千円)
実施
区分

事業内容

総務部 危機管理課
市町村地域防災計画
の見直しに対する助
言・支援

0 継続
市町村地域防災計画の見直しについて、事前相談や修正の報告を受けた際に、国の防
災基本計画や県の地域防災計画の修正状況等を踏まえ、女性の参画に関する内容につ
いて助言や指導事務を実施する。

(2)

部局名 課名 事業名
当初予算額

(千円)
実施
区分

事業内容

総務部 危機管理課
市町村地域防災計画
の見直しに対する助
言・支援

0 継続
市町村地域防災計画の見直しについて、事前相談や修正の報告を受けた際に、国の防
災基本計画や県の地域防災計画の修正状況等を踏まえ、女性への配慮に関する内容
について助言や指導事務を実施する。

総務部 危機管理課
男女のニーズの違いな
どに配慮した物資の備
蓄

＊ 継続
災害等に備え、食料や資機材等の物資を備蓄しており、男女のニーズの違いに配慮し、
生理用品や液体ミルクも備蓄する。

生活こども部 県民活動支援・広聴課

災害ボランティア普及・
啓発､育成事業
（官民共創基盤強化の
構成事業）

216 継続
災害ボランティア活動のネットワーク組織である｢災害ボランティアぐんま」を支援し、災害
時に男女のニーズの違いを考慮して、迅速かつ適切に活動ができる体制を整備する。

生活こども部
ぐんま男女共同参画セ
ンター

男女共同参画の視点
からの防災等に関する
防災研修・啓発事業

＊ 継続
防災・減災に対する基礎的な知識と心構えや災害対応時には男女両方の視点が必要で
あることを学ぶためのセミナーを開催する。

意思決定の場や災害対応の場への女性の参画促進

人生１００年時代を男女ともに健康に過ごすための支援

防災分野における男女共同参画の推進

男女のニーズの違いに配慮した防災対策
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８

(1)

部局名 課名 事業名
当初予算額

(千円)
実施
区分

事業内容

生活こども部 生活こども課
男女共同参画に関す
る年次報告

39 継続
男女共同参画推進条例の規程に基づき、男女共同参画の推進の状況及び男女共同参
画の推進に関する県の施策の実施状況について報告書を作成し公表する。

生活こども部 生活こども課

群馬県男女共同参画
社会づくり功労者表
彰・ぐんま輝く女性表
彰（再掲）

106 継続
男女共同参画の推進に積極的に取り組んでいる個人、女性の活躍推進として顕著な活
動を行い、女性にとっての身近なモデルとして活躍が見込まれる団体・個人、それらを支
援する団体・個人を表彰する。

生活こども部 生活こども課
男女共同参画週間記
念事業

0 継続
男女共同参画社会に対する理解を深めるため、男女共同参画週間にちなみ女性団体連
絡協議会と共催し、男女共同参画フェスティバルを開催するとともに、男女共同参画に関
する展示等を実施する。

生活こども部
ぐんま男女共同参画セ
ンター

ぐんま男女共同参画セ
ンター・センター通信の
発行

0 継続
地域で活動する男女共同参画グループをはじめ、広く県民に対し、男女共同参画に関す
る情報やセンターの事業等について情報発信するため、「ぐんま男女共同参画センター
通信」を発行するとともに、ホームページに掲載する。

生活こども部
ぐんま男女共同参画セ
ンター

ぐんま男女共同参画セ
ンター・図書貸出し、資
料収集

70 継続 図書の購入・貸出しや、他県等の男女共同参画に関する資料の収集・管理を行う。

生活こども部
ぐんま男女共同参画セ
ンター

男女共同参画相談（再
掲）

3,892 継続
女性が生活の中で抱える不安や悩みについて、専門の相談員が電話による相談を実施
する。

        

(2)

部局名 課名 事業名
当初予算額

(千円)
実施
区分

事業内容

生活こども部 生活こども課
ぐんま女性活躍大応援
団

0 継続
地域ぐるみで女性活躍の輪を広げることを目的に、県内企業・団体を登録団体とする「ぐ
んま女性活躍大応援団」を設置し、女性活躍応援メッセージを発信することにより、女性
活躍の気運を醸成する。

生活こども部 生活こども課
市町村男女共同参画
基本計画の策定促進

0 継続 市町村における男女共同参画基本計画の策定支援を行う。

地域創生部 地域創生課
地域づくりネットワーク
推進（再掲）

3,122 継続
地域づくり団体と県、市町村で構成される「群馬県地域づくり協議会」の運営を通して、多
様な主体相互の交流と連携を促進し、地域の魅力を活かした地域づくりを支援する。

生活こども部 県民活動支援・広聴課
官民共創基盤強化【一
部新規】

15,905 新規
「官民共創コミュニティの育成」に向け、市民活動相談窓口の充実や様々な主体による協
働を推進する。

生活こども部
ぐんま男女共同参画セ
ンター

ぐんま男女共同参画セ
ンター登録団体活動支
援（再掲）

0 継続
男女共同参画に資する活動を行う団体を登録。当センター研修室の優先予約や使用料
半額、男女共同参画に関する情報提供など、その活動を支援する。

固定的な性別役割意識の解消

ジェンダー平等の推進に関する広報啓発・情報発信の充実

NPO法人等多様な主体との協働・連携の促進
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９

(1)

部局名 課名 事業名
当初予算額

(千円)
実施
区分

事業内容

生活こども部 私学・青少年課
私立幼稚園預かり保
育推進事業費補助

8,880 継続
幼稚園の教育時間終了後及び長期休業期間に、園児を園内で過ごさせる預かり保育を
実施する幼稚園に対して補助する。（補助対象：学校法人）

生活こども部 私学・青少年課
私立幼稚園子育て支
援推進事業費補助

3,600 継続 子育て支援事業を実施する私立幼稚園に対して補助する。（補助対象：学校法人）

生活こども部 こども・子育て支援課 認定こども園整備事業 39,117 継続
幼児教育・保育の質の向上のため、遊具・運動用具・保健衛生用品等の購入経費の一
部を補助する。（補助対象：社会福祉法人）

生活こども部 生活こども課
ぐーちょきパスポート事
業

4,236 継続
子ども一人ひとりを社会全体で応援する機運の醸成を図るため、ぐーちょきパスポートを
配付するとともに、企業や店舗への協賛加入の働きかけを行う。

生活こども部 こども・子育て支援課
子ども・子育て支援施
設整備交付金

13,614 継続
市町村が実施する子ども・子育て支援新制度に基づく放課後児童クラブ等の施設整備に
対して補助する。

生活こども部 こども・子育て支援課
子ども・子育て支援交
付金

2,984,107 継続
市町村が実施する子ども・子育て支援法第５９条に規定する１６の「地域子ども・子育て
支援事業」（放課後児童健全育成事業等）に対して補助する。

健康福祉部 国保医療課 子ども医療費補助 4,077,000 継続
次代を担う子どもたちが安心して必要な医療を受けられるよう、高校生世代までの子ども
を対象に、市町村が医療費の自己負担分を助成する事業に対して補助する。

産業経済部 観光魅力創出課
ぐんまビジタートイレ認
証制度

1,291 継続
誰もが安心して快適に使用することができるトイレの維持・整備を推進し、県内観光地等
のイメージアップを図る。

教育委員会 生涯学習課
学校・家庭・地域の連
携協力推進事業

32,305 継続
地域の住民や豊富な社会経験を持つ外部人材等の協力を得て、学校外における子ども
たちの活動支援を行う。

(2)

部局名 課名 事業名
当初予算額

(千円)
実施
区分

事業内容

健康福祉部 健康福祉課
地域包括ケアシステム
の深化・推進

106,856 継続

在宅療養を希望する県民が、その状態に応じた療養生活を送ることができるよう、在宅医
療の提供体制の充実を図るとともに、多職種協働による連携体制を構築する。また、市
町村が取り組む在宅医療・介護連携推進事業について、医師会等の関係機関と連携し、
事業の円滑な推進を支援する。

健康福祉部 介護高齢課 認知症施策の推進 52,309 継続

認知症の正しい理解の普及と地域で支える人材の養成のため市町村が行う認知症サ
ポーター養成やチームオレンジの整備、活動促進を支援する。また、早期診断や早期支
援のための専門職向け研修、認知症疾患医療センターの整備や若年性認知症支援コー
ディネーターの設置等により地域の支援体制の充実を図る。

健康福祉部 介護高齢課
多様な福祉・介護サー
ビス基盤の整備

1,095,725 継続
地域の実情に応じた介護サービスの提供を推進するため、地域密着型介護施設等の整
備促進を行う。また、老朽化の進んだ特別養護老人ホーム等の大規模修繕に対し補助
を行う。

多様な状況に応じた介護を支援するための体制整備

安心して子育てや介護ができる社会システムの整備

多様なライフスタイルに対応した子育て支援の充実
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１０

(1)

部局名 課名 事業名
当初予算額

(千円)
実施
区分

事業内容

教育委員会 義務教育課 人権教育研修・指導 105 継続
公立小学校、中学校及び特別支援学校の教員を対象に、地区別人権教育研究協議会を
開催し、授業研究会等を通して、指導力の向上を図る。

教育委員会 義務教育課
人権教育推進関係会
議

100 継続
校種別の人権教育推進協議会や県市町村人権教育推進連絡協議会を開催し、人権教
育推進のための課題や施策に関する協議・情報交換等を行い、教員の指導力の向上や
市町村における人権教育の改善・充実を図る。

教育委員会 義務教育課 人権教育・啓発 407 継続
指導・学習資料、啓発資料等の作成・配布や、啓発ビデオの購入を行い、学校教育及び
家庭教育における人権教育の推進を図る。

教育委員会 義務教育課 人権教育研究推進 301 継続
中学校１校を指定し、人権教育の指導方法の改善充実を図るとともに、県内に成果を普
及する。

教育委員会 義務教育課
道徳教育総合支援事
業

774 継続
小学校１校を指定するとともに、各学校の道徳教育推進の中核となる教員等を対象に協
議会を開催し、指導方法の改善充実を図る。

生活こども部 生活こども課
中学・高校・大学等へ
のＤＶ防止啓発講師派
遣事業(再掲)

540 継続
若年者がＤＶに対し、正しい知識と理解を深めるため、中学・高校・大学・企業等へ講師を
派遣し、デートＤＶ防止講座を開催するほか、学校指導者に対して、デートＤＶに係る研修
を実施する。

(2)

部局名 課名 事業名
当初予算額

(千円)
実施
区分

事業内容

生活こども部
ぐんま男女共同参画セ
ンター

とらいあんぐるんセミ
ナー

199 継続 男女共同参画の視点から社会を見つめ直すセミナーを開催する。

教育委員会 生涯学習課 ぐんま県民カレッジ 529 継続
県、市町村、大学、カルチャーセンター等の様々な機関と連携し、多様な学習機会を提供
する。

教育委員会 生涯学習課
人権教育指導者研修
会

334 継続
社会教育における人権教育推進の中核となる指導者を対象に、その資質の向上を図る
ための研修を各教育事務所で実施する。

教育委員会 生涯学習課
人権教育指導者養成
講座

390 継続
人権 問題に関する啓発活動の充実に資するため、人権教育指導者養成講座の開設を県
内５市町村に委託し、社会教育における人権教育指導者の資質の向上を図る。

あらゆる場を通じた教育・学習の充実

学校教育における人権教育の推進

地域、家庭における教育・学習の推進
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第1章　群馬県の人口

１．人口・世帯数の推移

（備考） １．総務省「国勢調査」結果より作成。
２．各年１０月１日現在。

２．男女別人口の推移

（備考） １．総務省統計局「国勢調査」時系列データより作成。
２．各年１０月１日現在。

　小学校では、教員の６割以上を女性が占めているが、中学校、高等学校となるにつれて、女性の割合は低く
なっている。また、校長に占める女性の割合は、最も高い小学校でも25.6％にとどまっている。高等学校の校
長や教頭の女性の割合は、全国よりも群馬の方が高い。
　高等学校卒業者に占める大学学部進学者（男性54.0%、女性51.4%）及び就職者（男性20.5%、女性11.8%）は
どちらも男性の方が高く、女性は短期大学等、その他の進路を選択している割合が高い。
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３．年齢３区分人口の推移

（備考） １．総務省「国勢調査」結果より作成。
２．各年１０月１日現在。
３．年少人口（０～１４歳）、生産年齢人口（１５～６４歳）、老年人口（６５歳以上）
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４．年齢３区分人口の男女別推移

（備考） １．総務省「国勢調査」結果より作成。
２．各年１０月１日現在。
３．年少人口（０～１４歳）、生産年齢人口（１５～６４歳）、老年人口（６５歳以上）
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第2章　政策・方針決定過程への女性の参画

１．地方議会（都道府県）における女性議員割合の推移

　（１）　地
方自治法
（第180条

７．各分野における「指導的地位」に女性が占める割合（群馬県）

（備考）

２．各年12月31日現在。令和2年については令和3年8月1日現在。

２．地方公務員（都道府県）採用者に占める女性割合の推移

（備考）

　小学校では、教員の６割以上を女性が占めているが、中学校、高等学校となるにつれて、女性の割合は低く
なっている。また、校長に占める女性の割合は、最も高い小学校でも25.6％にとどまっている。高等学校の校
長や教頭の女性の割合は、全国よりも群馬の方が高い。
　高等学校卒業者に占める大学学部進学者（男性54.0%、女性51.4%）及び就職者（男性20.5%、女性11.8%）はど

１．内閣府資料「地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する
　　施策の推進状況」より作成。

１．内閣府資料「地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する
　　施策の推進状況」より作成。

２．各年の採用状況は、前年度（前年4月1日から当年3月31日）の採用状況である。
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３．地方公務員（都道府県）管理職に占める女性割合の推移

（備考）

４．地方公共団体（都道府県）の審議会等における女性割合の推移

（１）　地方自治法（第180条の5）に基づく委員会等への女性の登用（群馬県）

（備考）

１．内閣府資料「地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する
　　施策の推進状況」より作成。

２．各年原則４月１日現在。

１．内閣府資料「地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する
　　施策の推進状況」より作成。

2．各年原則４月１日現在。
３．グラフ上の数字は、委員数を表す。
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（２）　法律又は政令により地方公共団体に置かなければならない審議会等委員への女性の登用

（備考）

（３）　女性委員登用目標の対象である審議会等委員への女性の登用

（備考）

２．調査時点は、各年３月３１日又は４月１日現在であるが、地方自治体の事情により
　　異なる場合がある。

１．内閣府資料「地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する
　　施策の推進状況」より作成。

２．調査対象は、法律又は法令により地方公共団体に置かなければならない審議会等
　　のうち、各年３月（令和４年は４月）時点で内閣府が把握したもの。

３．調査時点で、都道府県によっては設置していない、もしくは委員の任命をおこなって
　　いないものもある。

４．調査時点は、各年３月３１日又は４月１日現在であるが、地方自治体の事情により
　　異なる場合がある。

１．内閣府資料「地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する
　　施策の推進状況」より作成。
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５．司法分野における女性割合の推移（群馬県）

（備考）

６．農業委員会における女性の参画状況の推移

（備考）

７．各分野における「指導的地位」に女性が占める割合（群馬県）

（備考）

３．高等学校教頭以上は、公立高校（全日制・定時制）を対象とする。

２．各年１０月１日現在。
１．農林水産省経営局就農・女性課「農業委員への女性の参画状況」より作成。

１．弁護士については、弁護士白書より作成。
２．裁判官については、前橋地方裁判所総務課資料より作成。
３．弁護士については３月３１日（令和４年度は５月３１日）現在、裁判官については翌年
度４月現在。

２．医師・歯科医師・薬剤師は令和２年、その他は令和５年データ。

１．内閣府資料「地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する
　　施策の推進状況(令和５年度） 」等より作成。
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第３章　就業分野における男女共同参画

１．女性の年齢階級別有業者数の推移（群馬県）

（備考） 1　総務省「就業構造基本調査」より作成
２　各年１０月１日現在

２．女性有業率の推移（群馬県）

（備考） 1　総務省「就業構造基本調査」より作成
２　各年１０月１日現在
３　有業率＝年齢階級別女性有業者数÷年齢階級別女性数

　小学校では、教員の６割以上を女性が占めているが、中学校、高等学校となるにつれて、女性の割合は低く
なっている。また、校長に占める女性の割合は、最も高い小学校でも25.6％にとどまっている。高等学校の校
長や教頭の女性の割合は、全国よりも群馬の方が高い。
　高等学校卒業者に占める大学学部進学者（男性54.0%、女性51.4%）及び就職者（男性20.5%、女性11.8%）は
どちらも男性の方が高く、女性は短期大学等、その他の進路を選択している割合が高い。
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３．男女別職業構成（群馬県）

（備考） 総務省「令和４年就業構造基本調査」より作成。

４．男女別年齢階級別雇用形態（群馬県）

（備考） １．総務省「就業構造基本調査」より作成

２．男女別正規率：男女別正規従業員数÷男女別雇用者総数、
　　男女別非正規率：男女別非正規従業員数÷男女別雇用者総数
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５．雇用形態の推移

＜全国＞

＜群馬県＞

（備考） 総務省「就業構造基本調査」より作成
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６．就業者の従業上の地位別構成比の推移

＜全国＞

＜群馬県＞

（備考） 総務省「就業構造基本調査」より作成
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7．女性の企業規模別年齢階級別所定内給与の推移（群馬県）

（備考） 厚生労働省「賃金構造基本統計調査」より作成。

８．男女別所定内給与の推移（群馬県）

（備考） 厚生労働省「賃金構造基本統計調査」より作成。
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９．企業規模別男女別の推移（群馬県）

（１）労働者数

（２）勤続年数

（３）所定内給与額
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（４）所定内実労働時間数

（備考） 厚生労働省「令和４年賃金構造基本統計調査」より作成

1０．夫・妻の就業状況の推移

（備考） 総務省「国勢調査時系列データ」より作成。
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第４章　仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）

１．仕事と生活の調和（ワークライフ・バランス）の認知度

　（１）　地
方自治法
（第180条

７．各分野における「指導的地位」に女性が占める割合（群馬県）

７．女性の企業規模別年齢階級別所定内給与の推移（群馬県）

（備考）

（注）育児・介護休業法　：　育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の
　　　　　　　　　　　　　　　　福祉に関する法律

　小学校では、教員の６割以上を女性が占めているが、中学校、高等学校となるにつれて、女性の割合は低くなって
いる。また、校長に占める女性の割合は、最も高い小学校でも25.6％にとどまっている。高等学校の校長や教頭の
女性の割合は、全国よりも群馬の方が高い。
　高等学校卒業者に占める大学学部進学者（男性54.0%、女性51.4%）及び就職者（男性20.5%、女性11.8%）はどちら
も男性の方が高く、女性は短期大学等、その他の進路を選択している割合が高い。

　「あなたは、次のうち、見聞きしたことがあるものがありますか。（いくつでも○）」の問いに対する回答

群馬県生活文化スポーツ部県民生活課「令和元年度群馬県男女共同参画社会に関する県民
意識調査」より作成。
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２．仕事と生活の調和に関する希望と現実（性別・年代別）

（備考） 群馬県生活文化スポーツ部県民生活課「令和元年度群馬県男女共同参画社会に関する県民
意識調査」より作成。
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0.6 

1.1 

11.5

13.2

18.2

16.2

14.0 

15.6

20.0 

0.8

1.2 

2.5 

4.2 

2.7 

2.6 

2.3 

0.61.0 

1.2 

1.9 

5.2 

2.3

1.2 

2.5 

2.4 

3.0 
1.3 

0.8
1.2

0.5 

0.4

1.3 

60.0 

13.8

7.2 

16.7 

16.2 

12.9 

9.1 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

18・19歳

20代

30代

40代

50代

60代

70代以上

≪現実≫【女性】
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３．働き方（性別）

（備考）

４．保育園（所）、幼稚園の定員と現員充足率の推移（群馬県）

（備考） １．保育所（園）児童数：福祉行政報告／幼稚園児童数：学校基本調査より作成。
２．各年度５月１日現在

群馬県生活文化スポーツ部県民生活課「令和元年度群馬県男女共同参画社会に関する県民
意識調査」より作成。

※幼保連携型認定こども園の充足率

H28年度：95.6％ H29年度：97.1％ H30年度：96.2％ R元年度：89.6％ R2年度：91.6％

R3年度：90.2％ R4年度：89.8％ R5年度：89.6%

37.3

44.1

13.7

4.9

75.3

2.2

15.8

6.7

0 10 20 30 40 50 60 70 80

卒業して以来、ほぼ継続して働いている

結婚・出産・育児・介護のため一時的に仕

事を辞めたことがある

上位以外の理由で一時的に仕事を辞めた

ことがある

卒業してすぐには働かなかったが、その後

ほぼ継続して働いている

（％）

女性 男性

N=671
N=806

女性(n=671) 男性(n=806)

102.2 
100.3 98.9 

97.0 
95.1 94.6 

92.7 
89.9 88.7 

86.6 

57.6 56.3 55.1 
51.5 

49.4 48.2 

44.0 
41.9 

39.4 
36.6 

35

40

45

50

55

60

65

70

75

80

85

90

95

100

105

110

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

定員（保） 現員（保） 定員（幼） 現員（幼） 充足率（保） 充足率（幼）

（人） （充足率【現員／定員】％）
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５．家庭内の役割について

（備考） 群馬県生活文化スポーツ部県民生活課「令和元年度群馬県男女共同参画社会に関する県民
意識調査」より作成。

　　「あなたは、家庭内の役割について、どのように担っていますか。（それぞれ１つに○）」の問いに対する回答

3.7

1

2.7

2.9

24.7

14.3

58.2

28.2

25.4

25.8

25.1

35.2

27.2

28.5

65.1

49.6

34.7

47

29.4

53.9

8.7

3

23.9

36.8

25

10.7

4.6

4.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

家事（炊事・洗濯・そうじ）

育児

看護・介護

学校行事などへの参加

自治会などの地域活動

家計の管理

主たる収入

主として男性が担っている 男女が共に担っている 主として女性が担っている その他

(n=1,722)(n=1,722)
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第５章　高齢男女をめぐる状況

１．高齢化の現状（群馬県）

総数 男 女 総数 男 女

1,973,115 973,283 999,832 1,939,110 959,411 979,699

97.3 （性比） 97.9 （性比）

540,026 238,250 301,776 576,729 256,160 320,569

78.9 （性比） 79.9 （性比）

280,910 136,518 144,392 284,274 138,054 146,220

94.5 （性比） 94.4 （性比）

259,116 101,732 157,384 292,455 118,106 174,349

64.6 （性比） 67.7 （性比）

1,165,780 596,669 569,111 1,096,231 564,704 531,527

104.8 （性比） 106.2 （性比）

250,884 128,450 122,434 224,304 114,867 109,437

104.9 （性比） 105.0 （性比）

100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

27.6% 24.7% 30.4% 30.4% 27.4% 33.3%

14.4% 14.2% 14.5% 15.0% 14.8% 15.2%

13.2% 10.6% 15.8% 15.4% 12.6% 18.1%

59.6% 61.9% 57.3% 57.8% 60.3% 55.3%

12.8% 13.3% 12.3% 11.8% 12.3% 11.4%

（備考）

２．高齢化率の推移（群馬県）

（備考）
２．高齢化率：高齢者人口（65歳以上）の総人口に対する割合

４．割合は、単位未満四捨五入のため、総数と一致しない場合がある。
　なお、分母（総人口）から年齢不詳を除き算出した。

１．総数省統計局「人口推計：各年10月1日現在の人口」・「国勢調査：平成27・令和2年」より作成。

７．女性の企業規模別年齢階級別所定内給与の推移（群馬県）

高齢者人口（高齢化率）

２．「性比」は女性人口100人に対する男性人口

３．総人口には年齢不詳を含むため、内訳を合計しても総人口に一致しない。

生産年齢人口

年少人口

　（０～１４歳）

　高齢者人口 

　（６５歳以上）

　（１）　地方自治法（第180条の
5）に基づく委員会等への女性の
登用

総人口

（前期高齢者）

（後期高齢者）

　（１５歳～６４歳）

　小学校では、教員の６割以上を女性が占めているが、中学校、高等学校となるにつれて、女性の割合は低くなって
いる。また、校長に占める女性の割合は、最も高い小学校でも25.6％にとどまっている。高等学校の校長や教頭の女
性の割合は、全国よりも群馬の方が高い。
　高等学校卒業者に占める大学学部進学者（男性54.0%、女性51.4%）及び就職者（男性20.5%、女性11.8%）はどちらも
男性の方が高く、女性は短期大学等、その他の進路を選択している割合が高い。

　６５歳～７４歳人口

　生産年齢人口

人口

構成比

７．各分野における「指導的地位」に女性が占める割合（群馬県）

　総人口

平成27年10月1日 令和2年10月1日

　７５歳以上人口

 （人）

　（７５歳以上人口） 

26.6 27.3
27.7 28.1 28.4 28.6 28.9 29 29.1

23.7 24.3
24.8

25.1 25.4 25.5 25.8 25.9 25.9

29.4

30.1
30.6

31 31.3 31.5 31.8 32

32

27.6
28.3

28.9 29.4 29.8
30.2 30.5 30.8

30.8

24.7
25.4

25.9 26.4
26.8 27.1 27.5 27.7 27.7

30.4 31.2

31.9
32.4 32.9

33.1 33.6
33.9 33.9

18

20

22

24

26

28

30

32

34

36

平成27年 28年 29年 30年 令和元年 2年 3年 4年 5年

（％）
全国・総数 全国・男 全国・女 群馬・総数 群馬・男 群馬・女
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３．高齢男女単身世帯の推移（群馬県）

　　（備考） 総務省：国勢調査　「男女別高齢単身世帯数」より作成。

４．介護労働者割合（群馬県）

（１）　介護労働者（訪問系・施設系を含む）性別の割合

(備考）

２．調査対象期日：原則として１０月１日現在。

（２）　介護労働者（訪問系・施設系を含む）性別の割合の推移（群馬県）

(備考）

２．調査対象期日：原則として各年度１０月１日現在。

１．（公財）介護労働安定センター「令和４年度介護労働実態調査ー介護労働者
　　の就業実態と就業意識調査」より作成。

１．（公財）介護労働安定センター「令和５・４・３・２年度介護労働実態調査ー介護労働者の就業
実態と就業意識調査」より作成。

1345 1074 971
576 299

5016 4730

3701

1816

640

6430

4387
3535

2729
1990

8401
9160

10186

9033

6761

10429 10365

5988

3946
4287

8703

12770
12421

11653

13431

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

12,000

13,000

14,000

15,000

男 65 ～

69 歳

70 ～

74

75 ～

79

80 ～

84

85 歳

以 上

女 65 ～

69 歳

70 ～

74

75 ～

79

80 ～

84

85 歳

以 上

（世帯数） 平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和2年

19.0%

18.9%

17.5%

23.1%

75.2%

75.4%

76.9%

73.4%

5.8%

5.7%

5.6%

3.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

Ｒ2年度…

Ｒ3年度…

Ｒ4年度…

Ｒ5年度…

男性 女性 無回答
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第6章　女性に対する暴力

１．恋人や配偶者等のパートナーからの被害経験(性別）

　
（１）

（３）性的な暴力の被害経験

（４）経済的な暴力の被害経験

（６）ストーカー行為の被害経験

（備考）　群馬県生活文化スポーツ部県民生活課「令和元年度群馬県男女共同参画社会に関する
　　　　県民意識調査」より作成。

（５）子どもを利用した暴力の被害経験

　小学校では、教員の６割以上を女性が占めているが、中学校、高等学校となるにつれて、女性の割合は低く
なっている。また、校長に占める女性の割合は、最も高い小学校でも25.6％にとどまっている。高等学校の校長
や教頭の女性の割合は、全国よりも群馬の方が高い。
　高等学校卒業者に占める大学学部進学者（男性54.0%、女性51.4%）及び就職者（男性20.5%、女性11.8%）はど
ちらも男性の方が高く、女性は短期大学等、その他の進路を選択している割合が高い。

「あなたは、この５年間に、恋人や配偶者等のパートナーから、次のようなことを「されたこと」がありますか。」とい
う問いに対しての回答。

（１）身体的な暴力の被害経験

（２）精神的な暴力・社会的な暴力の被害経験

%

%

6.7

3.1

2.4

1.5

0 5 10 15 20

女性(N=891)

男性(N=881)

１・２度ある 何度もある

11.7 

7.2 

9.8 

4.3 

0 5 10 15 20

女性(N=891)

男性(N=881)

3.7 

0.5 

1.6 

0.9 

0 5 10

女性(N=891)

男性(N=881)

3.3 

1.7 

4.2 

1.4 

0 5 10

女性(N=891)

男性(N=881)

2.1 

1.1 

1.7 

1.4 

0 5 10

女性(N=891)

男性(N=881)

3.1 

1.2 

1.6 

0.8 

0 5 10

女性(N=891)

男性(N=881)
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２．配偶者からの暴力事案に関する認知件数

（備考）　群馬県警察本部「令和６年版　群馬県の治安情勢」より作成。
（注）配暴法：配偶者からの暴力防止及び被害者の保護等に関する法律

３．配偶者暴力相談支援センター等への相談件数

４．女性相談支援センター一時保護所（委託を含む）への入所理由（令和５年度）

（備考） 1　群馬県女性相談支援センター資料より作成。
2　令和５年度一時保護者９１名

（注）市町村配偶者暴力支援センター：前橋市、高崎市、館林市、藤岡市、安中市、長野原町、大泉町

（備考）　主訴別相談件数（女性相談支援センター市町村配偶者暴力支援センター）により作成。

52.7

15.4

31.9

0 10 20 30 40 50 60

DV

（夫・交際相手）

親族・その他

の者の暴力

その他

（人間関係・経済や医

療の問題・帰住先な…

（％）

4323

4867

4458

4832

5198 5290

5830

5018

5498

6241

3000

3500

4000

4500

5000

5500

6000

6500

平成26 27 28 29 30 令和元 2 3 4 5年

（件）
相談件数

1 1 1 0 0 0 1 1 0 2

450

528
490

416
393 398 364

400

315
350

1070

991
914

881
789

860 882
826 840

969

0

100

200

300

400

500

600

0

200

400

600

800

1000

1200

平成26 27 28 29 30 令和元 2 3 4 5年

(件）（件）

検挙（配暴法） 検挙（その他の法令） 相談件数
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５．配偶者等から暴力行為を受けたことについての相談先

（備考）

６．不同意性行、不同意わいせつ認知件数の推移

（備考） 群馬県警察本部資料より作成。

群馬県生活文化スポーツ部県民生活課「令和元年度群馬県男女共同参画社会に関する県民
意識調査」より作成。

17

7
13 13

20
22 20

15 13

27

58

41
46

54

46
44

38

45
42

67

0

10

20

30

40

50

60

70

80

平成26 27 28 29 30 令和元 2 3 4 5年

（件） 不同意性行等 不同意わいせつ

24.9 

21.3 

8.1 

4.2 

2.8 

2.8 

2.5 

2.5 

1.7 

1.1 

0.8 

0.6 

57.1

0 20 40 60 80

友人・知人

家族や親戚

警察

配偶者暴力相談支援センター（女性相談所、女性相談センター等）

市町村DV等相談窓口（市・町設置の配偶者暴力相談支援センターを含む）

医療関係者（医師・看護師等）

民間の専門家や専門機関（弁護士会、カウンセラー機関、民間シェルター

等）

勤務先の関係者

児童相談所、市町村児童家庭相談窓口等

学校関係者（教員、養護教員、スクールカウンセラー等）

法務局・地方法務局、人権擁護委員

その他

どこ（だれ）にも相談したことがない・しなかった

（％）
《ｎ=357》
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７．略取誘拐・人身売買の検挙状況等の推移

（備考） 群馬県警察本部資料より作成。

８．群馬労働局雇用環境・均等室に寄せられたセクシュアル・ハラスメントに関する相談件数の推移

（備考） 群馬労働局雇用環境・均等室資料より作成。

９．ストーカー事案に関する認知・検挙件数の推移

（備考） 群馬県警察本部「令和４年版　群馬県の治安情勢」より作成
（注）ストーカー規制法：ストーカー行為等の規制等に関する法律

31

14

25
28 28

14 13 11 15

33

53
58

47

22 21 27
26

28
24

36

485

408

356
326

283

213

278

217
271

307

0

10

20

30

40

50

60

70

0

100

200

300

400

500

600

平成26 27 28 29 30 令和元 2 3 4 5年

（件）（件）
検挙（ストーカー規制法） 検挙（その他の法令） 相談件数

205

160

116 123
139

156

154

182

111

140

0

50

100

150

200

平成26 27 28 29 30 令和元 2 3 4 5（年度）

相談件数

4 3
2

3 3 
4 

7 
6 

8 

5 5 

2 2 2

5 

0 

5 5 5 5 

0

2

4

6

8

10

平成26 27 28 29 30 令和元 2 3 4 5年

（件、人） 検挙件数 検挙人員
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第７章　生涯を通じた女性の健康

１．母子保健関係指標の推移

（１）出産率・乳児死亡率・新生児死亡率・周産期死亡率

（備考） 厚生労働省「人口動態統計年報」より作成。

（2）妊産婦死亡率（出生１０万対）

（備考） 厚生労働省「人口動態統計年報」より作成。 令和６年９月現在。

　小学校では、教員の６割以上を女性が占めているが、中学校、高等学校となるにつれて、女性の割合は低く
なっている。また、校長に占める女性の割合は、最も高い小学校でも25.6％にとどまっている。高等学校の校長
や教頭の女性の割合は、全国よりも群馬の方が高い。
　高等学校卒業者に占める大学学部進学者（男性54.0%、女性51.4%）及び就職者（男性20.5%、女性11.8%）はど
ちらも男性の方が高く、女性は短期大学等、その他の進路を選択している割合が高い。

（注）出生率（人口千対）　/　乳児死亡率（出生千対）　/　新生児死亡率（出生千対）
　　　周産期死亡率（出産千対）

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

3.4
2.7

3.8 3.4
3.4

3.3 3.3
2.7 2.5

4.2
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群馬県 全国
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２．年齢階級別人工妊娠中絶の推移（群馬県）

（備考） 群馬県統計年鑑より作成

３．ＨＩＶ感染者の推移（性別・年齢別）（群馬県）

（備考） 群馬県感染症・疾病対策課資料より作成。

352 308 286 224 226 231 172 163 135 128 

596
550 551

516 592 539
528 486

416 344

545
518

449
462

473
445

386
383

350

295

550

531
558

537
504

491

443
385

340

301

547

528
527

468
469

470

438

400

350

332

250

259
273

276 244
213

197

205

172

190

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

平成25年 26年 27年 28年 29年 30年 令和元年 2年 3年 4年

（件）

年齢 20歳未満 年齢 20～24歳 年齢 25～29歳

年齢 30～34歳 年齢 35～39歳 年齢 40～44歳

59



４．喫煙率の推移（性別・年齢別）

（備考）

５．女性の医療施設従事医師、同歯科医師、薬局・医療施設従事薬剤師の割合の推移

(備考) 厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査」より作成。

＊20歳以上で「毎日吸っている」または「時々吸う日がある」と回答した人数の合計を分子
として、「総数」を分母とした割合（入院者は除く）

国立がん研究センターがん対策情報センター「都道府県別成人喫煙率（データソース：国
民生活基礎調査（厚生労働省））」より作成。
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第８章　教育・研究分野における男女共同参画

１．教員総数に占める女性教員の割合（本務者）

（１）小学校（公立）

　（１）　地
方自治法
（第180条

７．各分野における「指導的地位」に女性が占める割合（群馬県）

７．女性の企業規模別年齢階級別所定内給与の推移（群馬県）

　小学校では、教員の６割以上を女性が占めているが、中学校、高等学校となるにつれて、女性の割合は低く
なっている。また、校長に占める女性の割合は、最も高い小学校でも25.6％にとどまっている。高等学校の校長
や教頭の女性の割合は、全国よりも群馬の方が高い。
　高等学校卒業者に占める大学学部進学者（男性54.0%、女性51.4%）及び就職者（男性20.5%、女性11.8%）はど
ちらも男性の方が高く、女性は短期大学等、その他の進路を選択している割合が高い。
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（２）中学校（公立）
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（３）高等学校（公立；全日制）

（備考） １　文部科学省「学校基本調査」より作成。
２　各年５月１日現在
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２．高校卒業後の進路状況（群馬県）

（備考） １　文部科学省「学校基本調査」より作成。
２　各年３月（単位：人）
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１．男女共同参画に関する計画の整備

図１　市町村における男女共同参画計画策定率の推移 （各年4月1日）

2．男女共同参画に関する条例

　＊群馬県男女共同参画推進条例制定  （平成 16 年 4 月）

図２　条例制定市町村の割合の推移

３．男女共同参画・女性のための総合的な施設

　　市町村における男女共同参画推進拠点施設の整備率については群馬県5.7％、全国16.9%となっている。

図‐３　拠点施設設置市町村の割合の推移

第９章　地方公共団体（群馬県・市町村）における男女共同参画社会の

　　　　　形成又は女性に関する施策の推進状況（令和５年度）　　　　　

　　男女共同参画計画を策定している市町村は、群馬県42.9%（市100%、町村8.7%）、全国80.5%（市区94.5%、町村
63.3%）である。市の策定率は100％であるが、　町村の策定率は全国を大きく下回っている。

　　男女共同参画に関する条例を制定している市町村は、群馬県8.6% （市25%、町村 0％）、全国39.7%（市区
62.8%、町村19.3%）　となっている。市は全国の半分未満の制定率、町村においてはすべて未制定である。
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４．審議会等委員への女性の登用

図４-１　法律、政令及び条例により設置された審議会等の女性比率

　　

図４-２　登用目標のある審議会の市町村の女性委員比率

５．女性管理職の登用

図５　管理職（課長職以上）に占める女性の割合の推移

,

　　法律、政令及び条例により設置された審議会等委員に占める女性の割合は、群馬県22.6%（市23.1%、町村
21.0%）、全国28.5%(市区30.1%、町村24.2%）であり、市・町村とも全国を下回っている。

　　県内市町村の管理職に占める女性の割合は14.6%であり、令和４年に比べ0.5ポイント増加したが、全国平均
17.6%を下回っている。

　　審議会等委員の女性の登用について、群馬県では12市2町1村が目標値（30～40％）を設定しており、平均女
性登用比率は26%となっている。
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（参考）地方議会における女性議員

図６　地方議会における女性議員の割合の推移 

　（備考）

図１～図５

２　各年４月１日現在

         図６

２　各年１２月３１日現在。令和２年都道府県議会については令和３年８月１日現在

１　内閣府男女共同参画局「女性の政策・方針決定参画状況調べ」より作成

１　内閣府男女共同参画局「地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性
　に関する施策の推進状況」より作成

　地方議会における女性議員の割合ついて、群馬県議会は14.0%、市議会は16.6%、町村議会は12.5%、全国にお
いては、都道府県議会は14.6%、市区議会は19.9%、町村議会は13.6%となっている。
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第４部　県内市町村の状況

1　男女共同参画行政担当課一覧

担当課 連絡先 電話番号

市民部共生社会推進課 371-8601
前橋市大手町二丁目１２
番１号

027(898)6517

市民部　人権男女共同参画課 370-8501 高崎市高松町35-1 027(321)1228

市民生活部　地域づくり課 376-8501 桐生市織姫町1-1 0277(46)1111 内317

市民部人権課 372-8501 伊勢崎市今泉町2-410 0270(27)2730

市民生活部市民そうだん課 373-8718 太田市浜町2-35 0276(47)1912

市民部市民協働課 378-8501 沼田市下之町888 0278(23)2111 内3056

市民環境部市民協働課 374-8501 館林市城町1-1 0276(47)5120 内686

総合戦略部政策戦略課 377-8501 渋川市石原80 0279(22)2111 内2423

企画部地域づくり課 375-8601 藤岡市中栗須327 0274(40)2211

市民生活部市民課 370-2316 富岡市富岡1439-1 0274(62)8362

市民環境部市民課 379-0192 安中市安中1-23-13 027(382)1111 内1027

政策企画部地域創生課 379-2395 みどり市笠懸町鹿2952 0277(46)9067

榛 東 村 住民生活課 370-3593 榛東村新井790-1 0279(54)8225 内122

吉 岡 町 健康福祉課 370-3692 吉岡町下野田560 0279(54)3111 内183

上 野 村 総務課 370-1614 上野村川和11 0274(59)2111

神 流 町 総務課 370-1592 神流町万場90-6 0274(57)2111 内117

下 仁 田 町 福祉課 370-2601 下仁田町下仁田682 0274(64)8803

南 牧 村 総務部総務課 370-2806 南牧村大日向1098 0274(87)2011 内21

甘 楽 町 教育委員会教育課 370-2292 甘楽町小幡161-1 0274(74)3131 内530

中 之 条 町 地域共創課 377-0494 中之条町中之条町1091 0279(75)8837 内241

長 野 原 町 教育委員会教育課 377-1392 長野原町長野原1340-1 0279(82)4517

嬬 恋 村 未来創造課 377-1692 嬬恋村大前110 0279(96)1257 内361

草 津 町 愛町部総務課 377-1711 草津町草津28 0279(88)0001 内402

高 山 村 総務課 377-0792 高山村中山2856-1 0279(63)2111 内13

東 吾 妻 町 企画課 377-0892 東吾妻町原町1046 0279(68)2111 内2231

片 品 村 保健福祉課 378-0498 片品村鎌田3967-3 0278(58)2115 内291

川 場 村 総務課 378-0101 川場村谷地3200 0278(52)2333 内126

昭 和 村 教育委員会事務局 379-1203 昭和村糸井405-1 0278(24)5120 内402

みなかみ町 町民福祉課 379-1393 みなかみ町後閑318 0278(62)2111 内408

佐 波 郡 玉 村 町 企画課 370-1192 玉村町下新田201 0270(64)7711 内291

板 倉 町 福祉課 374-0192 板倉町板倉2682-1 0276(82)6134

明 和 町 介護福祉課 370-0795 明和町新里250-1 0276(84)3111 内152

千 代 田 町 保健福祉課 370-0503 千代田町赤岩2119-5 0276(86)7000

大 泉 町 企画部多文化協働課 370-0595 大泉町日の出55-1 0276(63)3111　内261

邑 楽 町 住民保険課 370-0692 邑楽町中野2570-1 0276(88)5511 内161

（令和６年４月１日現在）

市町村

北群馬郡

多 野 郡

甘 楽 郡

吾 妻 郡

前 橋 市

高 崎 市

桐 生 市

伊 勢 崎 市

太 田 市

沼 田 市

館 林 市

渋 川 市

藤 岡 市

富 岡 市

安 中 市

み ど り 市

邑 楽 郡

利 根 郡
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２　地方自治法（第２０２条の３）に基づく審議会等の女性の登用状況

女性 女性

うち女性委員を含 うち女性委員等 比率 うち女性委員 うち女性委員 比率
む数（広域除く） 数（広域除く） （％） を含む数 等数 （％）

1 前 橋 市 41 37 927 227 24.5% - - - 0 0.0

2 高 崎 市 51 45 916 255 27.8% - - - 0 0.0

3 桐 生 市 38 32 514 108 21.0% - - - 0 0.0

4 伊勢崎市 34 31 695 164 23.6% - - - 0 0.0

5 太 田 市 36 29 562 118 21.0% - - - 0 0.0

6 沼 田 市 21 17 300 60 20.0% 2 2 35 10 28.6

7 館 林 市 52 43 647 157 24.3% - - - 0 0.0

8 渋 川 市 30 28 410 126 30.7% 2 2 38 17 44.7

9 藤 岡 市 27 25 501 96 19.2% 2 1 40 12 30.0

10 富 岡 市 22 17 243 53 21.8% 1 1 5 1 20.0

11 安 中 市 34 32 475 143 30.1% - - - 0 0.0

12 みどり市 32 25 460 139 30.2% - - - 0 0.0

13 榛 東 村 7 7 106 27 25.5% - - - 0 0.0

14 吉 岡 町 56 24 384 110 28.6% 1 1 3 3 100.0

15 上 野 村 5 3 71 16 22.5% - - 0 0 0.0

16 神 流 町 7 6 74 22 29.7% - - 0 0 0.0

17 下仁田町 10 8 115 14 12.2% 1 1 25 7 28.0

18 南 牧 村 8 6 84 18 21.4% - - 0 0 0.0

19 甘 楽 町 8 8 123 17 13.8% 1 1 25 7 28.0

20 中之条町 17 16 208 40 19.2% 3 1 33 9 27.3

21 長野原町 10 7 111 17 15.3% - - 0 0 0.0

22 嬬 恋 村 17 16 189 39 20.6% - - 0 0 0.0

23 草 津 町 10 5 145 21 14.5% 10 0 145 21 14.5

24 高 山 村 12 5 131 14 10.7% - - 0 0 0.0

25 東吾妻町 14 11 161 27 16.8% - - 0 0 0.0

26 片 品 村 16 14 219 43 19.6% - - 0 0 0.0

27 川 場 村 6 6 93 20 21.5% - - 0 0 0.0

28 昭 和 村 6 5 90 19 21.1% - - 0 0 0.0

29 みなかみ町 14 9 171 36 21.1% 1 1 28 7 25.0

30 玉 村 町 41 37 487 144 29.6% - - 0 0 0.0

31 板 倉 町 14 7 213 33 15.5% 2 0 0 0 0.0

32 明 和 町 17 15 259 51 19.7% - - 0 0 0.0

33 千代田町 7 7 101 18 17.8% - - 0 0 0.0

34 大 泉 町 23 20 271 75 27.7% - - 0 0 0.0

35 邑 楽 町 20 17 254 88 34.6% - - 0 0 0.0

  　（令和６年4月１日現在）

　 ※法令・条例で設置されている地方自治法に基づく審議会等です。         　　　　　　　　　　　　　　　　　　

  　 ①要綱等により設置されているものは含みません。                       

  　 ②女性委員のいない審議会等も含みます。                              

  　 ③介護認定審査会等複数の自治体を含む広域圏で設置している審議会等がある場合は、右側の欄に記入しています。

 

総委員数

（広域除く） （広域除く） （広域のみ） （広域のみ）
市町村

審議会等数 総委員数 審議会等数
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３　市町村男女共同参画計画・男女共同参画条例の策定状況

（１）市町村男女共同参画計画の制定状況

 

市町村 名　　　　　　称 期　　間 策 定 年 月

前 橋 市
まえばしＷｉｎｄプラン・第5次前橋市
男女共同参画基本計画

　R4年度～R8年度 　令和 4年 3月

高 崎 市 高崎市第5次男女共同参画計画 　R5年度～R9年度 　令和 5年 3月

桐 生 市 桐生市男女共同参画計画（令和３年度～令和７年度版）　R3年度～R7年度 　令和 3年 3月

伊勢崎市 第3次伊勢崎市男女共同参画計画 　R2年度～R6年度 　令和 2年 3月

太 田 市 第4次太田市男女共同参画基本計画 　R5年度～R9年度 　令和 5年 3月

沼 田 市 沼田市第4次男女共同参画計画 　R3年度～R7年度 　令和 3年 3月

館 林 市 第6次館林市男女共同参画基本計画 　R4年度～R8年度 　令和 4年 3月

渋 川 市 第2次渋川市男女共同参画計画 　H31年度～R7年度 　平成31年 3月

藤 岡 市 藤岡市男女共同参画基本計画 　H30年度～R9年度 　平成30年 3月

富 岡 市 第4次富岡市男女共同参画基本計画 　R6年度～R10年度 　令和 6年 3月

安 中 市 第4次安中市男女共同参画計画 　R6年度～R10年度 　令和 6年 3月

みどり市 第3次みどり市男女共同参画プラン 　R2年度～R6年度 　令和 2年 3月

榛 東 村 第2次榛東村男女共同参画基本計画 　H29年度～R8年度 　平成29年 3月

吉 岡 町 第2期吉岡町男女共同参画基本計画 　R6年度～R10年度 　令和 6年 3月

大 泉 町 第四次大泉町男女共同参画推進計画 　R3年度～R7年度 　令和 3年 3月

（令和６年４月１日現在）

 （２）市町村男女共同参画条例の制定状況

 

市町村 施　　行　　日

前 橋 市 平成15年 4月 1日

高 崎 市 平成21年 4月 1日

太 田 市 令和 6年 4月 1日

館 林 市 平成17年 4月 1日

渋 川 市 令和 6年 4月 1日

（令和６年４月１日現在）

４　男女共同参画計画・女性のための総合的な施設設置状況（県・市町村）

（１）県
 

名　　　　　　称 設置年月 施設形態

群 馬 県
ぐんま男女共同参画センター
愛称：とらいあんぐるん

　平成21年 4月1日 単独施設

（令和６年４月１日現在）

（２）市町村
 

市町村 名　　　　　　称 設置年月 施設形態

前 橋 市 前橋市男女共同参画センター 　平成26年 4月1日 複合施設

高 崎 市 高崎市男女共同参画センター 　平成24年 4月1日 複合施設

（令和６年４月１日現在）

名　　　　　　　称

まえばし男女共同参画推進条例

高崎市男女共同参画推進条例

渋川市男女共同参画及び多様性を尊重する社会を推進する条例

館林市男女共同参画推進条例

太田市男女共同参画社会の形成及びジェンダー平等の推進に関する条例
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第５部 資料 

 

 

１ 群馬県男女共同参画推進条例 

  （平成十六年三月二十四日条例第二十三号）  

 

目 次 

第一章 総則（第一条～第七条） 

第二章 基本的施策（第八条～第十条） 

第三章 男女共同参画の促進（第十一条～第十六条） 

第四章 性別による差別的取扱いの禁止等（第十七条～

第十九条） 

第五章 群馬県男女共同参画推進委員会（第二十条～第

二十二条） 

附 則 

 

第一章 総則 

 

（目的） 

第一条 この条例は、男女共同参画の推進に関し、基本

理念を定め、並びに県、県民及び事業者の責務を明らか

にするとともに、県の施策の基本となる事項を定めるこ

とにより、男女共同参画を総合的かつ計画的に推進し、

もって男女共同参画社会の実現を図ることを目的とす

る。 

 

（定義） 

第二条 この条例において、「男女共同参画」とは、男

女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって

社会のあらゆる分野における活動に参画する機会が確

保され、もって男女が個人の能力に応じて均等に利益を

享受することができ、かつ、共に責任を担うことをいう。 

 

（基本理念） 

第三条 男女共同参画は、男女の個人としての尊厳が重

んぜられること、男女が性別による差別的取扱いを受け

ないこと、男女が個人として能力を発揮する機会が確保

されることその他の男女の人権が尊重されることを旨

として、推進されなければならない。 

２ 男女共同参画の推進に当たっては、社会における制

度又は慣行が、性別による固定的な役割分担等を反映し

て、男女の社会における活動の選択に対して中立でない

影響を及ぼすことにより、男女共同参画社会の形成を阻

害する要因となるおそれがあることにかんがみ、社会に

おける制度又は慣行が男女の社会における活動の選択

に対して及ぼす影響をできる限り中立なものとするよ

うに配慮されなければならない。 

３ 男女共同参画は、男女が、社会の対等な構成員とし

て、県における政策又は民間の団体における方針の立案

及び決定に共同して参画する機会が確保されることを

旨として、推進されなければならない。 

４ 男女共同参画は、家族を構成する男女が、相互の協

力と社会の支援の下に、子の養育、家族の介護その他の

家庭生活における活動について家族の一員としての役

割を円滑に果たし、かつ、当該活動以外の活動を行うこ

とができるようにすることを旨として、推進されなけれ

ばならない。 

５ 男女共同参画の推進は、国際社会における取組と密

接な関係を有していることにかんがみ、国際的協調の下

に行われなければならない。 

 

（県の責務） 

第四条 県は、前条に定める基本理念（以下「基本理念」

という。）にのっとり、男女共同参画の推進に関する施

策を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。 

 

（県民の責務） 

第五条 県民は、社会のあらゆる分野において、基本理

念にのっとり、男女共同参画の推進に努めなければなら 

 

 

 

ない。 

 

（事業者の責務） 

第六条 事業者は、その事業活動に関し、基本理念にの

っとり、男女共同参画の推進に努めなければならない。 

 

（年次報告の公表） 

第七条 知事は、毎年、男女共同参画の推進の状況及び

男女共同参画の推進に関する県の施策の実施状況につ

いて、報告書を作成し、これを公表するものとする。 

 

第二章 基本的施策 

 

（男女共同参画基本計画） 

第八条 知事は、男女共同参画社会基本法（平成十一年

法律第七十八号）第十四条第一項に規定する男女共同参

画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な

計画（以下「基本計画」という。）を定めるものとし、

基本計画を定めるに当たっては、あらかじめ、県民及び

事業者の意見を反映することができるよう必要な措置

を講ずるとともに、群馬県男女共同参画推進委員会の意

見を聴くものとする。 

２ 前項の規定は、基本計画の変更について準用する。 

 

（学習の機会の提供） 

第九条 県は、県民及び事業者が男女共同参画に関する

理解を深めるため、男女共同参画に関する学習の機会の

提供に努めるものとする。 

 

（施策に対する意見の申出） 

第十条 県民及び事業者は、県が実施する男女共同参画

の推進に関する施策又は男女共同参画に影響を及ぼす

と認められる施策について、県に意見を申し出ることが

できるものとする。 

２ 県は、前項の規定による意見の申出を処理するに当

たって特に必要があると認めるときは、群馬県男女共同

参画推進委員会に意見を聴くものとする。 

 

第三章 男女共同参画の促進 

 

（附属機関等における委員等の構成） 

第十一条 県は、附属機関（地方自治法（昭和二十二年

法律第六十七号）第百三十八条の四第三項の規定に基づ

く附属機関をいう。）その他これに準ずるものにおける

委員その他の構成員を任命し、又は委嘱する場合は、構

成員の男女の数について、できる限り均衡を図るよう努

めるものとする。 

 

（県民等との協働） 

第十二条 県は、男女共同参画を推進するため、市町村、

県民及び事業者との協働に努めるとともに、市町村、県

民及び事業者が行う男女共同参画の推進に関する活動

を支援するため、情報の提供その他の必要な措置を講ず

るよう努めるものとする。 

 

（地域・職場等における環境の整備） 

第十三条 県は、男女が、その属する地域、職場その他

の分野において、その個性と能力を十分に発揮し、対等

な構成員として方針の立案及び決定に参画する機会が

確保されるために必要な環境を整備するよう努めるも

のとする。 

 

（子育て環境の整備） 

第十四条 県は、男女共同参画を推進するため、男女が、

相互の協力と地域及び職場の支援の下に、安心して子ど

もを生み、育てられるよう、必要な環境を整備するよう

努めるものとする。  
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（男女共同参画推進員の設置等） 

第十五条 事業者は、事業活動における男女共同参画を

推進するため、男女共同参画の推進に係る普及啓発その

他の活動を行う者（以下「男女共同参画推進員」という。）

を置くよう努めるものとする。 

２ 県は、男女共同参画推進員の活動を支援するために

必要な措置を講ずるものとする。  

 

（報告） 

第十六条 県は、事業者に対し、この条例の施行に必要

な限度において、男女共同参画の推進の状況について、

報告を求めることができる。 

 

第四章 性別による差別的取扱いの禁止等 

 

（性別による権利侵害の禁止） 

第十七条 何人も、社会のあらゆる分野において、性別

による差別的取扱いをしてはならない。 

２ 何人も、異性に対する暴力的行為（身体的又は精神

的な苦痛を与える行為をいう。以下同じ。）を行っては

ならない。 

３ 何人も、セクシュアル・ハラスメント（性的な言動

により相手方の生活環境を害する行為又は性的な言動

に対する相手方の対応によってその者に不利益を与え

る行為をいう。）を行ってはならない。 

 

（相談体制の整備） 

第十八条 県は、性別による差別的取扱いその他の男女

共同参画の推進を阻害する要因によって人権を侵害さ

れた者に対して適切に対応するため、必要な相談体制を

整備するよう努めるものとする。 

 

（被害者の支援等） 

第十九条 県は、異性に対する暴力的行為を受けた者に

対し、必要な助言、自立のための支援、施設への一時的

な入所等による保護その他必要な措置を講ずるものと

する。 

 

第五章 群馬県男女共同参画推進委員会 

 

（設置） 

第二十条 基本計画その他男女共同参画の推進に関す

る基本的かつ総合的な施策及び重要事項を調査審議す

るため、群馬県男女共同参画推進委員会（以下「委員会」

という。）を置く。 

 

（組織等） 

第二十一条 委員会は、委員十五人以内で組織する。 

２ 委員は、男女共同参画の推進に関し学識経験を有す

る者その他適当と認める者のうちから、知事が任命す

る。 

３ 前項の委員のうち、男女のいずれか一方の委員の数

は、第一項に規定する委員の総数の十分の四未満であっ

てはならない。 

４ 委員の任期は、二年とし、再任を妨げない。ただし、

補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（運営事項の委任） 

第二十二条 この章に定めるもののほか、委員会の組織

及び運営に関し必要な事項は、規則で定める。 

 

附 則 

 

（施行期日） 

１ この条例は、平成十六年四月一日から施行する。 

 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際、現に定められている基本計画

は、この条例に規定する手続により定められた基本計画

とみなす。 

 

２ 男女共同参画社会基本法 

 （平成十一年六月二十三日法律第七十八号） 

 

 最終改正 平成十一年十二月二十二日法律第百六十

号 

 

目次  

前文 

第一章 総則（第一条―第十二条） 

第二章 男女共同参画社会の形成の促進に関する基本

的施策（第十三条―第二十条） 

第三章 男女共同参画会議（第二十一条―第二十八条） 

附則  

 

 我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と法の下

の平等がうたわれ、男女平等の実現に向けた様々な取組

が、国際社会における取組とも連動しつつ、着実に進め

られてきたが、なお一層の努力が必要とされている。 

 一方、少子高齢化の進展、国内経済活動の成熟化等我

が国の社会経済情勢の急速な変化に対応していく上で、

男女が、互いにその人権を尊重しつつ責任も分かち合

い、性別にかかわりなく、その個性と能力を十分に発揮

することができる男女共同参画社会の実現は、緊要な課

題となっている。 

 このような状況にかんがみ、男女共同参画社会の実現

を二十一世紀の我が国社会を決定する最重要課題と位

置付け、社会のあらゆる分野において、男女共同参画社

会の形成の促進に関する施策の推進を図っていくこと

が重要である。 

 ここに、男女共同参画社会の形成についての基本理念

を明らかにしてその方向を示し、将来に向かって国、地

方公共団体及び国民の男女共同参画社会の形成に関す

る取組を総合的かつ計画的に推進するため、この法律を

制定する。 

 

第一章 総則  

 

（目的） 

第一条 この法律は、男女の人権が尊重され、かつ、社

会経済情勢の変化に対応できる豊かで活力ある社会を

実現することの緊要性にかんがみ、男女共同参画社会の

形成に関し、基本理念を定め、並びに国、地方公共団体

及び国民の責務を明らかにするとともに、男女共同参画

社会の形成の促進に関する施策の基本となる事項を定

めることにより、男女共同参画社会の形成を総合的かつ

計画的に推進することを目的とする。  

 

（定義） 

第二条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意

義は、当該各号に定めるところによる。  

一 男女共同参画社会の形成 男女が、社会の対等な構

成員として、自らの意思によって社会のあらゆる分野に

おける活動に参画する機会が確保され、もって男女が均

等に政治的、経済的、社会的及び文化的利益を享受する

ことができ、かつ、共に責任を担うべき社会を形成する

ことをいう。 

二 積極的改善措置 前号に規定する機会に係る男女間

の格差を改善するため必要な範囲内において、男女のい

ずれか一方に対し、当該機会を積極的に提供することを

いう。  

 

（男女の人権の尊重） 

第三条 男女共同参画社会の形成は、男女の個人として

の尊厳が重んぜられること、男女が性別による差別的取

扱いを受けないこと、男女が個人として能力を発揮する

機会が確保されることその他の男女の人権が尊重され

ることを旨として、行われなければならない。  

 

（社会における制度又は慣行についての配慮） 

第四条 男女共同参画社会の形成に当たっては、社会に
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おける制度又は慣行が、性別による固定的な役割分担等

を反映して、男女の社会における活動の選択に対して中

立でない影響を及ぼすことにより、男女共同参画社会の

形成を阻害する要因となるおそれがあることにかんが

み、社会における制度又は慣行が男女の社会における活

動の選択に対して及ぼす影響をできる限り中立なもの

とするように配慮されなければならない。  

 

（政策等の立案及び決定への共同参画） 

第五条 男女共同参画社会の形成は、男女が、社会の対

等な構成員として、国若しくは地方公共団体における政

策又は民間の団体における方針の立案及び決定に共同

して参画する機会が確保されることを旨として、行われ

なければならない。  

 

（家庭生活における活動と他の活動の両立） 

第六条 男女共同参画社会の形成は、家族を構成する男

女が、相互の協力と社会の支援の下に、子の養育、家族

の介護その他の家庭生活における活動について家族の

一員としての役割を円滑に果たし、かつ、当該活動以外

の活動を行うことができるようにすることを旨として、

行われなければならない。  

 

（国際的協調） 

第七条 男女共同参画社会の形成の促進が国際社会に

おける取組と密接な関係を有していることにかんがみ、

男女共同参画社会の形成は、国際的協調の下に行われな

ければならない。  

 

（国の責務） 

第八条 国は、第三条から前条までに定める男女共同参

画社会の形成についての基本理念（以下「基本理念」と

いう。）にのっとり、男女共同参画社会の形成の促進に

関する施策（積極的改善措置を含む。以下同じ。）を総

合的に策定し、及び実施する責務を有する。  

 

（地方公共団体の責務） 

第九条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、男女共

同参画社会の形成の促進に関し、国の施策に準じた施策

及びその他のその地方公共団体の区域の特性に応じた

施策を策定し、及び実施する責務を有する。  

 

（国民の責務） 

第十条 国民は、職域、学校、地域、家庭その他の社会

のあらゆる分野において、基本理念にのっとり、男女共

同参画社会の形成に寄与するように努めなければなら

ない。  

 

（法制上の措置等） 

第十一条 政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関

する施策を実施するため必要な法制上又は財政上の措

置その他の措置を講じなければならない。  

 

（年次報告等） 

第十二条 政府は、毎年、国会に、男女共同参画社会の

形成の状況及び政府が講じた男女共同参画社会の形成

の促進に関する施策についての報告を提出しなければ

ならない。 

２ 政府は、毎年、前項の報告に係る男女共同参画社会

の形成の状況を考慮して講じようとする男女共同参画

社会の形成の促進に関する施策を明らかにした文書を

作成し、これを国会に提出しなければならない。  

 

第二章 男女共同参画社会の形成の促進に関する基本

的施策  

 

（男女共同参画基本計画）  

第十三条 政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関

する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、男女共

同参画社会の形成の促進に関する基本的な計画（以下

「男女共同参画基本計画」という。）を定めなければな

らない。  

２ 男女共同参画基本計画は、次に掲げる事項について

定めるものとする。  

一 総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の

形成の促進に関する施策の大綱  

二 前号に掲げるもののほか、男女共同参画社会の形成

の促進に関する施策を総合的かつ計画的に推進するた

めに必要な事項  

３ 内閣総理大臣は、男女共同参画会議の意見を聴い

て、男女共同参画基本計画の案を作成し、閣議の決定を

求めなければならない。  

４ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があ

ったときは、遅滞なく、男女共同参画基本計画を公表し

なければならない。  

５ 前二項の規定は、男女共同参画基本計画の変更につ

いて準用する。  

 

（都道府県男女共同参画計画等） 

第十四条 都道府県は、男女共同参画基本計画を勘案し

て、当該都道府県の区域における男女共同参画社会の形

成の促進に関する施策についての基本的な計画（以下

「都道府県男女共同参画計画」という。）を定めなけれ

ばならない。  

２ 都道府県男女共同参画計画は、次に掲げる事項につ

いて定めるものとする。  

一 都道府県の区域において総合的かつ長期的に講ず

べき男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の大

綱  

二 前号に掲げるもののほか、都道府県の区域における

男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を総合的

かつ計画的に推進するために必要な事項  

３ 市町村は、男女共同参画基本計画及び都道府県男女

共同参画計画を勘案して、当該市町村の区域における男

女共同参画社会の形成の促進に関する施策についての

基本的な計画（以下「市町村男女共同参画計画」という。）

を定めるように努めなければならない。  

４ 都道府県又は市町村は、都道府県男女共同参画計画

又は市町村男女共同参画計画を定め、又は変更したとき

は、遅滞なく、これを公表しなければならない。  

 

（施策の策定等に当たっての配慮） 

第十五条 国及び地方公共団体は、男女共同参画社会の

形成に影響を及ぼすと認められる施策を策定し、及び実

施するに当たっては、男女共同参画社会の形成に配慮し

なければならない。  

 

（国民の理解を深めるための措置） 

第十六条 国及び地方公共団体は、広報活動等を通じ

て、基本理念に関する国民の理解を深めるよう適切な措

置を講じなければならない。  

 

（苦情の処理等） 

第十七条 国は、政府が実施する男女共同参画社会の形

成の促進に関する施策又は男女共同参画社会の形成に

影響を及ぼすと認められる施策についての苦情の処理

のために必要な措置及び性別による差別的取扱いその

他の男女共同参画社会の形成を阻害する要因によって

人権が侵害された場合における被害者の救済を図るた

めに必要な措置を講じなければならない。  

 

（調査研究） 

第十八条 国は、社会における制度又は慣行が男女共同

参画社会の形成に及ぼす影響に関する調査研究その他

の男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の策定

に必要な調査研究を推進するように努めるものとする。  

 

（国際的協調のための措置） 

第十九条 国は、男女共同参画社会の形成を国際的協調

の下に促進するため、外国政府又は国際機関との情報の
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交換その他男女共同参画社会の形成に関する国際的な

相互協力の円滑な推進を図るために必要な措置を講ず

るように努めるものとする。  

 

（地方公共団体及び民間の団体に対する支援） 

第二十条 国は、地方公共団体が実施する男女共同参画

社会の形成の促進に関する施策及び民間の団体が男女

共同参画社会の形成の促進に関して行う活動を支援す

るため、情報の提供その他の必要な措置を講ずるように

努めるものとする。  

 

第三章 男女共同参画会議  

 

（設置） 

第二十一条 内閣府に、男女共同参画会議（以下「会議」

という。）を置く。  

 

（所掌事務） 

第二十二条 会議は、次に掲げる事務をつかさどる。  

一 男女共同参画基本計画に関し、第十三条第三項に規

定する事項を処理すること。  

二 前号に掲げるもののほか、内閣総理大臣又は関係各

大臣の諮問に応じ、男女共同参画社会の形成の促進に関

する基本的な方針、基本的な政策及び重要事項を調査審

議すること。  

三 前二号に規定する事項に関し、調査審議し、必要が

あると認めるときは、内閣総理大臣及び関係各大臣に対

し、意見を述べること。  

四 政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に

関する施策の実施状況を監視し、及び政府の施策が男女

共同参画社会の形成に及ぼす影響を調査し、必要がある

と認めるときは、内閣総理大臣及び関係各大臣に対し、

意見を述べること。  

 

（組織） 

第二十三条 会議は、議長及び議員二十四人以内をもっ

て組織する。  

 

（議長） 

第二十四条 議長は、内閣官房長官をもって充てる。 

２ 議長は、会務を総理する。  

 

（議員） 

第二十五条 議員は、次に掲げる者をもって充てる。  

一 内閣官房長官以外の国務大臣のうちから、内閣総理

大臣が指定する者  

二 男女共同参画社会の形成に関し優れた識見を有す

る者のうちから、内閣総理大臣が任命する者  

２ 前項第二号の議員の数は、同項に規定する議員の総

数の十分の五未満であってはならない。  

３ 第一項第二号の議員のうち、男女のいずれか一方の

議員の数は、同号に規定する議員の総数の十分の四未満

であってはならない。  

４ 第一項第二号の議員は、非常勤とする。  

 

（議員の任期） 

第二十六条 前条第一項第二号の議員の任期は、二年と

する。ただし、補欠の議員の任期は、前任者の残任期間

とする。 

２ 前条第一項第二号の議員は、再任されることができ

る。  

 

（資料提出の要求等） 

第二十七条 会議は、その所掌事務を遂行するために必

要があると認めるときは、関係行政機関の長に対し、監

視又は調査に必要な資料その他の資料の提出、意見の開

陳、説明その他必要な協力を求めることができる。 

２ 会議は、その所掌事務を遂行するために特に必要が

あると認めるときは、前項に規定する者以外の者に対し

ても、必要な協力を依頼することができる。  

 

（政令への委任） 

第二十八条 この章に定めるもののほか、会議の組織及

び議員その他の職員その他会議に関し必要な事項は、政

令で定める。  

 

附 則（平成十一年六月二三日法律第七八号） 抄  

 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。  

 

（男女共同参画審議会設置法の廃止） 

第二条 男女共同参画審議会設置法（平成九年法律第七

号）は、廃止する。  

 

附 則 （平成十一年七月十六日法律第百二号） 抄  

 

（施行期日） 

第一条 この法律は、内閣法の一部を改正する法律（平

成十一年法律第八十八号）の施行の日から施行する。た

だし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日か

ら施行する。  

（施行の日＝平成十三年一月六日）  

一 略  

二 附則第十条第一項及び第五項、第十四条第三項、第

二十三条、第二十八条並びに第三十条の規定 公布の日  

 

（委員等の任期に関する経過措置） 

第二十八条 この法律の施行の日の前日において次に

掲げる従前の審議会その他の機関の会長、委員その他の

職員である者（任期の定めのない者を除く。）の任期は、

当該会長、委員その他の職員の任期を定めたそれぞれの

法律の規定にかかわらず、その日に満了する。  

一から十まで 略  

十一 男女共同参画審議会  

 

（別に定める経過措置） 

第三十条 第二条から前条までに規定するもののほか、

この法律の施行に伴い必要となる経過措置は、別に法律

で定める。  

 

附 則 （平成十一年十二月二十二日法律第百六十号） 

抄  

 

（施行期日） 

第一条 この法律（第二条及び第三条を除く。）は、平

成十三年一月六日から施行する。ただし、次の各号に掲

げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

  （以下略） 
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３ 男女共同参画に関する国内外の動き 
 

 

  年 
 

     世  界 
 

      日  本 
 

      群  馬 

昭和５０年 
 (1975) 

・国際婦人年 
・国際婦人年世界会議開催 
 (メキシコシティー） 
・「世界行動計画」の採択 
・国連婦人の十年('76～'85）宣言 
・ＩＬＯ｢婦人労働者の機会及び 

待遇均等等を促進するための行 動

計画」採択 

 

・婦人問題企画推進本部設置 
・婦人問題企画推進会議設置 
・婦人問題担当室設置 
・「国際婦人年」日本会議 

 

昭和５１年 
 (1976) 

・ＩＬＯ婦人労働問題担当室設置 ・育児休業法施行(対象；女性教職  

員、看護婦、保母） 
・民法等の一部を改正する法律施行 

(離婚後も婚姻中の姓を称すること 

ができる） 

 

 

昭和５２年 
 (1977) 

 

 

・「国内行動計画」策定 
・「国内行動計画前期重点目標」策定 
・婦人の政策決定参加を促進する特 

別活動推進要項決定 
・国立婦人教育会館開館 

 

 

昭和５３年 
 (1978) 

 
・「国内行動計画」第１回報告 
 

・群馬県各種婦人団体連絡協議会 
 結成 

 

 

昭和５４年 
 (1979) 

・国連婦人の十年アジア太平洋  

地域政府間会議(エスカップ)開催

(ニューデリー） 
・「女子差別撤廃条約」採択 

 

 
・県民生活部婦人児童課に婦人対策 

係を設置 
・群馬県婦人問題懇談会の設置 

 

昭和５５年 
 (1980) 

・国連婦人の十年中間年世界会議 

開催(コペンハーゲン）、「後半期 

行動プログラム」採択 
・「女子差別撤廃条約」署名式 

・「国内行動計画」第２回報告 
・国連婦人の十年世界会議参加 
 (「女子差別撤廃条約」への署名) 

・「新ぐんま婦人計画」の策定 
・群馬県婦人大学開催(第１回) 
・婦人国外研修実施（第１回中国） 
・群馬県婦人の集い開催 

 

昭和５６年 
 (1981) 

・「女子差別撤廃条約」発効 
・ＩＬＯ、家族的責任条約採択 
 (家族的責任を有する男女労働  

者の機会及び待遇の均等に関す る

条約）(第１５６号） 

 

・「民法及び家事審判法の一部を改正 

する法律」施行（配偶者の法定  相

続分引き上げ等） 
・「国内行動計画後期重点目標」策定 

 

 

昭和５７年 
 (1982) 

  
・群馬県婦人会議開催 
・婦人問題懇談会提言 

 

昭和５８年 
 (1983) 

 
・婦人少年問題審議会婦人労働部会「男

女雇用平等法審議」中間報告 

 

・婦人問題懇談会報告書 
・婦人問題意識調査実施 
・中国婦人代表招へい(第 1 回) 

 

昭和５９年 
 (1984) 

・ナイロビ世界会議のためのアジ 

ア 太 平 洋 地 域 政 府 間 準 備 会 議  

（エスカップ）開催（東京） 

 

・総理府「アジア太平洋地域婦人シ ン

ポジウム」開催 
・中国からの招請による婦人代表団 

派遣（第１回） 
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  年 
 

     世  界 
 

      日  本 
 

      群  馬 

昭和６０年 
 (1985) 

・国連婦人の十年世界会議開催 （ナ

イロビ）、「婦人の地位向上の た

めのナイロビ将来戦略 」採択 

・国籍法及び戸籍法の一部を改正す 

る法律の施行（父系血統主義から 父

母両系血統主義へ、配偶者の帰 化条

件の差異の解消） 
・「男女雇用機会均等法」成立 
・「女子差別撤廃条約」の批准 

 

・婦人問題懇談会報告書 
・国連婦人の十年最終年記念群馬県 

大会 

昭和６１年 
 (1986) 

 
・労働基準法一部改正施行（女子保 護

規定の緩和等） 
・「婦人問題企画推進会議」にかえ 

 て「婦人問題企画推進有識者会議」 

設置 
・「男女雇用機会均等法」施行 
・「国民年金等の一部を改正する法 

 律」施行 

 

 

昭和６２年 
 (1987) 

 
・「西暦２０００年に向けての新国内 

行動計画」策定 

 

 

 

昭和６３年 
 (1988) 

 
・労働基準法の一部改正施行（労働 時

間の短縮等） 

 
 

 

平成元年 
 (1989) 

・１９９４年を国際家族年とする 

ことを採択 
・日本青年館で男中心の結婚観や人 

間関係を見直し自立した男になる こ

とを目指した「花婿学校」開講 

 

・「群馬県における婦人対策につい 

て－西暦２０００年に向けて男女 

共同参画型社会を－」報告書提出 

平成２年 
 (1990) 

 

・国連経済社会理事会「婦人の地 位

向上のためのナイロビ将来戦 略の

実施に関する第１回見直し と評価

に伴う勧告及び結論」 
 採択 
・ＩＬＯ、「夜業に対する条約」 

 採択 

 

・「西暦２０００年に向けての新国 内

行動計画」の見直し方針決定 

 

 

平成３年 
 (1991) 

 

・ＯＥＣＤ（海外経済協力基金） 
「開発と女性配慮のための指針」 

策定 

・「西暦２０００年に向けての新国内 

行動計画（第１次改訂）」策定 
・「新ぐんま２０１０」の中に女性 

対策を主要な柱として位置付け、策定 
・女性に関する意識調査実施 
・北海道・東北・関東甲信越地区婦 

人問題推進地域会議開催（水上町） 

 

平成４年 
 (1992) 

 

 
・「育児休業法」施行 
・「婦人問題担当大臣」任命 
・第２回アジア女性会議開催 

 

 

平成５年 
 (1993) 

・国連総会で「女性に対する暴力 撤

廃宣言」採択 
・「第１回婦人問題に関する全国女性 

ﾘｰﾀﾞｰ会議」開催 
・中学校での家庭科の男女必修完全 

実施 
・「短時間労働者の雇用管理の改善等 

に関する法律（パートタイム労働 

法）」施行 

 

・新ぐんまプラン委員会の設置 
・「新ぐんま女性ﾌﾟﾗﾝ」の策定 
・「群馬県女性行政推進連絡会議」 

の設置 

76



 

 

  年 

 

     世  界 

 

      日  本 

 

      群  馬 

平成６年 
 (1994) 

 

・「開発と女性」に関する第２回 

 アジア・太平洋大臣会議開催 
（ジャカルタ） 
・国際人口開発会議開催（カイロ） 
・ＩＬＯ、「パートタイム労働に関 

する条約」採択 
・列国会議同盟（ＩＰＵ）「政治活 

動における男女間の不均衡是正 の

ためのＩＰＵ行動計画」採択 

 

・高等学校での家庭科の男女必修完 

全実施 
・男女共同参画室の設置 
・男女共同参画審議会の設置 
・男女共同参画推進本部の設置 

・県民生活課に女性政策室設置 
・「群馬県女性人材ﾃﾞｰﾀﾊﾞﾝｸ」の 
 構築 

平成７年 
 (1995) 

・第４回世界女性会議開催（北京）、

「北京宣言」と「行動綱領」採択 
・ＩＬＯ第１５６号条約（家族的責 任

条約）を批准 
・育児・介護休業法成立 

 

・「ぐんま女性白書'95」発行 

平成８年 
 (1996) 

・ＩＬＯ、「家内労働条約」採択 ・法制審議会総会で「婚姻制度等に 関

する民法改正要綱案」（選択的夫 婦

別姓の導入）を決定 
・男女共同参画審議会が「男女共同 参

画ビジョン」を答申 
・「男女共同参画２０００年ﾌﾟﾗﾝ」 

 策定 
・優生保護法を母体保護法に改正 
 

・男女共同参画社会をきずくための 

意識調査実施 
・「ぐんま女性白書'96」発行 
・新ぐんま女性プラン委員会提言（ﾌﾟ

ﾗﾝ後期について） 

平成９年 
 (1997)  

・男女共同参画審議会を、法律に基 づ

く恒久的なものとして総理府に 設置 
・男女雇用機会均等法、労働基準法 等

の改正（施行は平成１１年４月） 
・参議院創設５０周年記念「女性国 

会」開催 
・介護保険法公布（施行は平成１２ 年

４月） 
 

・「ぐんま女性白書'97」発行 
・「ぐんまｳｨﾒﾝｽﾞ・ﾈｯﾄ」発足(～H23) 

平成１０年 
 (1998) 

 
・特定非営利活動促進法（ＮＰＯ法） 

公布 
・男女共同参画審議会が「男女共同 参

画基本法」について答申 
 

・「ぐんま女性白書'98」発行 
・父と子の自慢料理コンテスト 
 開催 
・「'98 福島・群馬・新潟３県女性ｻ 

ﾐｯﾄ」を新潟県で開催 

 

平成１１年 
 (1999) 

 
・「男女共同参画社会基本法」公布、 

施行 
・「食料・農業・農村基本法」の公布、 

施行（女性の参画の促進を規定） 
・男女共同参画審議会から「女性に対

する暴力のない社会を目指して」答申 

 

・女性のための県政参画講座開催 
 (～H17) 
・「'99 新潟・福島・群馬三県女性ｻ 

ﾐｯﾄ」を群馬県で開催 
・１０代からの発信事業実施 
・男女共同参画社会に関する県民  

意識調査実施 

 

平成１２年 
 (2000) 

・「女性２０００年会議」を国連特 

別総会として開催（ニュ－ヨ－ 

ク）、「政治宣言」と「成果文書」 

を採択 

・男女共同参画審議会から「男女共 同

参画基本計画策定に当たっての 基本

的な考え方」答申 
・男女共同参画基本計画策定 

・新ぐんま女性プラン委員会提言 
・「ぐんま女性白書 2000」発行 
・「群馬・新潟・福島三県女性サミ 

ット 2000」を福島県で開催 
・中華婦女連との交流２０周年記念 

事業実施 
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平成１３年 
 (2001) 

 
・省庁再編により内閣府に男女共同 

参画局を設置 
・男女共同参画会議の設置 
・「配偶者からの暴力の防止及び被害 

者の保護に関する法律」（ＤＶ防止 

法）公布・施行 

・「ぐんま男女共同参画ﾌﾟﾗﾝ」策定 
・女性政策室を男女共同参画室に改 

称 
・群馬県婦人会館を生涯学習課から 

所掌替 
・群馬県男女共同参画推進協議会の 

設置 
・群馬県各種婦人団体連絡協議会を 

群馬県女性団体連絡協議会に改称 
・ぐんま男女共同参画プラン委員会 

の設置 
・女性に対する暴力実態調査実施 

 

平成１４年 
 (2002) 

 

  
・人権男女共同参画課設置 
・群馬県女性代表団及び群馬県女性 

国外交流団が日中国交正常化３０ 

周年記念事業「日中女性北京の集 

い」に参加 

 

平成１５年 
 (2003) 

 
・次世代育成支援対策推進法公布・ 施

行 
・群馬県女性会館内に「女性相談支 

援室」を設置 

・女性相談所を保健福祉課から人権 

男女共同参画課に移管 

 

平成１６年 
 (2004) 

 
・ＤＶ防止法改正・施行 

 

・群馬県男女共同参画推進条例制定 
・群馬県婦人会館を群馬県女性会館 

に名称変更 
・女性相談支援室と女性相談所の両 

相談部門を統合し、女性相談センター

を女性会館内に開設 
・群馬県男女共同参画推進委員会  

設置 

 

平成１７年 
 (2005) 

・第４９回国連婦人の地位委員会（北

京＋１０）閣僚級会合開催 
（２～３月） 

・男女共同参画基本計画（第２次） 閣

議決定 
・育児・介護休業法改正・施行 

・中華婦女連との交流２５周年 
・「第４回世界女性会議１０周年記 

念会議」派遣 

 

平成１８年 
 (2006) 

 
・男女雇用機会均等法、労働基準法 の

改正（施行は平成１９年４月） 
・「群馬県男女共同参画基本計画 （第

２次）」策定 
・「ぐんまＤＶ対策基本計画」策定 

 

平成１９年 
 (2007) 

 
・ＤＶ防止法改正（施行は平成２０ 年

１月） 
・仕事と生活の調和（ﾜｰｸﾗｲﾌ･ﾊﾞﾗﾝｽ） 

憲章、仕事と生活のための行動指 針

の策定 

 

 

平成２０年 
 (2008) 

 
・「女性の参画加速プログラム」男女 

共同参画本部決定 

 
 

・「ぐんまＤＶ対策基本計画(第２ 

 次)」策定 
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平成２１年 
(2009) 

 
・育児・介護休業法改正（施行は平成

２２年６月） 
・群馬女性会館閉館（３月末） 
・４月１日「ぐんま男女共同参画セ 

ンター」設置。一般利用開始 
 ５月１日 
・女性相談センター、ぐんま男女共 

同参画センターに移転 
・男女共同参画社会に関する県民意 

識調査実施 

 

平成２２年

(2010) 
・第５４回国連婦人の地位委員会（北

京＋１５）閣僚級会合開催（３月） 
・男女共同参画基本計画（第３次） 閣

議決定 

 
 

 

平成２３年

(2011) 
・国連の既存のジェンダー関連４ 

機関を統合し、「ジェンダー平等 と

女性のエンパワーメントのた めの

国連機関（UN Women）」発足 （１

月） 

 

 
・「群馬県男女共同参画基本計画 
 （第３次）」策定（３月） 
・男女間の暴力に関する実態調査実 

施 

平成２４年

(2012) 
  

・女性相談センター移転（３月） 
・とらいあんぐるん相談室（男女共 

同参画センター）相談開始（４月） 

 
平成２５年
(2013)  

・DV 防止法改正（平成 26 年 1 月施行） 
 
 
 

 

平成２６年

(2014) 
  

・「ぐんまＤＶ対策推進計画(第３ 

 次)」策定（３月） 
・男女共同参画社会に関する県民意 

識調査実施 

 

平成２７年

(2015) 
・第５９回国連婦人の地位委員会（北

京＋２０）閣僚級会合開催 
（３月） 

・女性活躍加速のための重点方針決 

定 
・女性の職業生活における活躍の推進

に関する法律成立（完全施行は 平成

２８年４月） 
・男女共同参画基本計画（第４次） 閣

議決定 

 

 

平成２８年

(2016) 
 

・女性活躍加速のための重点方針 
 ２０１６決定 
 
 

・「群馬県男女共同参画基本計画 
 （第４次）」策定（３月） 
 

平成２９年

(2017) 
・67 男女共同参画担当大臣会合（イ

タリア）開催（11 月） 
・「ＷＡＷ！（国際女性会議）２０

１７」（東京）開催（11 月） 

 

・女性活躍加速のための重点方針 
 ２０１７決定 

 

 

平成３０年

(2018) 
 

・女性活躍加速のための重点方針 
 ２０１８決定 
・政治分野における男女共同参画の 

推進に関する法律（平成 30 年 5 月 23

日公布・施行） 
 

・群馬県女性団体連絡協議会創立 40 

周年 
・「第４次ぐんまＤＶ対策推進計画」 

策定（３月） 
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令和元年 
(2019) 

 
・女性活躍加速のための重点方針 
 ２０１９決定 
・女性の職業生活における活躍の推 
 進に関する法律改正 

 

・男女共同参画社会に関する県民意 

識調査実施 
・とらいあんぐるん相談室 時間変 

更（４月） 

令和２年 
(2020) 

・第６４回国連婦人の地位委員会（北

京＋２５）閣僚級会合開催 
（３月） 

・女性活躍加速のための重点方針 ２

０２０決定 
・災害対応力を強化する女性の視点～

男女共同参画の視点からの防災・復興

ガイドライン～策定 
・第５次男女参画基本計画閣議決定 

 

 

令和３年 
(2021) 

 
・政治分野における男女共同参画の推

進に関する法律改正（令和 3 年 6 月 16

日公布・施行） 
・女性活躍加速のための重点方針 
 ２０２１決定 
・育児・介護休業法改正（令和４年４

月から段階的に施行） 

・「第５次群馬県男女共同参画基本 

計画」策定（３月） 
・「人権男女共同参画室」と「ぐん 

ま男女共同参画センター」を統合、 

一体化し、「生活こども課男女共 同

参画室（ぐんま男女共同参画セ ンタ

ー）」となる 
・とらいあんぐるん相談室に「男性 

電話相談」開設（４月） 

 

令和４年 
(2022) 

 
・女性活躍・男女共同参画の重点方 針

２０２２（女性版 骨太の方針 ２０

２２） 

・困難な問題を抱える女性への支援に

関する法律成立（完全施行は令和６年

４月） 
 

 

令和５年 
(2023) 

・G7 栃木県・日光男女共同参画・ 

女性活躍担当大臣会合開催 
・女性活躍・男女共同参画の重点方 針

２０２３（女性版 骨太の方針 ２０

２３） 
・DV 防止法改正（令和 6 年 4 月施行） 
 

 

令和６年 
(2024) 

 ・女性活躍・男女共同参画の重点方 針

２０２４（女性版 骨太の方針 ２０

２４） 
 

・「第 5 次ぐんま DV 対策推進計画及

び困難な問題を抱える女性への支援

計画」策定（３月） 
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 群馬県男女共同参画年次報告書(令和５年度実績報告書) 
 

 令和６年１２月 

    
 群馬県生活こども部生活こども課 
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